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日本管理会計学会誌『管理会計学』
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距離が業績管理に及ぼす影響

豪西居

＜論文要旨＞

本稿の目的は，親会社による海外子会社に対する業績管理に距離が及ぼす影響を実証的に明らかにする

ことにある．距離の及ぼす影響は，業績管理の困難性と必要性の観点から，正と負の正反対の方向性を想

定できるが， いずれの影響がより強く発現するのかに海外子会社社長の国籍が関連しているのか分析を

行った．共分散構造分析の結果，全サンプルの分析では，経済的距離政治的距離，文化的距離と業績管

理との間には有意な関係性は観察されなかったが，海外子会社社長の国籍によって，文化的距離の影響に

違いがあることが明らかになった．すなわち，現地人の場合にのみ，文化的距離が業績管理構築に正の影

響を及ぼし， 日本人の場合にはむしろ，負の影響が観察されたこれらの結果は， さまざまな距離概念の

中でも文化的距離が子会社管理に深く関わっている可能性があること，海外子会社管理という文脈下では

人の配置は決して無視し得ないマネジメント ・コントロールの要素であることを示唆している．

＜キーワード＞

距離業績管理，情報非対称性，海外子会社管理， 国籍

TheEMcts㎡DistancesontheDevelopment⑪缶Perhrmance

ManagementSystems

五通keShiNishii

Abstract

TheobjectiveofthisstudyistoempiricallyclarifytheeffectsofdistancesonperfonnancemanagementfOrthefOIz

eignsubsidiary.TheeffectsaI℃positiveornegativedependingonthedifficultyandnecessityofdevelopingthepelfoF

mancemanagementsystem.Furthennore,theCEO'snationalityinthefbreignsubsidiaryisconcernedwiththeeffect

onthepointofeasingtheinfbnnationasynmnetly.Weobtainedthefbllowingresults. InfUllsample,economic,polit-

ical,andculturaldistancesnon-significantlyrelatedtopelfbnnancemanagement.Howevel;themulti-groupanalysis

showedthatthenationalitymoderatedtheefrectofculmraldistanceonpelfbrmancemanagement・Morespecifically,

culturaldistancepositivelyrelatedtoperfbnnancemanagementincaseofhomecountrynational,ontheotherhand,in

oneofparentcountrynational,wefbundtheadverseeffects.Theresultsindicatethatculturaldistanceissoimportant

andapersonneldistributionisoneofnecessalymanagementcontrolsinthecontextoffOreignsubsidialymanagement.

Keywords

Distance,Performancemanagement,InfOnnationasymmetry,Fol℃ignsubsidiarymanagement,Nationality
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1． イン1､ロダクション

管理会計システムはリモート ・コントロールと称きれることもあるように(Johnson,1991),

距離の概念と密接な関係にある．遠隔地にいるマネジャーの行動に影響を及ぼしたり，現地の

状況をモニタリングしたりするのに，管理会計システムは重大な役割を果たす．その一方で，

距離は管理会計システムの普及プロセスにおける変化への障壁となったり(AxandBjPmenak,

2005)， モニタリングの困難ざやそのコストを押し上げることでエージェンシー問題を深刻化

させたりする(RothandO'Donnnel,1996).すなわち，距離は管理会計システムの必要性を高め

る一方，その構築を困難にする．

こうした距離の影響の解明は，海外子会社管理という文脈では， より一層重要な研究課題で

ある． なぜなら，事業活動が国境を越えることで，地理的，政治的経済的，文化的といった

多面的に捉えられる距離が親会社と海外子会社との間に生じるためである(Ghemawat,2001).

それゆえ，テキストでは，国内子会社よりも海外子会社の管理がより困難であると説明きれて

きた(GernonandMeek,2001).実務上も，海外子会社に対する適切な管理体制の構築は， しば

しば重要課題として指摘きれている（足立・加藤, 2014;中越, 2013).

必ずしも距離概念について直接的に言及しているわけではないが，管理会計研究では，特に

HofStedeの国民文化に着目した分析が広く行われてきた． 中心的な検討内容は，国民文化の差

異が各国企業のマネジメント ・コントロール・システムの設計や利用に及ぼす影響であった

(上埜, 1994;坂口, 2013;中川, 2004). たとえば,Chowetal. (1999)は，台湾に位置する3カ国

(台湾， 日本，米国）の製造業を対象とした質問票調査から，マネジメント ・コントロールに

国民文化が及ぼす影響の違いを検討している． しかし，全体的な研究動向としては，海外子会

社管理という文脈に焦点を合わせた分析はあまり行われていない．一部の少数の研究(Hassel

andCunningham,2004;RothandO'Dommell, 1996)では，距離が子会社管理に及ぼす影響につい

て実証的検討が試みられているが， 日本企業に関する経験的証拠は欠如している．国際経営領

域の先行研究では日本企業の海外子会社管理の特異性が指摘きれており （大木, 2013),距離

の及ぼす影響が海外企業と同一であるとは限らないので，検討の必要性は高い． また， グロー

バル化の進展に伴い， 日本企業の進出先が多様化してきており （経済産業省， 2012;中小企業

庁, 2016),進出先の差異の影響を分析する重要性が高まる中で，各国の違いを総合的に測定

できる距離概念は有効であると考えられる．そこで本稿では， 日本と海外進出国との間の距離

が海外子会社に対する業績管理体制の構築とどのように関係しているのか実証的に明らかにし

たい．

日本企業の海外子会社管理の特異性の一つとして，海外子会社の主要ポジションに本国国籍

人材(Parentcountrynational:以下PCN)を派遣することが繰り返し指摘きれてきた(Rosenzweig,

1994;白木, 2006).PCNは，全社の目標，政策，実践を熟知しており，本社の意向の強固な

フオロワーときれるのに対して，現地国籍人材(Homecountrynational :以下HCN)は，現地

国の社会的，政治的，経済的環境に熟知したローカル志向の人材とされる(Harveyetal., 1999;

Harzing,2001). こうした現地国・海外子会社と本国・親会社に関する情報の把握や理解の程度

に関する差異は，情報非対称性を高める距離概念の影響に関連している可能性が高い． した

がって，海外子会社の社長の国籍に着目し，それが距離と業績管理との関係にどのように関連

しているのか検証を行う．
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距離が業績管理に及ぼす影響

本稿の構成は以下の通りである．第2節では,Newman(2012)の距離概念の整理に従い，本

稿での分析対象とする距離概念を明示する．第3節では，距離とPCN/HCNの及ぼす影響に関

連する先行研究をレビューしリサーチクエスチョンを提示する，第4節では，調査概要と変数

の測定方法について説明を行う．第5節では，分析結果とその考察を示す．第6節では，本研

究の貢献と限界に関連した今後の研究課題を述べる．

2.距離

距離概念は多義的に捉えられる．たとえば,Newman(2012)は,経営や会計領域の先行研究に

て用いられる国家を超えた距離概念を,文化的距離(culturaldistance),制度的距離(institutional

distance),心理的距離(psychicdistance)に分類し，その特徴を整理している．以下では，彼女の
整理に基づき，各概念について述べることにしよう．

文化的距離は，先行研究にて最も高い関心を集めてきた距離概念である．その多くが，

HofStede(1980)の国民文化概念に依拠している．周知の通り，彼は多国籍企業l社の世界各地

にある支社で集められた膨大なデータに基づいて，権力格差(Powerdistance:PDI),不確実性回

避(Uncertaintyavoidance:UAI),男性らしさ(Masculinity:MAS),個人主義(Individualism: IDV)

の4つの国民文化の次元を抽出した．その後,長期志向(Long-termorientation:LTO)と抑制的／

享楽的(Indulgenceversusrestraint:IVR)の2つの次元が追加され，現在は6次元とされている．

彼の文化概念に依拠して距離変数を算出した先駆的研究が, KogutandSingh(1988)である．

彼らは，表lの(1)式を用いて， 4つの次元での国家間の文化的距離を算出した． しかしなが

ら，彼らの指数（以下KS=4)はいくつかの観点から批判がなされている，たとえば, Shenkar

(2001)は， より最新のHofStedeの研究成果を取り込んでいないことや各次元が同等の重要性を
持つと前提を置いていることの2点を特に問題視している．後者の問題にも関連するが,KS-4

の算出式は一般的な距離概念と整合しないということから，様々な場面で用いられることの多

いユークリツド距離（表lの(2)式）によって文化的距離を算出する研究もある(BaIkemaand

Venneulen,1997). しかしながら， このユークリツド距離に関しても，次元間の相関関係を考慮

することができない点が問題視されており，相関関係を加味できるマハラノビス距離（表1の

(3)式）を用いている研究もある(BelTyetal.,2010). HofStedeの国民文化概念そのものへの批判

は根強いものがあるが(McSweeney92002),文化的距離は依然として彼の示した次元スコアを

用いて算出されることが多い．ただし， (3)式を用いている研究はあまり多くない．

制度的距離とは，事業慣行に影響を及ぼす相対的に客観的なコンテクスト要因に関する国家

間の差異である．経済，法律，金融，政治，言語，宗教，知的財産権，教育などに関する具体

的指標を使って距離の測定がなされてきた．制度的距離の理論的土台として, Scott(1995)の規

制的・規範的・認知的という3つの支柱が指摘されることも多い． しかしながら， これは制度

の定義に混乱をもたらす一因となっている．たとえば，行動の正当性の基礎を形成する価値や

信念である規範的支柱はHofStedeの文化概念と非常に類似しているし，共有された理解や解釈

方法である認知的支柱は特定の問題と関連づけて操作化される傾向にあり，国家レベルでの測

定方法は明確ではない(Newman,2012).

心理的距離とは，市場からそして市場への情報フローを阻害する要因の総体と定義される
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表l 文化的距離の算定方法

孔

Z{(Ii,-IMI)2/III}/"cDj=
i＝1

(1) KS侭｡gItandSmgl,1988)キ鋤J〕

(2) EuIMMf(ユークリッド獺閣①

cQj=

(3)伽距離(マハラノピス距鮒② dO,X)=､/で~二~万Frr~=万下

①k国（比較ベースとなる国） とノ国との文化的差異(のﾉ)を算出する場合の計算式を示している． たと
えば， 日本と各国の文化的差異を計算する際には, kが日本を指すことになる. jは文化次元の種類，

vは文化次元スコアの分散， 〃は文化次元の数を示している．つまり， ムノとは， ノ国のi番目の文化次
元のスコアを意味している. KogutandSingh(1988)では, "=4,k=米国の場合の算出式が示されてい
る． なお，分散による修正を行なっていない研究もある．

②Ma距離では，ある2国（ﾉ国とk国）の国民文化の〃次元を， ノ=(/1,/2,…,ﾉ"),k=(t1,k2,…,k")
という2つのベクトルで示した場合の文化的差異の算出式を示している. Cは，列を国民文化の次元

〃，データに含まれる国pを行とした行列Mの共分散行列である． なお, C--1はcの逆行列, (ノーえ)T
は(ノーk)の転置行列を示している．

(JohansonandVahlne,1977).阻害要因の総体であるゆえに，言語的，制度的，文化的，政治的と

いった多様な要因を含んだものとして取り扱われている(HasselandCunningham,2004). また，

企業の意思決定者の主観的認知に依拠した概念であるということも特徴的な点である(Sousa

andLages,2011). さらに，認知概念ということから，文化的あるいは制度的距離と国際的なビ

ジネスに関する意思決定との関係を媒介あるいは調整する要因としての役割が期待されている

(Newman,2012). しかしながら，主観的認知の差異を捉えられない方法（たとえば,KS=4をマ

ネジャーの心理的距離の事前認知の代理変数とするなど）によって測定がなされ，文化的距

離との区分がかなり暖昧になってしまっている研究も少なくないと指摘されている(HAkanson

andAmbos,2010;SousaandLages,2011).

本稿では，文化的距離と制度的距離に焦点を合わせた分析を行う． これらの距離変数は質問

票調査とは独立したデータベースから測定でき， コモン・メソッド・バイアスを回避できると

いうメリットがある． また，心理的距離は文化的距離よりも可変的であるために(Ojala,2014),

管理会計システムの設計・利用者を明確にでき，かつ，設計・利用の選択より前段階での，彼

らの心理的距離の認知を把握できない限り，業績管理への影響の推定はより不安定になる．文

化的距離は，先行研究との比較可能性を重視し,HofStedeの文化次元を用いて算定する． また，

制度的距離のうち, Scott(1995)のいう規範的・認知的距離は，文化的距離との重複や測定方法

に課題があることから，本稿では取り扱わない．規制的な観点から制度として取り上げられる

内容も多岐にわたっているが，本稿では事業活動を行う上での基礎的環境を形成する政治的そ

して経済的要因に関する差異に注目する．
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3． リサーチ・クエスチョン

本稿では，親会社による海外子会社管理の手段として業績管理に着目する． ここで業績管理

とは，親会社が海外子会社の目標を決定あるいは承認し，その進捗状況を継続的に把握し，期

末には実績に基づいた評価を行い，次期の目標や計画の修正を図る（もしくは求める） という

ものである． こうした管理は，多かれ少なかれ，多くの企業にて実践きれていると考えられ，

距離の影響を広く検討するには適切であると判断した．

距離については，文化的，制度的（経済的・政治的）距離を分析に組み込む． ただし，以

下では，文化的，経済的，政治的な差異を距離と総称して議論を展開する．いずれの距離も，

親会社と海外子会社との間の情報非対称性を増大きせるという点で共通しているからである

(Dikova,2009;Gong,2003;RothandO'Donnell, 1996).距離が離れるほど，海外子会社は親会社

よりも現地の環境や戦略的文脈の成果への影響に関する特殊な知識をより多く所有できるので

(Gomez-MeijaandBalkin, 1992),親会社が情報劣位の立場に置かれる．

RothandO'Domell(1996)は，親会社と海外子会社という情報非対称性が生じている文脈下

での，海外子会社での報酬|契約について実証的な分析を行っている．報酬契約には行動志向と

成果志向という2つの基本形態があるが，適切な管理者行動をモーターするのが困難である場

合には，成果志向であるインセンテイブベースの報酬がより効率的な契約となる(Jensenand

Mecming,1976).そうしたことから, Rothらは親会社の位置する本国と海外子会社の在籍地と
の文化的距離が大きくなるにつれインセンテイブ・ベースの報酬割合が高まるとして，複数の

仮説を構築した．分析の結果，文化的距離が離れているほど，海外子会社にてインセンテイ

ブ・ベースの報酬割合が増大する傾向にあることが明らかになった．

業績管理には，成果志向の報酬|契約のような事後モニタリングという側面のみならず，最終

的な成果に至る過程への関与も含まれている．たとえば，予算の期中管理や月次の損益管理な

どは最終成果を判断するのではなく，むしろそこに至る中間モニタリングに該当すると言えよ

う． また，業績管理では，事前に計画， 目標，成否基準の妥当性を評価，承認あるいは修正す

る場合も少なくないが， こうした実践は，事前モニタリングに該当するであろう． このよう

に，業績管理過程には，事後モニタリングのみならず，事前や期中のタイミングでのモニタリ

ングも含まれている．それゆえRothらが分析した報酬契約よりも業績管理の方が，距離の及

ぼす影響はより複雑になると考えられる．

モニタリノングの強化は，エージェントの適切な努力を減退させるコミットメント問題（青

木・奥野, 1996)を引き起こす可能性がある．本社と海外子会社との間の情報非対称性が大き

く，政府からの要請，規制，顧客ニーズなどの諸々の現地環境に対する適応度を高めるため

には，親会社は海外子会社に高い自律性を付与し，分権化を進める(MartinezandJarillo, 1989).

こうした場合， コミットメント問題はより深刻になるので，業績管理体制の強化は回避きれる

可能性が高い．

また，モニタリング強化は，業績管理の設計・運用コストと無関連ではない． 当然ながら，

コストの増大は最適なモニタリング強度を減少させる(H61mstromandMilgrom, 1994)．特に，

中間モニタリングのコストや難しさに関しては, S伽ons(2000)も指摘を行なっている．彼は，

業務を「インプット→プロセス→アウトプット」という因果モデルで描き， この因果関係に関

する理解が乏しい場合には，成果への変換過程であるプロセスをモーターするために情報を収

7



管理会計学第26巻第1号

集するのではなく， アウトプットに着目した管理がより適切であると指摘している．同様に，

Gong(2003)も，文化的距離の離れた場所にある海外子会社に対する行動的モニタリング実行

に伴う高コストの問題を指摘している．親会社と海外子会社との距離が離れており情報非対称

性が高い場合，子会社の成果に至る因果性に関する親会社の理解は低くなる． このとき，プロ

セスの適切なモニタリングには多大なコストを要する， もしくは実行そのものが困難な状態に

なってしまうと考えられる． さらに, HasselandCunningham(2004)は， フィンランドの多国籍

企業による海外子会社管理を対象とした調査から，心理的距離が小さいときに，親会社の予算

管理の強調が高い業績に繋がることを明らかにした．研究成果は管理体制構築への影響を検証

したものではないが，業績との関連性からは，心理的距離が遠い国に位置する子会社への予算

管理実行の困難さが伺える．

上述したRothandO'Domell(1996)の分析は事後モニタリングの有効性を検証したものであ

るが，実は海外子会社のトップマネジメント層におけるインセンテイブ・ベースの報酬割合が

文化的距離によって高まるという仮説は支持されなかった結果が支持きれた海外子会社の一

般従業員への報酬戦略とは異なり，経営陣へのそれは親会社による子会社管理の特性を強く有

している1.観察可能性という観点に基づけば，情報非対称性が高い状況下では，プロセスで

ある行動よりも成果への注目が相対的に望ましいと言えるが，成果コントロールはより高いリ

スクをエージェントに負わせることになる. Gong(2003)は，特に距離の離れた不確実性の高

い国にある海外子会社の場合，成果コントロールの適用はエージェントに負わせるリスクの観

点から好ましくないと主張している2．結局のところ，距離によって情報非対称性が大きくな

ると，事後モニタリングであっても，その適用の困難さをみることができる．

このように，距離が離れるほど，親会社による海外子会社への業績管理構築は困難になる，

あるいは高いコストを生じさせる．つまり，距離は業績管理構築に負の影響を及ぼすと予測ざ

れる．

その一方，情報非対称性は海外子会社管理における不確実性要因となるので，親会社は非対

称性をできる限り解消したいインセンテイブを有している．特に，内部統制やコンブライアン

スの観点からは，高い情報の非対称性の放置は決して望ましいものではない．

業績管理過程は，測定，実績や計画に関するコミュニケーションを通じて，海外子会社に関

する様々な情報を収集する機会を親会社に提供する． こうして獲得きれた情報は，親会社の情

報劣位の状況を幾分改善するのに貢献するだろう． もちろん，前述したように，情報非対称性

があるなかで，業績管理体制を構築するのは非常に困難である， もしくは多大なコストを要す

る． しかしながら，特に海外子会社の失敗コストを高く見積もっている場合には，たとえ，設

計・運用コストが高くついたとしても，親会社は業績管理体制の構築を推進しようとするであ

ろう． また， 日本企業には，本国からのコントロールが強く効く海外子会社管理体制を敷く傾

向が見られる(BartlettandGhoshal, 1989;大木他, 2011). このことは批判的に捉えられること

も少なくないが，現地任せにしない経営管理の徹底は海外事業運営上の留意点として指摘きれ

ている（中小企業庁， 2016)．平均的にこうした方針をとる日本企業が多いのであれば，距離

によって情報非対称性が高まるほど，その解消のために業績管理体制の構築を推し進めるであ

ろう．

以上のように，業績管理構築の困難さと必要性という観点から，距離が業績管理に及ぼす影

響に関して，正と負という互いに対立する2つの仮説が考えられる．すなわち，距離は親会社

と海外子会社の情報非対称性を高め，業績管理体制の構築を困難にする， あるいはその設計．
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運用コストを上昇させる一方で，非対称性低減のために業績管理体制構築の必要度を高める．

非対称性解消の緊要は，親子間の相互依存性，内部統制の厳格度，戦略的な統合の程度などの

さまざまな要因に影響を受けると考えられるが，本稿では情報非対称性解消の他の手段の行使

による影響に着目する．以下に示すように，海外子会社の要職への人の配置(PCN/HCN)が，

情報非対称性の観点から，距離と業績管理との関係性に影響を及ぼすと考えられる．

同一国籍による社会的・歴史的背景の共有に加えて, PCNの海外子会社経営陣が本国組織と

の間に公式・非公式なコミユニケーシヨン・チャネルを持っていること(Harzing,2001;Edstr6m

andGalbraith,1977)を踏まえると, PCNの派遣は親会社と海外子会社との間の情報フロー構築

により有益である．一方，社会的・歴史的背景が共有しておらず， コミュニケーション・ネッ

トワークが脆弱なHCNの場合，親会社とのコミュニケーションに困難さを抱えやすい価evor9

1983). もちろん,HCNの方が海外子会社内での現地従業員とのコミュニケーションは行いや

すく現地情報に習熟している傾向にあるが，親会社にとって，直接的なコミュニケーションを

通じた情報収集の機会を増大きせるのはPCNの派遣である． したがって, PCNの派遣は情報

収集という点で業績管理体制構築の必要性を低下きせると考えられる．一方, HCNを用いて

いる場合には，情報非対称性はPCNの場合ほど解消されないため，たとえ高コストであって

も業績管理体制を構築するインセンテイブは相対的に高いと考えられる．すなわち, HCNの

場合，距離は業績管理に正の影響を及ぼす可能性が高いと予測できる．対して, PCNの場合に

は，相対的にその影響の程度は低くなるであろう．

上記の考察に基づき，本稿では，距離が業績管理構築に関連しているのか検証した上で，そ

の関連性が海外子会社社長の国籍によって異なるのかどうか多母集団同時分析を行う．

4．調査概要

分析データは，東洋経済新報社の海外進出企業データベースとダイヤモンド社の役員・管理

職情報フアイル3を用いて，海外進出企業4,233社5,410部門を対象に, 2012年8月から9月

にかけて実施した質問票郵送調査により収集した．本社と海外子会社の1対1の関係に焦点を

合わせるべく， 回答者を海外事業本部長あるいは海外事業を担当している部長とし，質問内容

は主要事業の販売機能を有した海外子会社1社を想定して回答するものとした．

604社659通の質問票が回収されたが,業績管理概念を測定するのに用いられた有効回答は，

579社620件（鉱業4，建設業33,製造業408,商業81,運輸・情報通信業43,金融・保険業

21,サービス業27,不動産業3)であった． また，分析対象となった海外子会社の所在国数は

34カ国で，表2に示される通り，中国，米国， タイの3カ国の割合が高くなっている．非回答

バイアスの検証は，業績管理概念の測定に用いた質問項目の回答について，早期回答群と後期

回答群を比較することで行った．回答締め切り日による区分で70回答が後期回答に分類され

た．両群の間に差があるのかu検定･ t検定を行った結果，有意な差異(5%水準）は観察され

なかった

以下では，分析に用いられる各変数の測定方法について説明する．質問票調査の質問項目

は，関連する先行研究と海外進出を積極的に進めている日本企業2社に所属する複数名の管理

者への聞き取り調査を参考にして考案されたものである．そして， 6名の管理会計研究者と2

9
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表2海外子会社の所在（件数）

大陶1､’ 所田園

東アジア237

東南アジア180

北アメリカ127

中国185，香港24，台湾19,糊詞9

タイ82，シンガポール33，インドネシア25，ベトナム22，マレーシア13,フィリピン5

アメリカ123，メキシコ3，カナダl

ドイツ17，イギリス13,フランス6,ポーランド3,ベルギー2,オランダ3,イタリア1,スイスl,ス

ペイン1，チェコl,ハンガリー1、スロベニアl

インド9，スリランカ1,バングラディシュl

オーストラリア7

ブラジル4

UAEl,サウジアラビア1, トルコl

南アフリカ1

ヨーロッパ50

７
４

Ⅲ
ア
カ
３
１

ア
ニ
リ
ア
カ

ジ
ア
メ
ジ
リ

師
放
前
師
方

名の経理・財務担当の管理者のパイロット ・テストを通じて，質問項目の修正が行われた． ま

ず，本稿の中心的検討概念である業績管理から見ていこう．

前述したように，業績管理には，事前期中，事後という様々なタイミングによるモニタリ

ングが含まれている． こうした機能は，評価次元・指標の設定， 目標値の設定，測定結果の報

告（目標値との対比） ・議論（説明責任)，評価の付与といった一連のサイクルによって実現

される．そこで， これらの管理サイクルを捉えることができるよう, PM1 (説明責任の要求),

PM2とPM3(測定基準の明確化),PM4(差異への注目), PMs (目標値の設定水準), PM6(事

前の評価基準運用）の6つの質問項目を設定した． なお，多国籍企業の管理会計研究では予算

管理が中心的な業績管理手法として位置づけられてきたことから（宮本, 1989), PM4とPM5

は予算管理に関連づけた質問項目とした． これらの項目による業績管理概念の測定方程式の結

果を示しているのが表3である4．表3に記載きれる各種適合度指標は満足できる水準の値を

示しており，測定モデルの当てはまりに問題はないと判断できる． また，観測変数の標準化係

数（因子負荷量）の有意性と係数の大きさ（0.50以上),AVE(0.50以上),CR(0.70以上） と

いう3つの基準(Hairetal.,2010)から，尺度の収束的妥当性を確認できた．

距離概念は，文化的距離経済的距離，政治的距離を取り上げる． まず，文化的距離に関し

ては, HofStedeの国民文化の次元に基づいた距離変数を用いる．前述したように，先行研究で

は3つの測定方法が用いられているので， これら全ての測定方法を用い， 4次元データと6次

元データで算出した6種類の変数を代替的に適用する. HofStedeの国民文化の各次元に関する

データは， ウェブサイト(http://geerthofStede.com/)よりダウンロード可能であるため，本研究で

はこれを用いて文化的距離を算出した．ダウンロード(2016年12月26日アクセス）したの

は, HofStedeetal. (2010)で提示されたlllカ国・地域のデータである. 4次元に関するデータ

が欠如している国や同一国で複数のデータが開示されている場合5を除外した結果，分析対象

となったのは73カ国・地域である．表lの3つの算出方法を用いて，それぞれ4次元版と6次

元版で各国の日本との文化的距離を算出した．マハラノビス距離の適用根拠となる次元間の相

関関係については, PDIとIDV(7=-0.624), PDIとIDV(r=-0.284), IDVとⅢO("=-0.506)

の3組で負の関係が観察された．
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表3業績管理因子の測定

項目 Mm MM M"n SD B AVE CR QmmdTSqMn M蹴 M菌n SD AVE CR Qm随dTSa

海外子会祖こ辮果の原因歌の施策方針などについて詳細な説明を求めている．

鱸P側罰票を用いて，卿電子会社の役謹勵待の達成度を把握している．

海外子会社力湘うミッションの成否をどのように判断するの力功溥前に明確になっている

海外子会祖こは非常に厳しい予算目標を課している．
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事前に定められた目標との上臓を中心に卿喜子会社の評価を行う．

予算鶏上徽は重要な1筋1､子会M着理手段である

N=620,X2=0.766(p=0.858),X2/"=0.255,AGH=0.998,CH=1.000,RMSEA=0.000
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KSはコグーン・シン指数, Euはユークリッド距離,Maはマハラノビス距離を示し，数値の4は4次元版, 6は6次元版であることを示している
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6変数間の相関関係は次の通りである（表4)． 同一次元間では非常に高い正の相関係数，次

元の異なる変数間ではそれよりもやや低い相関係数となった．

経済的距離は，米国のヘリテージ財団とウォール・ストリートジャーナルによって公表され

ている経済自由度指数のデータを用いて算出を試みた． この指数は，それぞれ10点満点で評

価される，財産権の保護，汚職の少なさ，政府支出，財政の自由度， ビジネスの自由度，労働

の自由度，通貨の自由度，貿易の自由度，投資の自由度，金融の自由度の10項目を平均した値

が各国・地域の最終評点とされるというものである．欠損値を除外した177カ国・地域の2011

年分のデータを用いて，マハラノビス距離によって， 日本と各国との経済的距離を算出した．

マハラノビス距離で計算を行ったのは, 10項目のうち多くの項目間で中程度から高い相関関

係が観察されたためである．

政治的距離は， イギリスのエコノミスト誌傘下の研究所であるエコノミスト・インテリジェ

ンス・ユニットによって公表きれている民主主義指数のデータを用いて算出を試みた． この指

数は，選挙プロセスと多元的共存，政府機能，政治的参加政治的文化，市民の自由の5つの

項目から評価され， これらの全体スコアによって各国の順位づけがなされている. 2011年分

の165カ国と2地域のデータを用いて，マハラノビス距離によって， 日本と各国との政治的距

離を算出した．マハラノビス距離による算定は，項目間の高い相関関係が観察されたためで

ある．

全ての距離の計算は，原データを基準化して行っている． また，算出されたスコアは値が高

いほど距離が離れていることを示している．距離変数間の関係は次の通りである（表4)． 4次

元の文化的距離と政治的距離との間には弱い正の相関関係が観察された．一方，政治的距離と

経済的距離， 6次元の文化的距離と政治的距離との間には弱い負の相関関係が観察きれた．

業績管理への影響を統制するための変数として，海外子会社従業員数，出資比率，海外子会

社設立経過年数，在留邦人率（対現地国人口)， 日系現地法人数，貿易特化係数の6変数を設

定したまず，従業員数は組織規模を測定する代理変数である． これは，組織規模と管理会計

システムとの洗練度との関係性を明らかにしてきたコンテインジェンシー理論に依拠した実証

研究の知見より導出されたものである．

出資比率は，資本によるコントロールが強くなるほど，子会社に対する業績管理をより自由

に行使しやすくなると考えられるために，統制変数に組み入れた．

海外子会社設立経過年数に関しては，年数経過に伴い子会社管理の経験が蓄積きれるほど，

情報非対称性が解消きれる可能性があるために，統制変数とした．上記の3変数は，質問票調

査によって回答を得た値を用いた．

在留邦人率（対現地国人口比） と日系現地法人数は，海外子会社の在籍国における日本的慣

行への許容度を測定する変数として考慮に入れた．つまり，在留邦人率が高いあるいは日系現

地法人数が多い状態は， 日本的慣行が現地の人々にとって比較的恩||染みのあるものとなる可能

性が高く， 日本本社による業績管理が実践しやすくなると予測きれる．両変数は，データブッ

クオブ・ザ・ワールド(vol.25)に掲載きれた2011年のデータを用いた． なお，在留邦人率は，

在留邦人数と現地国人口のデータから算出している．

これら2変数に関連して， 日本からの輸入が多い国では， 日本製品が広く受け入れられてい

る可能性が高い． こうした国では， 日本的慣行への抵抗感が緩和されるかもしれない．そこ

で，貿易特化係数を統制変数として設定した． この係数は，輸出額から輸入額を差し引いた純

輸出額（貿易黒字額）を，輸出額と輸入額の合計額（総貿易額）で割った値であり，マイナス

12



距離が業績管理に及ぼす影響

lからプラス1の範囲をとる．データブックオブ・ザ・ワールド(vol.25)に掲載きれた2011年

の貿易額（輸出額と輸入額）を用いて，諸外国から見た特化係数を算出した．つまり，マイナ

スlに近づくほど日本からの輸入に依存している傾向が強くなることを意味している．

最後に，社長の国籍は，質問票調査回答時に想定された海外子会社社長の国籍を尋ねた．回

答結果は, PCN(n=485),HCN(n=119),第3国人材(Thirdcountrynational:TCN)(n=10),二人社

長などのその他(n=5)となり，先行研究の観察と同様に，多くの日本企業がPCNを派遣してい

る実態が明らかとなった．

9．分析結果と考察

前節で述べたように，業績管理は潜在変数として測定きれ，距離変数や統制変数は観測変数

であるので，いわゆるMIMIC(multiple-indicator-multiple-cause)モデルの推定を行う． この結果
を示しているのが表5である．文化的距離の変数が6種類あるために，推定結果はこれらの種

類ごとに個別に示きれている．ただし，各変数の有意性や方向性については同一の結果が得ら

れている． なお，測定方程式の結果は紙幅の関係上省略している．

統制変数に関しては，設立経過年数， 日系現地法人数，在留邦人率に関しては有意な影響を

及ぼす変数とはならなかった．一方，有意な影響を及ぼしている変数は，貿易特化係数，従業

員数， 出資比率の3つであった．影響の方向性は事前の予測通りであった．

3つの距離変数は， ほぼ0に近い非有意な係数推定値を得た．業績管理の必要性と困難さに

よる正と負の効果が相殺しあって，有意な関連性が観察されないのかもしれない．本稿では，

対立的な仮説に関連する要因として，海外子会社社長の国籍に着目している．以下では，国籍

(PCN旧CN)による距離の及ぼす影響の違いについて検証することにしよう．海外子会社社長

に日本本国人材を用いるPCNか現地国人材を用いるHCNかによって，サンプルを2群に分

け， これらを異なる母集団とみなした多母集団同時分析を行った．分析手順と結果は以下の通

りである．

最初に，群ごとに別々に分析を行いモデル適合度に問題がないか確認した．文化的距離変数

が6種類あるために，全部で12のモデルを推定した適合度水準はいずれのモデルも許容で

きる水準にあったこと (CFIの下限値は0.953, RMSEAの上限値は0.076)から分析を進めた．

次に，パラメータにいかなる等値制約も課きずに， 2つの母集団に同じパス図を適用できるか

(すなわち，群間で配置不変モデルが成立しているかどうか）検証した．全てのモデルにおい

て，良好な適合度水準が得られ(CFIの下限値は0.980, RMSEAの上限値は0.034),モデルの

配置不変性が確認された最後に， この配置不変モデルの因子負荷量に群間で等値制約を課し

た測定不変モデルの推定を行った．配置不変モデルとの比較は， カイニ乗の差の検定， △cⅢ

(0.01以下), AICの比較に依拠して行った．いずれの基準も配置不変モデルと測定不変モデル

とに差があることを示唆した．

等値制約を置かないモデルを用いて，因子負荷量の差の検定を行ったところ，質問項目PM3

(子会社の成否基準の明確化）への負荷量に1％水準で有意な差(PCN群>HCN群）があるこ

とが判明したまた, PM3の決定係数もHCN群よりもPCN群の方が高く，成否基準の明確化

という実践を業績管理概念によって説明できる程度に違いが見られた．
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表5MIMICモデルの推定結果
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(注）各変数の推定値は標準化解である. ***p<0,01,**p<0.05,*p<0.1

上記の分析を踏まえて，有意差のあることが判明したPM3の係数のみ自由推定し，その他

の因子負荷量に等値制約を課したモデル（上述した3つの比較基準は， この等値制約を緩めた

モデルが配置不変モデルと差がないことを示している）にて，業績管理因子への影響要因に群

間で差があるのか検証した（表6)．

政治的距離と経済的距離の2変数はすべてのモデルにおいて有意な変数とはならなかったの

に対して，文化的距離に関しては，興味深い結果が得られた．つまり,HCN群では正の係数推

定値が， 4次元変数を適用したPCN群では負の係数推定値が得られた． しかも，全てのモデル

において，群間で文化的距離の影響に統計的に有意な差が観察きれた． また, HCN群の決定

係数はPCN群のほぼ倍の値となっており, HCN群における文化的距離の説明力の大きさが示

唆される． このように，文化的距離と業績管理との関係性は，社長の国籍によって影響を受け

ていることがわかった．具体的には，現地人社長の海外子会社では，文化的距離は業績管理と

正の関係にあるのに対して， 日本人社長の場合には， 4次元変数で測定きれる文化的距離は業

績管理と負の関係にあることが明らかとなった．

海外子会社内のマネジメントや現地環境への適応度をより重視すれば，現地人を用いる方

がより適合的であるが(Harveyetal., 1999;Harzing,2001),親会社のメンバーと人的なコミユニ
ケーション・チャネルをもつ日本人社長の採用は親会社にとって情報収集の機会を高める6．

PCNによる人的ネットワークを通じて情報入手量が増大することで親会社の情報劣位の状況

が改善すれば，現地の状況把握という点において，業績管理構築に多くの資源を注ぎ込む親会

社のインセンテイブは減退するであろう．特に，文化的距離が乖離し，行動原理や価値観に関

する方向性の違いが大きくなっている場合には，業績管理の設計・運用コストがより高まるこ

とが予想きれるために， そうしたインセンテイブはより低減するであろう．一方, HCNの場
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表6多母集団同時分析の推定結果
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合, PCNと比べて，人的ネットワークを通じた情報収集は相対的に困難になるので，情報非対

称性はより大きくなる． さらに， こうした状況下で，文化的距離の乖離は，親会社による子会

社の状況把握をより一層難しくするであろう．たとえば，価値観やコミュニケーションスタイ

ルの違いが大きくなることで，問題の深刻度や報告の喫緊度といった認識面で親会社と海外子

会社（社長） との間でズレが生じると，場合によっては， コンプライアンスあるいは業績面で

の深刻な問題を生じさせかねない．そのため， たとえ業績管理体制構築の困難ざや高コストと
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いう障壁があったとしても，直面するリスクを低減するには，子会社に対する業績管理体制の

構築を押し進める企業が多いのかもしれない．

なお，国籍の違いをどのような人物を特定のポジションに配置するのかという人的コント

ロール(MerchantandVanderStede,2012)7として捉えた場合，業績管理との関係性は以下のよ

うに解釈できる．親会社の意向を強く反映きせる形態という点で, PCNはHCNよりもタイト

な人的コントロールと言える．昨今の管理会計研究の重要な分析視角の1つであるコントロー

ル・パッケージ(MalmiandBrown,2008)の観点からは, PCN群の負の影響については， タイト

な人的コントロールを行使したことで，業績管理によるコントロールの機能の一部が補完きれ

ていると解釈できる．一方で, HCN群の正の影響については， ルースな人的コントロールゆ

えに不十分な点を業績管理体制の構築を強めることで補完していると解釈できる． さらに，機

能面のみならず， コントロール・パッケージのコストという観点からは，前述した組み合わせ

は過度な高コスト体制にならないようにバランスをとった結果としてみなせる．本稿での検討

対象である社長の配置は，現地人に与える心理的影響派遣の準備やその後のフオローアップ

に要するコストに関して言えば, HCNよりもPCNの方が高コストなコントロールであると思

われる．それゆえ，文化的距離の乖離という局面に対して, HCN群では業績管理構築を推し

進めやすいのに対して, PCN群では高コストなコントロール・パッケージになってしまうのを

回避しようとしているのかもしれない．

こうした社長国籍による調整効果が， なぜ，政治的距離や経済的距離では観察きれなかった

のだろうか．文化的距離のみ有意な結果が得られたのは，政治的あるいは経済的な要因より

も，文化的要因による情報非対称性による不確実性を日本本社がより大きな課題として認識し

ている可能性を示唆している． また，現地の政治的あるいは経済的要因については，業績管理

という組織内部の手段よりも，各種レポートや統計情報などのより公的な組織外部の情報源を

通じた情報収集の方が効果的な可能性が高い．それに対して，文化的要因は人々の価値観や判

断基準に関わるもので，現地子会社を通じたより直接的な情報収集経路が重要視されているの

かもしれない．

5．結論

距離と管理会計システムとの関係性は，素朴な研究疑問ながら，十分な解明がなきれていな

いテーマである．特に，海外子会社管理という文脈では，距離の影響の検討の重要性がひとき

わ大きくなる．かかる問題意識のもと，本稿では，距離，業績管理，海外子会社社長の国籍の

三者の関係性について実証的な検討を行った．経済的，政治的，文化的という3つの側面から

複合的に距離を捉えたこと，文化的距離の算定に複数の方法を適用したこと， 日本企業の特異

性の1つである海外子会社社長の国籍による調整効果を検証したことは，関連研究領域への貢

献と言える本稿の特徴である．分析の結果，全サンプルでは，政治的距離，経済的距離，文化

的距離は，親会社による業績管理構築と有意な関連性は観察きれなかったが，文化的距離の影

響は海外子会社社長の国籍によって差があることが明らかとなった． 日本企業の特殊性として

指摘されてきた海外子会社人事に関連して,文化的距離の影響に違いが生じるというのは興味

深い発見であり，今後の関連研究への示唆に富むものと考えられる8．
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最後に，本稿の限界に関連した今後究明すべき課題を指摘することにしよう．第1に，本稿

では複数の要因から構成ざれる各距離を単一指標として算出した．国民文化を取り扱った管理

会計研究に多く見受けられるように，各次元ごとの影響について検討を行う余地が残されてい

る．本稿の分析でも， 4次元変数と6次元変数とで若干の結果の違いが見受けられたために，

Ⅲ℃とⅣRについてはざらなる検証が必要であろう．第2に，本稿の分析では子会社の成否

基準の明確化に関する観測変数への負荷量に有意差が認められ, PCN群とHCN群の間で測定

不変が成立しなかった．業績管理因子へのパス係数の差の検証結果はこの点を割り引いて判断

する必要があるが，測定不変モデルの検証結果は今後の研究の方向性の1つを示唆している．

すなわち，成否基準の明確化という実践の詳細な定性的観察は人の配置と結びついた業績管理

のメカニズムの解明に貢献するであろう． また，測定不変が成立しなかったために，平均構造

分析を通じた業績管理因子の平均を群間比較することができなかった. PCN/HCNと業績管理

との関係性は， コントロール・コストや責任／権限という管理会計研究にとって非常に重要な

論点にて関連が予想きれるため，今後の重要な検討課題である．最後に，本稿で推定されたモ

デルの決定係数は決して高いものではなく，改善の余地がある． どのような要因が業績管理構

築に影響を及ぼすのかは管理会計研究にとっての基本的課題であるので，影響力の大きな要因

を探索する必要があるだろう．管理実践により直接的に関連していると考えられるのが，個人

の認知概念である心理的距離である．設計や利用方法の決定に最も関連する意思決定者の特定

など，心理的距離を加味した分析モデルを構築する必要があろう．

謝辞

本稿の作成にあたっては，お二人の匿名レフェリーの先生方から丁寧かつ有益なコメントを

頂いた． ここに記して感謝を申し上げる次第である．勿論，本稿にありうべき誤謬は全て筆者

の責任に帰するものである． なお，本稿はJSPS科研費26285104の助成を得て行われた研究成

果の一部である．

注

’海外子会社の経営陣に対する報酬戦略と海外子会社の一般従業員への報酬戦略とでは，主

体となる管理者が異なると考えられる．一般的に，子会社の経営者・役員の人事権を親会

社を保持していたとしても，一般従業員の人事は子会社が決定するケースが圧倒的に多い

（伊藤他， 1997)．

2Gong(2003)は，文化的距離によって情報非対称性が大きくなると, PCNの派遣による文化

的なコントロールに依存するようになることを実証している．

3昨今の対外直接投資の特徴として，業種や企業規模などの面での広がりが観察されている

ので（経済産業省, 2012),東洋経済新報社の海外進出企業データベースに掲載きれる全企

業を調査対象としたダイヤモンド社のデータベースは，部署名，個人名，質問票送付先
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の確定に利用した． なお，海外事業関連部署が複数ある場合には，その全てに質問票を送

付した． このデータベースで部署・個人名が特定できなかった企業には，海外事業担当者

様宛で質問票を送付（住所は本社宛） した．

4PM4に関しては，天井効果が観察されたために，当初から分析に組み込まなかったまた，

モデルの適合度がやや低かったために,修正指数を参考に2組(PM2とPM5,PM5とPM6)

の誤差変数間に共分散を設定した．表3は， この設定を置いた結果を示している． また，

構造方程式の推定の際にも， この設定を置いている。

5たとえば，ベルギー， カナダ， スイスなどは国名のデータに加えて， 「国名+French」とい

う形でのデータも示されている． こうした場合，国名のデータのみを残し，その他は分析

から除外した．

6HCN群とPCN群の群間で各距離変数の値の平均値に差があるのか検証したところ, 4次

元の文化的距離政治的距離，経済的距離にて, PCN群の平均値が高い方向で統計的有意

差が観察きれた． しかしながら，いずれも効果量は非常に低く，実質的な差はほとんどな

かったと言える．

7MerchantandVanderStede(2012)の指摘する人的コントロールは，人の選別と配置，訓練’

職務設計と必要な資源提供という3つの手段から構成されている． なお，彼らは，文化的

あるいは人的なコントロールは，負の影響が少ないことや現金支出コストが相対的に低い

ことから最初に適用を検討すべきコントロールであると指摘している．

8海外子会社社長による調整効果についての分析結果は，管理会計研究のみならず，国際事

業研究に対しても示唆的である． というのは， 日本の多国籍企業による海外市場参入モー

ドの選択に関する実証研究では，文化的距離の有意な影響は観察されていない(Drogendijk

andSlangen,2006を参照).すなわち， この結果には海外子会社社長の配置が関連している
のかもしれない． たとえば， グリーンフィールド投資なのか買収なのか，あるいは完全所

有なのかジョイントベンチャーなのかといった参入に関連した意思決定は，子会社社長人

事とともに考慮される事項であろう．参入モード選択に関する研究でも，社長人事の国籍

を加味した分析が新たな知見をもたらす可能性があるだろう．
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経営者の開示戦略が投資家の情報獲得行動

および企業価値に与える影響

山口貴史

＜論文要旨＞

近年，経営者は企業価値を高めることを目的として情報開示を行う傾向にある． しかし， なかには情報

を開示しない経営者も少なからず存在する． このような経営者の情報開示戦略について製品市場において

は議論されてきたが，資本市場においては， どのような状況で経営者が情報を非開示にするかについて議

論きれつくされているとはいえない．本稿においては， 資本市場においてさまざまな情報を保有する経営

者の情報開示戦略について企業価値の観点から理論モデルを用いて分析することを目的とする．特に，企

業価値を最大化するための経営者の投資活動に焦点を当てた上で，複数の情報および投資家の情報獲得行

動を考慮し経営者の情報開示戦略を検討する．本稿においては，経営者が自発的開示を行う状況を示す一

方で，経営者が情報を自発的に開示しない状況があることを併せて明らかにした． この結果は，投資家の

情報獲得行動が要因となっている．経営者が自発的開示を行わないとき，投資家は情報を観察することで

市場参加者に対し情報優位に立つことができるので情報獲得インセンテイブがあり， そのことによって企

業価値の増加につながる．

＜キーワード＞

開示，企業価値，資本市場情報獲得，投資

TheEMCts㎡ManagerSDisclosureStrategieson亘nvestors9

Infbrmation-AcquisitionBehaviorandFirmValue

TakafUmYamaguchi
Abstract

Recently,managershavetendedtodiscloseinfOrmationtoincrease伽nvalue.Howevel;therearemanagerswho

donotdiscloseinfblmation・Thesemanagers' infbnnation-disclosurestrategiesal℃debatedintheproductmarket.

Incontrast, thesimationwheIemanagersdonotdiscloseinfbnnationinthecapitalmarketisnotdebated. Inthis

study, Ianalyticallyinvestigatetheinmnnation-disclosurestl･ategiesfbrmanagerswhohaveaccesstotwotypesof

infbnnation,fiomtheviewpointoffimlvalue.EspeciallyjIfbcusonmanagers'investmenttomaximizefinnvalue.In

additiontothislexannemanagers' infonnationdisclosurestrategiesconsideringseveralsouI℃esofmfbnnationand

investors' infbrmation-acquisitionbehavioIzThisstudypresentsthesimationwheI℃themanagerchoosesvoluntary
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acquisitionbehavioIMIfthemanagerchoosesnon-disclosure, investorscangainanadvantageovermaIketpalticipants
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1． はじめに

近年，経営者は企業価値を高めることを目的として市場に向けて自発的に情報を開示する傾

向にある． しかし， なかには自身の保有する情報を開示しない経営者も少なからず存在する．

このような経営者の開示戦略について製品市場においては古くから議論されてきた．例えば，

製品市場の中でも複占市場のような競争的市場においては，相手企業が存在するため経営者の

自発的開示により利潤が下がる恐れがあり，経営者が情報を非開示とするケースが生じること

が報告きれている(Darrough,1993).その一方で資本市場においては， どのような状況で経営
者が情報を非開示とするかについて議論されつくしているとはいえない．

本稿は，資本市場におけるざまざまな情報を保有する経営者の情報開示戦略について，企業

価値の観点から理論モデルを用いて分析することを目的とする．企業はプレスリリース， アナ

リスト ・ ミーティング， カンファレンス・コールおよびインターネットサイトなどを通して，

資本市場で情報を自発的に開示している(Einhom,2007). この動機としては，経営者は情報を

自発的に開示することで，企業価値に関する投資家の期待を高め，企業価値を最大化すること

があげられる．実際，経営者による情報の自発的開示が資本コストの減少や株式の流動性の改

善を通して企業価値を高めるという点に関してはすでに多くの実証研究によって証拠が提示さ

れている(HealyandPalepu,2001,section5およびBeyereta1.,2010,section3などを参照).企業

価値の向上は経営者の使命とされているため，経営者の情報開示戦略を考察するときに企業価

値に焦点を当てて分析することは極めて自然なことといえる．そこで，株価の最大化を扱った

既存の数多くの先行研究とは異なり，本稿は，企業価値を最大化するための経営者の投資活動

に対し，情報開示が与える影響に焦点を当てる． また本稿と同様に企業価値を扱った文献であ

るDyeandS竝曲ar(2008)に対し， より現実的な問題を扱うために経営者が保有する複数情報お

よび投資家の情報獲得行動といった要素をモデルに組み込んでいる．

一般的に経営者は複数の情報を保有しているが，その情報を全て開示することはないと考え

られる．本稿においては，複数情報として，経営者が常に非開示にする機密情報および経営者

が開示するかどうかを選択することができる自発的開示情報を想定し，経営者の情報開示戦略

を検討している． たとえば社会的責任報告書や知的財産報告書といった書類を公開している企

業はまだ少ない（伊藤， 2006）が， このような自発的開示情報は，企業の機密情報と関連して

いる可能性があるので，開示すべきか非開示にすべきかについて結論を出すのが難しいと思わ

れる．

加えて市場においては開示されていない情報を投資意思決定に利用するために時間や資金

をかけて獲得する投資家が存在する. Lun曲olm(1991)は，開示が要求される内容が変化すれ

ば， このような投資家の情報獲得インセンテイブは変化するかもしれないと述べている．経営

者が情報を自発的に開示するか否かで開示されている情報内容が異なることとなるので，投資

家の情報獲得インセンテイブが経営者の開示の選択に影響を受け変化することは十分に考えら
れる．

本稿と関連した主要な先行研究については表1にまとめている． まず，開示研究を扱った初

期の代表的な研究として,Wrrecchia(1983)およびDye(1985)があげられる．彼らの研究は経

営者の自発的開示を内生化することに焦点を当てていた．続いて,KimandVerrecchia(1994)お

よびDye(1998)は，資本市場における経営者の自発的開示を内生化した上で，情報開示が株価
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表1先行研究と本論文の位置づけ

に与える影響について，投資家の情報獲得行動を考慮して分析している． しかし，開示される

情報が一種類であると仮定しているため，複数の情報が存在することによる情報間の相互作用

の影響については検討できていない． この点についてLuo(2001)およびEinhom(2007)は，複

数の情報が存在することを仮定し，経営者が一部の情報の開示を選択した場合，つまり経営者

の自発的開示の選択が株価に与える影響を分析している． しかしながら投資家の情報獲得行動

については考慮していない． さらに, Diamond(1985), Bushman(1991)およびLmdholm(1991)

は，複数の情報の一部が開示されることにより情報内容が市場に伝達されるケースにおける株

価を，投資家の情報獲得活動を加味して検討しているが，経営者の自発的開示は内生化されて

いない．以上の先行研究は，経営者の目的関数として株価を扱い，経営者の情報開示戦略，複

数情報，投資家の情報獲得行動といった問題について分析している．

本稿は， これら先行研究とは異なり複数情報および投資家の情報獲得行動を考慮に入れて，

経営者の開示意思決定を株価の最大化ではなく企業価値の最大化という視点から分析してい

る．本稿と同様に，企業価値に焦点を当てた文献としてDyeandS面曲ar(2008)がある．彼ら

は，経営者に企業特有の情報を報告させる「柔軟な」会計基準下における企業価値と企業特有

の情報を報告させない「厳格な」会計基準下における企業価値を比較している． したがって経

営者の情報開示戦略，複数情報投資家の情報獲得行動を扱っている本稿とは異なる視点から

企業価値を議論している．

本稿では，経営者が情報を自発的に開示するケースと非開示にするケースを比較することに

より，経営者が自発的開示を行う状況を示す一方で，経営者が情報を非開示にする状況もある

ことを明らかにした． この要因は，投資家の情報獲得行動にある．情報を非開示にするとき，

投資家は情報を観察することで市場参加者に対し情報優位に立つことができるので，情報を獲

得するインセンテイブがあり期待利得が増える． このとき市場価値が取引価値を反映すること

は，経営者の投資を効率的にし企業価値の増加を導く． このように経営者の情報開示戦略に応

じて，投資家が情報獲得のために行動し，市場価値や経営者の投資を通して，最終的に企業価

値が影響を受けるといったプロセスを経ている．

本稿の構成は以下のようである．第2節では，モデルの設定について説明する．第3節では

均衡の導出過程で得られる非開示戦略および自発的開示戦略それぞれの特徴を，続く第4節に

おいて，経営者にとって開示，非開示いずれの情報開示戦略を行うことが企業価値の最大化に

25

自発的開示(内生化） 経徹者の間的 情報麹得 複数情報

恥rr“hia(1983）

Dye(1985）
○ 株価の殿大化 × ×

Kim”。脆『r“ch畑（1”4）

Dye(1”8）
○ 株価の蛾大化 ○ ×

L“(2001）

Einhwn(2007）
○ 株佃iの股火化 × ○

Diamond(1985）

Bushman（1”1）

Lundh⑥1m（1”I）

× 株価の股大化 ○ ○

DycandSridh圏r(2008） × 企業価値の殿大化 × ×

本論文 ○ 企業価1Kの賭大化 ○ ○
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つながるかについて明らかにする． まとめと今後の展望については最後の第5節で簡潔に行わ

れる．

Z. モデル

本稿は， さまざまな情報を保有する経営者の情報開示戦略について，投資家の情報獲得行

動を加味して企業価値の観点から分析することを目的としている．本稿の資本市場の設定は

Kyle(1985)に依拠しているが, Kyle(1985)では検討きれていない投資家の情報獲得行動をモ

デルに組み込み， また取引価値に関する複数の情報の存在を仮定している1. さらに, Dyeand

Sn曲ar(2008)に依拠して，経営者による情報開示に関するこれまでの理論的研究では扱われて

いない経営者の投資行動および企業価値を織り込んだモデルとなっている．

以下では， まず資本市場の設定について説明し，その後投資家の情報獲得行動，企業価値の

設定および企業価値を最大化する経営者の投資水準の選択について説明する． リスク中立的な

情報トレーダー， ノイズトレーダー， リスク中立的なマーケットメーカーおよび経営者が存在

する資本市場を考える2．企業は日々， ざまざまな取引を行っており， それらの各取引におい

て価値が生み出されていると考えることができる．企業の取引活動によって生じる価値はvで

あらわされ， これを取引価値と呼ぶこととする．企業が行うざまざまな取引についてマーケッ

トメーカーは市場価値腕を設定し，市場価値をもとにして企業価値vが形成される3．

取引価値の確率変数fは平均“，分散ofの正規分布に従うと仮定する．資本市場において
情報トレーダーとノイズトレーダーは注文を出し，マーケットメーカーが市場価値を決定す

る．情報トレーダーの取引量はxとし， ノイズトレーダーの取引量はあとする4． ここで〃は，

平均0,分散ofの正規分布に従うものとする． これらの注文量の合計はジ=x+"であり，マー

ケットメーカーはこの注文量合計の実現値であるyを観察する．マーケットメーカーは経営者

が開示した情報および実現した注文量合計を利用して取引価値を観察し，市場価値を設定す

る5． ここで，モデルの簡単化のためにマーケットメーカーは，企業の取引の合計というより

企業の個々の取引を観察し，市場価値を設定するとの仮定をおいている． というのも，経営者

が企業価値を最大化するために行う投資は， どのようにマーケットメーカーが各取引を観察

し，市場価値を設定するかについての経営者の予測に依存しているからである．

企業の経営者は，取引価値の実現値vを観察し，取引価値に関する2種類の情報，経営者が

常に非開示にする情報である31および経営者が開示するかどうかを選択することができる情

報魂を作成し，魂を開示するかどうかを決定するこの設定により，経営者が保有するさま
ざまな情報を全て非開示にするわけではなく，一部の情報を自発的に開示することがあるとい

う状況を分析する． また現実において経営者はさまざまな情報を保有しているがモデルの簡単

化のために2種類の情報のみ保有すると仮定している列は平均0で分散ofの正規分布に，
魂は平均0で分散ofの正規分布にそれぞれ従うものとする6 これらの情報と取引価値との
間には相関があり，相関係数をそれぞれpsl,,およびp,2vとあらわす. psl,,およびp,2vは，そ

れぞれ0<psly<1,0<ps2,,<1の範囲をとるものとする7. psivが高いとき, 31は取引価値に
関する情報内容を多く含んでいることを意味し，逆に低いとき，取引価値に関する情報内容を

あまり含まないことを意味する. ps2,,についても同様である．加えて, 2つの情報の問には正
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の相関が存在し相関係数をp3132とあらわす. psls2は, 0<psls2<1の範囲をとるものとする．

psls2が高いときは, 2種類の情報内容に共通する部分が多いことを意味し，逆に低いときは，

2種類の情報内容に共通部分が少ないことを意味する． つまりpsls2が高い場合には一方の情
報を観察することで他方の情報内容についてもある程度まで予測することが可能になるのに対

し，低い場合には片方の情報を観察してももう片方の情報内容を予測することは困難である．

ここでpslv,ps2vおよびpsls2は経営者，情報トレーダーともに観察可能であることを仮定する．

一方で情報トレーダーは，私的に取引価値に関する2種類の情報SlおよびS2を獲得する．

§,および功はそれぞれ平均0で分散1の標準正規分布に従うものとする8． ここで, Slおよび

S2と取引価値との間には相関があり，それぞれ略,vおよび聡2Vとあらわす. rrlyおよび恥2yは，

それぞれ0<rFlv<1,0<rs2v<1の範囲をとるものとする. rFl,,が高いということは, Slが取

引価値に関する情報内容を多く含むことを意味し，逆に低いときは，取引価値に関する情報内

容をあまり含まないことを意味する. rr2,,についても同様である．加えて, 2つの情報の間に

は正の相関が存在し，相関係数を吟ls2とあらわす. rFls2は, 0<rsls2<1の範囲をとるものと

する． ここで庵lv,Fr2ﾚおよびMs2は経営者，情報トレーダーともに観察可能であることを仮

定する． また情報トレーダーがコストを掛けて情報を獲得するとき，経営者が保有する情報以

上の精度を持つ情報を獲得できることを仮定する．つまりSlおよびS2は31および鎧以上の
精度の情報で恥lv≧psl,,およびrs2v≧ps2vである．

本稿では， まず第3.l節において経営者が31および§&をともに開示せず,情報トレーダー
がSIおよびS2を獲得する非開示戦略のケースを検討し，第3.2節においては， 罰は非開示の

ケースと同様に開示されないが, S&は開示ざれ情報トレーダーのみならず，マーケットメー
カーも観察することが可能となる自発的開示のケースを検討する． 自発的開示のケースにおい

て情報トレーダーはSlおよびs&をもとに意思決定をする．
非開示のケースにおける情報トレーダーの効用は次のようである． なお記号の右下の"dは

非開示を示す添字である．

【ﾙ,d=E!"1-clnd(el)-c2"d(e2")･ (1)

ここで, [zE{h,I}とする．効用は, (1)式のように情報トレーダーが資本市場の取引から得

る利得7gzdの期待値EIjihd]から情報獲得のためのコストc,"d(e,)およびC2,md(e2Q)を控除した

形であらわされている． ここで，資本市場の取引から得られる利得7Uzdとは具体的には取引価

値と市場価値の差に注文量を乗じたものであり, 7znd=(v-"znd)x"dである．
情報獲得のため情報トレーダーが行う努力を内生化する．情報トレーダーは，経営者

が開示するかどうかを選択することができる情報鼈に関するより内容が多い情報を獲
得する努力を行い，努力水準が高くなるとS2と取引価値との相関が高くなると仮定する

(rl2v=eZ(z=e2h=e2J+e)9･ このとき, 31およびS2の間の相関係数である恥ls2も増加する

(rlls2=rl2@m=712h)'0･逆に，努力水準が低くなるとS2と取引価値との相関は低くなると

仮定する("s2v=e2cm=e2I)･ このとき, S1および82の間の相関係数である剛s2も減少する

(乃1s2=rl2@z=rl2J)･ またsiは経営者が常に非開示にする情報であり’情報トレーダーの努力
水準は外生的に定まり府ly=elとなることを仮定する．情報獲得コストは以下のように設定

する．

｛償鰄三三二“ ｛”c,nd(e,)=Cl"d,c2"CJ(e2@m)=
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情報獲得コストは，情報トレーダーが高い努力水準を選択すると, c2"d(e2")=k2ndeとなり，

低い努力水準を選択するとコストはC2"d(e2/)=0になると仮定する・ ここでた2"dはコスト関

数を具体化するパラメータであり，正である．一方で, 81に関する努力水準とコストは外生的

に決定され， またコストが十分に小さいことを仮定するll.

以上のような資本市場における投資家の取引の前に，経営者は企業価値吻の期待値を最大

化するように投資4ldを選択する12.本稿のモデルは，一期間のモデルを想定しており投資の

効果は投資を行った期に実現する．企業の取引量をq〃とし，取引量の期待値は21/7兎になる

と仮定する13.市場価値腕"dに取引量を乗じた値から，投資額を差し引いたものを企業価値と

呼ぶ． よって，企業価値吻の期待値は次のようになる．

2，/堀×E(腕"dlv}一ら｡． （3）

一方で自発的開示のケースにおいて経営者はsiを開示する．そのため情報トレーダーは82
を獲得するための努力を行わず, Slおよびs&をもとに意思決定を行う．効用は以下のように
なる． なお記号の右下のdは開示を示す添字である．

[/II=El瑚一c,d(e,). (4)

ここで, s&は経営者が開示する情報なので，情報トレーダーはコストなしでs&を入手でき
ることを仮定する． また自発的開示のケースにおいて企業価値は非開示のケースと同様に導か

れる．

モデルのタイムラインは以下のようである．

①経営者は，私的に取引価値の実現値vを観察し, Vに関する情報31および鎧を作成し，
s&を開示するかどうかを決定する．

②経営者は取引価値の実現値であるvをもとに企業価値vを最大化するような投資Iを

行う．

③開示を選択した場合,経営者はsiを開示する．
④経営者が非開示を選択したケースにおいて情報トレーダーはS2に関する情報を獲得す

るため高い水準の努力を行うか低い水準の努力を行うかを決定し, SIおよびS2を獲得

する．一方で経営者が自発的開示を選択したケースにおいて情報トレーダーはSlおよ

び経営者が開示したs&を獲得する･ Slの獲得に関しては両ケースともに一定水準の努
力を行う．

⑤情報トレーダーは，獲得した情報をもとに注文量xを決定し， ノイズトレーダーに関し

ては注文量〃が正規分布に従い決まる．

⑥マーケットメーカーは, siが開示されていない場合，合計の注文量の実現値yを利用し
て市場価値碗を設定する(s&が開示されている場合,合計の注文量の実現値yおよび経
営者が開示したs&をもとに腕を設定する)．

⑦不確実性が解消して企業価値vが実現する．
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3． 開示戦略の特徴

本節においては均衡の導出過程で得られる経営者の開示戦略の特徴を分析する． ここでいう

開示戦略とは非開示戦略もしくは自発的開示戦略である． なお，計算結果の詳細については

(以降の命題も同様に)Appendixに記載する．

3.1非開示戦略の特徴

経営者が非開示戦略を選択したとき31および鎧はともに開示されず，情報トレーダーは
3lおよびS2を獲得する． また，情報トレーダーはマーケットメーカーが設定する市場価値

碗"d(y"d)について, '力"d(ynd)という線形戦略を持つと仮定し，マーケットメーカーは情報ト

レーダーが決定する注文量期d(s1,s2)について， 戈"fi(s1,s2)という線形戦略を持つと仮定して

いる（具体的な数式についてはAppendixを参照のこと). ここで記号上部のへは予測を示して
いる．

経営者が非開示戦略を選択したケースにおける情報トレーダーの注文量，市場価値，情報ト

レーダーの期待利得，投資および企業価値は，それぞれ次のようである．

命題1(情報トレーダーの注文量，市場価値，情報トレーダーの期待利得，投資，企業価値）

－ 一 (e'-e2.rl2Q)sl+(e2a-e''･'2q)s2 ，唇、
(5)XM=Oij ソ

('一'壷α){el+e;"-2ele2"'I2"}

ef+e;｡-2e,e2α'12‘
""‘=似十急 (6)y"dッ

'-rf2"

ef+e;"_2ele2"rl2｡E[jihdl=g"
2

(7)
'-r:2@,

ソ

2

ト+(柵"壹駕苧ﾙｰ似1 ,1
j@d=

｛典謡著"伽’ ｝I/I,d="2+

(8)

(9)

(5)式で示される情報トレーダーの注文量x"dは, S1およびS2に依存していることがわかる．

またelに着目すると，情報トレーダーの81獲得へ向ける努力水準（以下, Slに関する努力水

準という）が高い場合，情報トレーダーがSlについて分析し取引価値に関する内容が多い情

報を獲得しており， このとき情報トレーダーはS2よりもS1を利用することで注文量を決定す

るようになる． 同様に情報トレーダーのS2に関する努力水準が高い場合，情報トレーダーは

8iよりもS2を利用することで注文量を決定するようになる．

(6)式の均衡におけるマーケットメーカーの設定する市場価値加耐は，合計の注文量y"dに

依存することがわかる． この畑"dは，第一項目の市場価値の期待値に第二項目を加えた形式で

あらわされている， この第二項目は，取引価値に関する内容が多い情報の獲得により生じるプ

レミアム部分であり，取引価値に関する内容が多い情報の獲得により，合計の注文量y"dの係
数が大きくなる．
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(7)式であらわされる情報トレーダーの期待利得が増加すると， (6)式の市場価値はy"dによ

り依存するようになるとわかる． これは，マーケットメーカーが情報トレーダーの期待利得を

考慮に入れたうえで市場価値を設定していることを端的に表している．

経営者の投資をあらわす(8)式角括弧内および企業価値を示す(9)式の第二項は， (6)式の第

二項および(7)式と類似の形であらわされている．理由は，情報トレーダーの期待利得が増加

すると，マーケットメーカーが期待利得の増加を読み取り市場価値が注文量に依存し， (6)式

の第二項目に投資が直接的に反映される形となるので，投資が効率的となり企業価値が増加す

るからである．

3.2 自発的開示戦略の特徴

次に，経営者が自発的開示戦略を選択したケースを分析する．非開示戦略のケースに対し，

一部の情報が開示きれるという点が異なる．モデル上では, S&を経営者が開示するものとして
企業価値を導出する． このとき, siは情報トレーダーのみならずマーケットメーカーも観察し
分析することが可能となることに注意する． また，情報トレーダーはマーケットメーカーが設

定する市場価値"'d(y@I,si)について,"d(yd,s&)という線形戦略を持つと仮定し，マーケット
メーカーは情報トレーダーが決定する注文量珈(s',si)について, fd(sI ,si)という線形戦略を
持つと仮定している（具体的な数式についてはAppendixを参照のこと).
経営者が自発的開示戦略を選択したケースにおける情報トレーダーの注文量，市場価値，

情報トレーダーの期待利得，投資および企業価値は，それぞれ以下のようである'4． ここで，

pl,s2はS1とsiの間の相関係数をあらわし, 0<pl,s2<1の範囲をとることおよびp;,s2につい
て経営者，情報トレーダーともに観察可能であることを仮定する．導出された注文量，および

市場価値に関する結果はLuo(2001),石椛(2011)と首尾一貫するものである．

命題2(情報トレーダーの注文量，市場価値，情報トレーダーの期待利得，投資，企業価値）

oi! _ ol!p{is2 s&
(10)

鞠=v両蚕豆'|~r雨の'

咄f=z),'~=,vF雨20i,

(11)"2d="+

el-Ps2wp<ls2″
ぴ

２

⑱
一
一１胸Ｅ (12)

ゾI苣砺’
2

114+{I｡"'I;肯鶚-pんル叫 ｡”ノ"=

2

1{"…鵠芽ﾙ'制 ｡｡助＝似2＋

（10)式で示きれる情報トレーダーの注文量期は, S1および＄&に依存しているが， ここでは
sfの係数はマイナスになっている．非開示のケースと異なり, Siが開示きれていることがその
理由である． 自発的開示のケースにおいてはマーケットメーカーもs6を観察でき，情報トレー
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グーはs&に関してマーケットメーカーとの間に情報の非対称性がないことからsfから利益を
得ることができないので情報獲得インセンテイブがない． ざらに，情報同士の相関p;,s2が高

いと, S&の係数は大きくなる．マーケットメーカーは開示情報であるsiを観察することで, S1
の内容についてある程度まで予測できるようになるので情報トレーダーは注文量を減らす．

(11)式の均衡におけるマーケットメーカーの設定する市場価値mdは，合計の注文量〃とsム

に依存することがわかる． この碗dは，第一項目の取引価値の期待値に第二項目，第三項目を

加えた形式であらわされる． まず，第二項目は，内容が多い情報により生じるプレミアム部分

であり，情報トレーダーが取引価値に関する情報を獲得することにより合計の注文量ydの係

数が大きくなることを意味する． 同様に，第三項目はs&の開示により生じるプレミアム部分
であり，マーケットメーカーは非開示のケースと異なり, Siを観察することが可能なので，直
接的な形で市場価値に反映されている．

情報トレーダーの期待利得を示す(12)式は， （11)式の第二項目と似たような形式であらわさ

れている． これは，マーケットメーカーが情報トレーダーの期待利得を読み取って市場価値を

設定していることを端的に表している． また(11)式の第二項目と(13)式, (14)式を比較するこ

とで，情報トレーダーの期待利得が高いとき，市場価値が注文量に依存し, (11)式の第二項目

に投資が反映ざれる形となるので，投資が効率的となり企業価値が増加する．

4．均衡における情報開示戦略

本節では，経営者が非開示戦略を選択したケースおよび自発的開示戦略を選択したケースの

企業価値を比較することで均衡における情報開示戦略を導く．比較に先立って，情報獲得のた

め情報トレーダーが行う努力水準の選択について検討する．

情報トレーダーが行うS2に関する努力水準が高い場合と低い場合の二パターンあると仮定

し，情報トレーダーは事前に自身の効用を最大化するために， どちらの努力水準を選択するの

かについて検討する. KsIs2≧ps2,,を仮定していることから，情報トレーダーが努力水準を選択

すると，経営者が‘&を開示したケースより取引価値について理解することができる．つまり，
比較にあたり非開示のケースにおいて情報トレーダーが選択する努力水準はe2">e2ﾉ≧ps2,,と
なる．

非開示のケースにおいて情報トレーダーの行う努力水準が無差別になる境界値A2"dは，次の
ようにあらわされる．

（ ）
e;+(e2!+e)2_2e,(e2!+g)r,2" ef+e;I-2e,e2Ir,2!助

ｅ
ｍ
２

－
－

ｄ″＆ (15)一

'-"f2" 1－'f21

コスト関数にかかる係数であるル2〃が煙"。より小さいとき情報トレーダーはS2に関する高

い努力水準e2ルを行うことによって情報を獲得する一方で, k2"dがA2"。より大きいとき情報ト

レーダーは低い努力水準e2/で情報を獲得する． このことは，情報獲得コストが高すぎると，

コストをかけて情報を獲得する情報トレーダーのインセンティブがなくなることを示してい

る．情報トレーダーの努力水準の選択に関する以下の補題が導かれる．
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補題1(情報トレーダーの努力水準の選択）

(1)＆"d<k2"dのとき，情報トレーダーはS2に関する低い努力水準e2/を選択する．

(2) L2"d≧k2"dのとき，情報トレーダーは非開示のケースにおいてS2に関する高い努力水

準e2hを選択する，

k2"dがと2"。より大きいとき，情報トレーダーは, e2Iを選択する. k2"dが大きいことは情報
獲得コストが大きいことを意味し， このときコストのかかる情報を獲得する情報トレーダーの

インセンティブはない．

k加がと2"d以下のとき情報トレーダーはe2Aを選択する・非開示のケースでは'魂が開示き
れていないので情報トレーダーは, S2を観察することでマーケットメーカーに対し情報優位に

立つことができる． よって高い努力水準が選択される．

補題1の情報トレーダーの選択する努力水準に留意して，経営者が情報を非開示にするケー

スにおいて形成きれる企業価値と，経営者が一方の情報を自発的に開示するケースにおいて形

成される企業価値を比較することにより，次の命題が得られる．

命題3(企業価値の比較）

(1) A2"d<脆加のとき，経営者は自発的開示を選択することもある．そのための十分条件
（の一つ）は，

①低い努力水準e2/がps2,,より大きく，

②e! (rl2I-p;1s2)≧e2/-ps2v'ps2vrl2I≧e2!plls21 1-r;2!三r;2I('一晩2)さらに’
③そのp;,s2の水準が島と警の小さいほうより小言い
（2） ム2"d≧k加のとき，経営者は非開示を選択することもある．そのための十分条件（の一

つ）は，

①高い努力水準e2hがps2vより大きく’かつ’

②e2A_ps2v(2_pli,2)>2el('12ﾙｰp;,s2)>0, ざらに，

③p;,s2の水準が岩と等の小ざいほうより小言い．
k2"dがと2"。より大きいとき’情報トレーダーはe2ﾉを選択する．経営者が自発的開示を選択

するとき，マーケットメーカーは$&を観察することで取引価値についてより正確に観察でき
るようになる． よって，情報トレーダーには， コストをかけてS2を獲得しようとするインセン

ティブがなく，情報獲得のための努力水準を引き下げる．努力水準が減少したとき，取引価値

に関するS2の内容は少なくなり，注文量の合計に含まれる情報内容が減少する． よって’市場

価値は注文量にあまり依存せず決定きれる．その結果，取引価値と市場価値が乖離し，投資が

非効率になり企業価値が低くなることがある●命題3(1)①および③の条件に注意する必要は

あるが，命題3(1)②の条件から，特にelがある程度大きく, e2/が小きくps2vの水準に近いと

き，情報トレーダーにとってS2を獲得するインセンテイブはなく命題3(1)が成立することが
わかる15．

またk2JIdが＆"｡以下のとき情報トレーダーは, 22hを選択する．経営者が非開示を選択す

るとき，マーケットメーカーはy"dのみを観察して市場価値を設定する． そのため情報トレー

ダーは, S2に関するマーケットメーカーとの情報の非対称性から利益を得ることができるの

で， コストをかけてS2を獲得しようとするインセンティブがあり，情報獲得のための努力水

準を引き上げる．努力水準が増加したとき，取引価値に関するS2の内容は多くなり，注文量の
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合計に含まれる情報内容が増加する． よって，市場価値は注文量に依存して決定きれる．その

結果，取引価値に市場価値が近づき，投資が効率的になり企業価値が高くなることがある．命

題3(2)①および③の条件に注意する必要はあるが，命題3(2)②の条件からe2hがある程度大

きいとき，つまり情報トレーダーが高い努力水準を選択するとS2についての内容が多い情報

を獲得できる状況において命題3(2)が成立する16.

S、 まとめ

本稿においては，投資家の情報獲得行動を考慮して， さまざまな情報を保有する経営者の情

報開示戦略について，企業価値の観点から理論モデルを用いて分析した．投資家が低い努力水

準を選択すると，取引価値についての内容が十分に獲得できないとき，投資家は情報を観察す

ることで市場参加者に対し情報優位に立つことができないので情報を獲得するインセンテイブ

がない． よって注文量の合計に含まれる取引価値に関する情報内容が減少する．結果として取

引価値から市場価値が乖離し，経営者の投資が非効率になり企業価値が低くなる． このこと

は，経営者が投資家にとって入手困難な情報についてIR等を通じて積極的に開示する状況を

示していると思われる．その一方で，経営者が情報を非開示にしても，投資家が高い努力水準

を選択すると取引価値についての内容が多い情報を獲得できるような状況では，投資家は情報

を観察することで市場参加者に対し情報優位に立つことができるので情報を獲得するインセン

テイブがある． このとき注文量の合計に含まれる取引価値に関する情報内容が増加する．その

結果，取引価値に市場価値が近づき，経営者の投資が効率的になり企業価値が高くなる．今後

の課題としては，本稿のモデルは情報獲得のために情報トレーダーが行う努力水準を高いもし

くは低いいずれかであると仮定したが，努力水準の連続性を仮定することで情報トレーダーの

戦略についてより精徹な分析が可能になるであろう． また，経営者が作成する情報を外生変数

とした本稿のモデルに対して，経営者が情報の質を決定するといった自発的開示のより現実的

な状況を想定し，情報の精度を内生化することによって，新たな知見が得られる可能性も十分

にある．
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Appendix

A・非開示戦略

本節では，経営者が非開示を選択したケースにおける均衡を導出する．非開示のケースで

は，経営者は私的情報である51および§&をともに開示せず，情報トレーダーはSlおよびS2
を獲得する． まず，均衡における市場価値および情報トレーダーの期待利得を導出する．ゲー

ム理論で一般的に用いられるバックワード・インダクションを用い， タイムラインを後ろから

解くことで，本稿のモデルにおける均衡を導出する． なおバックワード・インダクションにつ

いての説明はGibbons(1992)に詳しく述べられている．非開示戦略を選択したときの均衡を以

下に定義する．

1． 任意のslERおよびs2ERについてx"d(sl,s2)=argmaxx,,dEI('一歳"d)"dls',s21である．

2． 任意の川ERについて，恥"d(y"d)=E{fly"d=Z,d+""d}である．

3． 任意のy"dER,sIERおよびs2ERについて, f""=.x"CIおよび鋤"d==畑"dである．

均衡についてはKyle(1985)に依拠している．

情報トレーダーはm"ff(ynd)について，マーケットメーカーはx"di(s',s2)について，それぞれ
次のような線形戦略であると予測する．

"""(y"d)="+d"〃"d9 (A.1)

Ziff(s1,s2)=6'"ds'+β加S2･ (A.2)

ここで伽,8，"｡およびβ伽はそれぞれ定数である．情報トレーダーは取得した情報を観察
した上で， 自身の利得を最大化するように意思決定を行う．情報トレーダーの利得巧,dは，次

のようにあらわされる．

7zhd=EI(f－満"d)xMIs1,s21=(E{'1s1,321-似一α"dxM)xj,d. (A.3)

情報トレーダーは，単位当たり市場価値腕"dで取引し，最終的に単位当たりyを受け取るの

で, (v－""cI)が単位当たりの利得となる． この単位当たりの利得に注文量xMを乗じて求めら

れる情報トレーダーの利得は, (v一加"zI)xi,dになる． よって，情報を観察した後の情報トレー

ダーの期待利得はEI(f一満"d)xMIs',s21となる． ここで，病皿はマーケットメーカーの設定する

市場価値畑"dに対する情報トレーダーの事前の予想をあらわす． なおノイズトレーダーはラン

ダムに取引を行うため，情報トレーダーはシグナルを観察してもノイズトレーダーの注文量を

理解できずE{"|S1,s21=0となる．情報トレーダーが(A.3)式であらわきれる期待利得を最大化

するような注文量x"dを選択すると, X"dは次のように示される． なお二階条件より崎d>0で

ある．

旦迦=E{fl3,,s21－脾－2αhdxM=0. (A.4)
3xM

ここで多変量正規分布の条件付期待値の公式を用いてE{fls',s21について計算し, (A.4)式を
整理すると，情報トレーダーの注文量XMは次のようになる．

x""=2｡MM(E,f"2){('M,-IwM),!+(",-'M'繍加}. (A.5)
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一方，マーケットメーカーは，注文量の合計y"dを観察することで，取引価値を予測し市場

価値を設定する．マーケットメーカーが設定する市場価値は，次のようになる．

”"(ﾙﾙEiflyndl="+脇睾鵠窒Z圭践鶚¥BFy"@'･ (A.6)

合理的期待均衡においては, xMと伽は等しくなる．同様に，碗"。と腕服も一致する． よっ

て, (A.1)式と(A.6)式の係数を比較することでマーケットメーカーの設定する市場価値を，

(A.2)式と(A.5)式の係数を比較することで情報トレーダーの注文量を導出する． なおここで，

",d>0より殉lv-端2,,rrls2>0および殉2v－恥lynls2>0となる．情報トレーダーの注文量およ

び市場価値は以下のようになる．

－ －帖Iv-乃2ハls2)sl+(rs2'一好ll''1sls2)s2 ，ハヮ、
(AXM .7)=Old ツ

(1－'f,s2)(f,v+'f2,－加ハ2"rm's2)

'f,,,+':2!》-2略lハ2ハl‘2
噸"=似十岩 (A.8)y"．

'一壱,‘2

続いて，情報トレーダーの期待利得を導出する. (A.4)式より, E['|sl,s2]="+2",d苑"dが成

立するので， これを(A.3)式に代入して期待値を取ると, EIM=q,idEM=qhd(V上MrIM+
EIM2)となることに注意すると，情報トレーダーの期待利得は，次のようになる．

r:,v+rZ,-2IMハ2vrsls2OVOiJ
EI"1==¥fz

ク
(A.9)

1－名s2

情報トレーダーの努力の内生化を考慮に入れると，効用は期待利得から情報獲得コストを差

し引いたものとなり，次のようになる．

ef+e;"-2ele2"rl2"伽

２

⑱
一
一．酌 -c'M(e')-C2"d(e2q), (A.10)

'-rf2｡

c'"d(e')=CM, (A､ll)

‘加伽-{‘締三二:‘ (A.12)

また，高い努力水準および低い情報努力水準を選択したときの情報トレーダーの効用はそれ

ぞれ次のようである．

ef+(921+e)2~2el(e2!+e)rl2"【み,Zi(e2")=望望
2

-Cl"d－た2"de, (A.13)
'-'･f2h

ef+e;I-2ele2!'12!〔ﾉIid(e2I)=邑竺
2

-Cl"d. (A.14)
'-rf2!

努力水準が無差別になる値を求めるため〔ﾉhd(e2h)から〔ﾉi,d(e2ﾉ)を差し引いて整理する．

（ ）
ef+(e2!+e)2-2e, (e2I+e)r,2" ef+e;!-2e'e2,",2!助

ｅ
例
２

一
一

．″＆ (A.15)一

'-r;2h '-rf2!
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と2"d≧k2"dのとき,情報トレーダーは情報獲得に向けて高い努力水準e2hを選択し,と加<k2"d
のとき，情報トレーダーは情報獲得に向けて低い努力水準e2ﾉを選択する．

また, (A.7)式および(A.8)式を書き換えると，情報トレーダーの注文量および市場価値は次

のようになる．

_ _ (e,-e2｡'･'2")8'+(e2a-e'r'2q)s2 ，ヘ ，産、
(AxM .16)=Ol, フ

('-f2@){ef+電a-2ele2"rl2"}

e:+e;a-2ele2qrl2q
”卿‘=似十急

最後に，企業価値脇を導出する．情斗

量を決定し，その後市場価値が実現する．

最後に，企業価値脇を導出する．情報

(A.l7)y "。。

1-rf2"

トレーダーはS1およびS2を観察することで，注文
量を決定し’その後市場価値が実現する．経営者は，事前に取引価値vをもとに市場価値を予

測する．企業価値の期待値は，次のように求められる．

2､/7雨×El""dlv]-恥｡． (A.18)

2，/7万は取引量の期待値であり，恥dは経営者の行う投資を示す．経営者は企業価値の期待

値を最大化するような投資を行う． まず(A.18)式の最大化問題を解くことによって，投資水準

jzdが導出される．

I+&堯駕壽川似｣r 'A'''jiid=EI""dlvl2=

ここで, (A.18)式に(A､19)式を代入し期待値を取ると，次のようである．

E{2､/7房×E{""dlyl-らd}=E{E[""dlv]2}. (A.20)

上記の式を解くと，企業価値は次のようである．

｛竺滞"伽｣}= {A2!'吻＝〃2＋

B・ 自発的開示のケース

本節では，経営者が自発開示を選択するケースにおける市場均衡を導出する．非開示のケー

スと異なるのは,経営者がs&を開示する点である. siは,情報トレーダーのみならずマーケッ
トメーカーも観察可能である．均衡条件は以下である．

1．任意のslERおよびs6ERについて,"(s1,si)=argmaxx"EI(,一筋d)xtil31,si}である．
2．任意のydERおよびsieRについて, "@d(yd,si)=Elflyd=fti+"dlである．

3．任意のydER,slERおよびsiERについて, fti=xdおよび戒"="@dである．
情報トレーダーは碗d(yd,si)について，マーケットメーカーは期(s1,si)について，それぞ
れ以下のような線形戦略であると予測する．

"id(yd,si)="+a,dyd+a2ds&, (B.l)
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itI(s,,si)=6,ds,+62dsi. (B.2)

ここでd,,i,azd,6,dおよびβ2dはそれぞれ定数である．
非開示のケースと同様に均衡を求めると，情報トレーダーの注文量および市場価値は以下の

ようになる． なお計算途中で, rsIv-Ps2vp<ls2>0およびps2v-聡'vp;,s2>0を仮定している．

ol! _ oi,p;,s2 s&
(B.3)

期=ゾ仁既夛1-v両蚕豆⑱'

oi'('w'!'="｣,+叩卿臺vT言砺20i,

(B.4)"@d="+

情報トレーダーの期待利得についても非開示のケースと同様に導出すると，次のようになる．

rf,,,+pZvp;1,2-2r',vp,2,pl,s2EI"=g (B.5)
'-plfs2

情報トレーダーの効用は，期待利得から情報獲得コストを差し引き，以下のようになる．

〃-竿｡転鶚2-Cld. (B､6)

また(B.3)式および(B.4)式を書き換えると，情報トレーダーの注文量および市場価値は次の

ようになる．

OIJ oi!pl,,2 si
(B.7)

"~VT=M'|~V=厩の'
oi,(e,-ps2vp;,$2)

班+叩心臺 (B.8)"@d="+

2oiVT三万房豆
非開示のケースと同様に，投資水準lliおよび企業価値略を導出すると次のようになる．

2(1－蝋2）〃-|"+k伽〃+2p壷ﾙ'鮎川“｣l､, (B.9)

2(1¥#(｣-"”-似』+F{I…'‘M1』+卿-〃|’ (B.10)

C.非開示のケースと自発的開示のケースの比較

情報獲得のため情報トレーダーが選択する努力水準について検討する．非開示のケースにお

いて情報トレーダーの行う努力水準が無差別になる境界値をあらわす(A.15)式に着目すると

次のようなことが分かる．非開示のケースにおいて, (1)A2),d<k2"dのとき，情報トレーダーは
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低い努力水準e2ﾉを選択する. (2)L2"d≧k2"Cfのとき，情報トレーダーは高い努力水準22hを選
択する．

以上を踏まえて(A.21)式の経営者が非開示を選択するケースにおいて導出きれる企業価値

および(B.10)式の経営者が自発的開示を選択するケースにおいて導出される企業価値を比較す

る． このとき聡lv一恥2vIrls2>0ハ2v一妬lyrsls2>0ハ,v-ps2,,plis2>0およびpl21'-'111vpll$2>0
の条件に注意する．

比較にあたり非開示のケースにおいて情報トレーダーが選択する努力水準はe2h>e2/≧ps2,,

となる．

（1）情報トレーダーが，低い努力水準e2jを選択する場合(と2"d<k2"d).

Mid(e2ﾉ)三崎． (C.1)

(A.21)式および(B.10)式から, (C.1)式を満たす十分条件を検討する. (A.21)式および(B.10)

式の一項目は等しく二項目は正の二乗なので,Mid(e2I)より賄が高くなるための十分条件は以
下のようになる．

ef+e;I-2e,e2!r,2ﾉ<ef+pZv(2-蝋2)-2elPs2vp;1,2 (C.2)●

1－'；21 1－p乱2

(C.2)式は両辺ともに正である．両辺に('-f2I)('-p{:32)を乗じて整理する．十分条件は
次の式を満たせば成立する．

0≦(p'2,,_e,pl,,2)2_(22!_eir,2!)2+plfs2(e;I-p&,)+2elp;ls2'12!(Ps2yri2!~e2!p;ls2)

+pZv('-2'f2!+品ﾉpjfs2). (C.3)

ここで, (C.3)式の右辺第三項目は0以上となるので, (C.l)が成立するための条件は，

e,(',2I-pl,s2)≧e2/-ps2y,ps2vrl2I≧e2!p;,,2,'-rf2!≧存2I(1-pjf"2) (C4)

まとめると, (C.1)式を満たす十分条件は，低い努力水準e2ﾉがp$2,,より大きく, e' (r'2ノー

pl,$2)≧e2I-ps2v, p32vl.1"≧e2IPIis2, 1－rf21≧r;2I('-p;1s2)ざらにp;,$2の水準が島と害
の小さいほうより小さいことである・数値例としてel=0.6,e2ノ=0･3,rl2I=0･3' p;112=0．1,
ps2',=0.2を代入すると，命題3(1)の十分条件を満たし, W,d(e2/)三Vdが成立する．

（2）情報トレーダーが，高い努力水準e2hを選択する場合(A2"Ci≧k2"d).

Ij,d(e2")>Iff. (C.5)

(A.21)式および(B.ll)式から, (C.5)式を満たす十分条件を検討する. (A､21)式および(B.10)

式の一項目は等しく二項目は正の二乗なので, MId(e2h)が略より高くなるための十分条件は
以下のようになる．

ef+e;"－=,e2",,2">ef+p&,(2-p"-2elPM2,Pll,2 (C.6)
1－『た〃 ’一蝋2

ここでr,2h>p;,s2のとき, (C.6)式の分母は左辺く右辺となるので，値は左辺＞右辺とな

る． したがって，分子が左辺〉右辺となる条件を考えればよい．分子に注目すると, efは両
辺で共通なので, e2"(e2"-2elrl2A)>Ps2,{Ps2,(2-Plf,2)-2elP;1,2}という条件を取り出すこと
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ができるさらにe2b>ps2vであることに注意すると, e2A-2elrl2">p$2w(2-p;1,2)-2elplls2
という条件になる．移項してまとめると，

e2"-Ps2v(2－鰯s2)>2el('12"-Pjis2). (C.7)

なお(C.7)式を観察すると,r,2">p;,s2であり,右辺>0となるので,左辺および(2-plis2)>'
からe2">Ps2v(2-plfs2)>p$2,となる． このとき(C.5)式が成立する．
まとめると, (C5)式を満たす十分条件は，高い努力水準e2ルがps2vより大きく， また

e2ﾙｰPs2M(2-Pli,2)>2e! ('12h-pl,s2)>0, さらに, p(,,2の水準が詩と署の小ざいほうより小
さいことである．数値例としてel=0.4,e2/z=0,8,rl2ﾉ'=0.4,p;,s2=0.2,ps2v=0.3を代入する
と，命題3(2)の十分条件を満たし, Ijid(e2")>脇が成立する．

注

I Kyle(1985)モデルについては椎葉他(2010)において詳しく紹介きれている．

2情報トレーダーは，保有する情報をもとに取引を行うが， ノイズトレーダーは，情報とは

関係なくランダムに取引を行う． ノイズトレーダーについてScott(2006)ではいろいろな予

測できない理由によって証券を売買する人とし，具体的には早期退職する人，ギャンブル

による借金を払うためにお金がいる人等をあげている．

3取引の量を9とし， 9×vが企業の行う取引により生み出される価値合計となる． ここから

投資Iを差し引いた9×v－Iを企業の本源的価値と定義する. DyeandSndhar(2008)に従

い，単位あたりの取引価値vに対する市場価値を腕とあらわし，企業の企業価値vは，本

源的価値の定義における取引価値vを取引価値に対する市場価値腕に置き換えたもので，

9×加一ノとあらわす．

4情報トレーダーが, Vの実現時点で観察できない事象を確率変数で表記し記号の上に～を

付す．

5DyeandSndhar(2008)と同様に市場価値として製品の売価や製品の処分価値を想定して
いる．

6Einhorn(2007)において， このような分布を仮定しても一般性が損なわれていないことが示

きれている．

7本稿においては, p,1vおよびps2vがともに正であるケースを取り扱っているが, pslyおよ

Ofps2vが負であっても結果は同様に導出することができる．

8Einhom(2007)において標準正規分布を仮定しても一般性が損なわれないことが示されて
いる．

9Goldman(2005)においては,情報トレーダーが情報獲得努力を行うと内容の多い情報を取得

できるといったモデル設定をしている．

lo情報トレーダーがS2を獲得するとハ2vが増加する．このとき灯2vを分析するために用いた

知識をSlの分析にも利用できるので情報同士の相関聡132が増加する．

'! 31は非開示のケースおよび自発的開示のケースともに非開示情報であり，情報トレーダー
はマーケットメーカーとの情報の非対称性から利益を得ることができるので，情報獲得．
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ストが高すぎない場合, Slを獲得しようとするインセンテイブがある，

'2DyeandS面dhar(2008)と同様に生産技術に対する投資を想定している．
13経営者の投資とともに取引量が増加することをあらわすためにこのような仮定を置いてい

る． なお9の期待値が2,/7としているのはモデルの簡単化のためである．

'4なお計算途中で, r,,v-ps2vplis2>0およびps2,,-聡1vp;,,2>0を仮定している．
'5 (9)式および(14)式を利用してel=0.6,e2I=0.3,"12I=0.3,p(1,2=0.1,ps2v=0.2を代入す
ると成立する．

16 (9)式および(14)式を利用してel=0.4,e2h=0.8,rl2h=0.4,p;,s2=0.2,p,2v=0.3を代入す
ると成立する．
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イノベーションと管理会計研究の今後の方向性

-R⑪舵rtSimonsの理論面での貢献の考察を足掛かりとして一

天王寺谷達将

＜論文要旨＞

本研究は， イノベーションと管理会計研究の可能性を切り開いたRobertSimonsが提示した概念に着目

し， イノベーションと管理会計研究の今後の方向性を考察した. Simonsの一連の研究のレビューを通じ

て， イノベーションと関連がある概念として， インタラクティブコントロールシステム，診断型コント

ロールシステム， インタラクティブネットワーク，創造的緊張の4つの概念を抽出し， 「イノベーションを

促進するための管理会計情報の設計」に焦点を当てた分析フレームワークを構築した． さらに， これを用

いて既存のイノベーションと管理会計研究を考察した結果， 「戦略面の不確実性」と管理会計情報の関係

性を捉える研究や， 「影響の幅」を広げるという観点から， イノベーション促進の局面での管理会計情報の

構築的役割を捉える経験的研究などが， イノベーションを促進する管理会計の役割の理解を進めるために

必要であることを明らかにした．

＜キーワード＞

イノベーション，管理会計情報， インタラクティブコントロールシステム，診断型コントロールシステム，

インタラクティブネットワーク，創造的緊張
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1． 問題の所在

会計は，伝統的にイノベーションを阻害する， もしくはイノベーションとは関係がないと捉

えられてきた(DavilaandOyon,2009). この理解は， イノベーションを起こすためには有機的

組織が適していることを主張したBumsandStalker(1961)に代表される「公式的なコントロー

ルシステム(controlsystem:以下cs)はイノベーションを阻害する」という考え方の中で受

け入れられてきた．機械的組織と関係性が深い管理会計は，創造性を低減させるという理解で

ある．一方で, RobertSimonsが， イノベーテイブな事業戦略を採る企業の方が，そうでない

企業に比べ，会計を基礎としたCSを利用していることを明らかにし(Snons,1987a)1, インタ

ラクティブコントロールシステム(interactivecontrolsystem:以下ICS)の概念を提示して以降

(Simons,1987b;1990;1991;1994;1995), その理解は大きく変わることとなった．会計は， イノ

ベーションの観点から一概に否定されるべきものではなく，その使われ方を理解することの重

要性が認識され， イノベーションを促進するための管理会計を研究する可能性が切り開かれた

のである．

ICSの概念を援用し，伝統的なコンテインジェンシー理論にもとづき組織を分析単位とし

たクロスセクションのサーベイ研究は， イノベーションと管理会計に関する研究(innovation

andmanagementaccountingresearch:以下m4AR)を包括的にレビューしたDavilaetal. (2009)に

おいて，一つの主流研究として捉えられ，知見も蓄積きれている． しかし, Simonsが意図し

ている管理会計情報(managementaccountingmfOnnation:以下MAI)への着目の欠落から， イ

ノベーションを促進するためのMAIについての理解は進んでいない． また, LOC以後の著書

(Simons,2000;2005;2010)において, Simonsは， イノベーションの促進に関する議論で，診断

型コントロールシステム(diagnosticcomolsystem:以下DCS), インタラクティブネットワー

ク(interactivenetwork:以下m),創造的緊張(creativetension:以下CT)など, ICSとは異なる

概念に焦点を移している． これらの概念は， イノベーションを促進する管理会計を理解する上

で有用であると思われるが,n4ARの文脈において，現時点で着目きれているとは言えない．

そこで本研究は, IMARにおけるSimonsの理論面での貢献を網羅的に体系的に捉えた上で，

IMARの今後の研究の方向性を提示することを目的とし， イノベーションを促進する管理会

計の役割の理解を進めるための礎を築くことを目指す．構成は，以下の通りである．次節で

は, Simonsが提示した概念とイノベーションの関係性を，彼が上梓した4冊の著書を網羅し

て，概観する． 3節では, IMARの今後の方向性を体系的に考察するための分析フレームワー

クをMAIに焦点を当てることで構築する. 4節では，既存のIMARを対象に, 3節で提示した

フレームワークを用いた考察を行うことで，その今後の方向性を提示する．最後は， まとめで

ある．
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2． Sm⑪nSが提示した概念とイノベーションの関係性

2.1 インタラクティブコントロールシステム

本節では， イノベーションとの関係性の中でS加onsが提示した4つの概念を概観するが2,

その前に本研究が対象とするイノベーションを定義する．本研究では， イノベーションを，生

産者が利用する様々な物や力の「新結合」 （シユムペーター, 1977) と捉える. S加onsは， イ

ノベーションを明確に定義しておらず， イノベーションは，新たな機会の追求との関係のなか

で議論されている(Simons, 1995;2010).一般的に，新たな機会の追求は， 「新結合」を目指す

ものであると考えられるため, Simonsの議論を概観する際において， イノベーションを「新結

合」と捉えて議論を進めても大きな問題は生じないであろう3．

イノベーションを促進するための管理会計の研究可能性を切り開いたICSは， 「マネジャー

が部下の意思決定行動へ規則的に， また個人的に介入するために利用する公式的な情報システ

ム」(Simons, 1995:59)と定義きれる. ICSの原型となるアイデアは, Simons(1987b)において

考察されているJomson&Jomson社の取り組みに見出すことができる. Simons(1987b)による

と, Jomson&Johnson社は，製品イノベーション，市場の多様性，技術の変化，熾烈な競争

に関して，不確実性の問題を認識しており， これらの問題に対し，長期計画と財務計画を高

いレベルでインタラクティブに利用することで対処していた．後にICSと呼ばれるJohnson&

Johnson社のCSの利用方法は， 「ある課題を遂行するために必要な情報と，組織が所有する情

報の総量との差異」(Galbraith,1973)と定義きれるタイプの不確実性を減らすために，情報を追

加で収集する方法として紹介されている．

その後, Simonsは, ICSに関連した研究を進め(Simons,1990;1991;1994)4,それらの成果は，

｢事業戦略をコントロールするための包括理論を提供する」(Simons,1995:3)ことを目的として

執筆きれた1995年の著書LeversofContro1 (以下LOC)に纏められる. LOCが執筆きれる契機

となったのは， 「マネジャーは，いかにしてイノベーションと統制をバランスさせているのか」

(Simons,1995: ix)という10年来の問いであった. LOCの中で, ICSは，信条システム，境界シ

ステム, DCSと併せて重要なCSの一つとして位置付けられている5. これら4つのCSは， イ

ノベーションに関わる信条のシステムとICS,統制に関わる境界システムとDCSに二分きれ，

前者は「陽の力｣，後者は「陰の力」を創造するCSとされた(SimonS, 1995:5).信条システム

とICSは，企業の事業機会を拡張し，定義する一方で，境界システムとDCSは，マネジャー

の注意力を節約し，それを戦略的領域と機会に向かわせるのである(Simons,1995:29).

では, ICSは，いかにしてイノベーシヨンを促進するのであろうか． このことを理解するた

めには, ICSが対処する戦略面の不確実性(strategicuncertainties :以下sU)を理解する必要が

ある. SUは, Simons(1987b)と同様,Galbra肋の概念を基礎として，次のように定義される．

「SUとは，現行の事業戦略に対して脅威を与えたり，弱体化させる恐れがある不確実性，偶

発性である．不確実性は，一般に，ある課題を遂行するために必要な情報と，組織が所有する

情報の総量との差異から発生する(Galbraith, 1977:36).SUは，現行戦略の背景にある前提に対

して脅威を与えたり，それを弱体化させる恐れのある，既知および未知の偶発性を上級マネ

ジャーが認知することで発生する6｣ (Simons,1995:94).
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SUは， 「絶えず流動している状態にあるため，例外管理を基準としてプログラム化すること

ができないしモニタリングすることもできない」(Simons,1995:94)ので，マネジャーは， 自身

が知覚する独自のSUに基づき，個人的に注意を払っている分野に全体の注意を集中させ，探

索活動を活性化させるために, ICSを利用する(Simons,1995:95-97). さらに, ICSは，そのイ

ンタラクティブなプロセスの中でダブルループの学習を促す(Simons,1995:102)7.すなわち，

ICSは，情報探索を促し, SUを低減させることを通じて， さらに，議論の場を提供することに

より， ダブルループの学習を促すことで， イノベーションを促進する役割を有していると捉え

ることができる．

ICSは，マネジャーの注意力が有限であることに関係して，通常1つのみが選ばれ, ICSと

して選択されなかったCSは,DCSとして利用される(Simons,1995: 102-103).では，どのよう

なCSがICSとなりうるのであろうか. ICSの設計要件について, Simonsは，①情報が簡潔で

理解容易であること，②業務マネジャー間のフェイスツーフェイスのインターラクションを要

求すること，③デイベートとダイアログはSUに焦点を当てていること，④新たなアクション

プランを生み出すことを挙げている(Simons,2010: 163)8. ざらにICSの選定について影響を与

える4つの要因として，技術への依存度，規制と市場保護バリューチェーンの複雑性，競合

に対する戦術的対応の容易性が挙げられている(Simons, 1995: llO-113).ICSは，技術への依存

度が高い場合，創発型の新技術に焦点を当てたものに，逆に低い場合，顧客ニーズの変化に焦

点を当てたものになる旨が指摘されている． 同様に, ICSは，規制と市場保護が強い場合，社

会政治面での脅威と機会に焦点を当てたものに，逆に弱い場合は，競合の脅威と機会に焦点を

当てたものに，バリューチェーンの複雑性が高い場合は，会計を基礎とした指標を利用するこ

とに，逆に低い場合は， インプットとアウトプット単位を基礎とした指標を利用することにな

る． また，競合に対する戦術的対応が容易である場合は，計画の期間は短く，容易でない場合

は，計画の時間は長くなる． このように，それぞれの企業が置かれている環境下によって, ICS

の設計は異なり，環境との適合性を考盧して設計することが重要である旨が指摘されている．

また, S加ons(1995)は, ICSを有効に機能させるための議論も行っており,@SUの変化に

応じてICSを変更する9,②報酬とリンクきせる際には，上司は十分な情報を利用することで

主観的にプロセスを評価するlO,③ミドルマネジャーの役割を重視するll,④デイベートの場

を建設的な意見が出るような環境にする12,⑤自社が大規模で成熟しているのであれば利用す

る13,⑥利益計画システムをICSとしても採用している場合，何かしらの緩衝を目標に組み込

む14,⑦専門スタッフを利用する15,⑧他のCSと相互補完関係になっている16,などが挙げら

れている．

ICSは, LOC以後のSimons(2000;2005;2010)においても取り上げられているが，時間の経

過とともに， イノベーションへのICSの貢献は，強調きれなくなっている．むしろ, DCSや

m, CTといった概念とイノベーションの関係の記述に重点が置かれている．例えば, Simons

(2010)において, ICSは，特にイノベーションとの関係で記述されておらず，後でみるCTが，

イノベーションに駆り立てる(spur)ためのものと明確に位置付けられている．

2.2診断型コントロールシステム

DCSは， 「マネジャーが事前に設定されたパフォーマンス基準と成果の乖離を測定・是正す

るために利用する公式的な情報システム」 (Simons, 1995:59)と定義されるCSで，予測可能な
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目標を達成するために設計されるフィードバックシステムであり(Simons,1995:59),意図した

戦略を実行するために不可欠である(Simons,1995:63).マネジャーは，意図した戦略を実行す

るために重要な業績変数を設定し，基準となる測定指標を開発すれば，後は，部下に任せ，そ

の基準と成果に著しい乖離が生じた場合のみ関与すること，すなわち，例外管理が可能とな

る．前述のように, LOCの中では, ICSが「陽の力」を創造するCSと位置付けられる一方で，

DCSは「陰の力」を創造するCSと位置付けられている. DCSは，意図した戦略において必要

となる，予測可能な目標の達成を確実にきせるために， イノベーションと機会探索を制約する

のである(Simons,1995:91).

一方で, Simonsの2冊目の著書では， イノベーションを最大化するためには，モニタリン

グの対象をプロセスではなく， アウトプットにすべきであることが主張されている(Simons,

別00:66)． アウトプットをモニタリングの対象とすることで，従業員は， アウトプット目標を

達成するために，実験を試み，変換プロセスを調整して，市場の状況に合った最適なプロセス

を生み出すよう促きれ，その結果，サービスが，顧客の個人ニーズに合わされたり，変換プロ

セスが，合理化のために見直されたりすることになるからである． この指摘は,DCSのイノ

ベーションへの貢献可能性を示唆している．

DCSのイノベーションへの貢献に関する議論は， 「組織のデザインは，誰が情報を受けて，そ

の情報を誰に送るのか， どのアクションが最終的に採用きれるのかを規定する」(Simons,2005:

9，訳書: 13）ことに着目し， 「具体的な状況において，組織をデザインする方法，資源を配分す

る方法を明確に示した統合理論を提示」(Simons,2005: ix)したSimonsの3冊目の著書の中で，

具体化される． ここで理解しなければならないのは， 「コントロールの幅」と， 「アカウンタビ

リテイの幅」の概念である． コントロールの幅は， 「マネジャーに意思決定権および業績責任

が付与されている資源の範囲」 (Simons,2005:39) と定義され，付与された資源が多いほど広

くなる幅で表きれる(Simons,2005:24). アカウンタビリテイの幅は， 「マネジャーの達成度を

評価するために利用する業績指標に影響を与えるトレードオフの範囲」 (Simons,2005:88-89)

と定義きれ， トレードオフが多い指標であるほど広くなる幅で表される (Simons,2005:25) .

DCSのイノベーションへの貢献は， 「シニアマネジャーが特定職位の業務に柔軟性とイノベー

ションを望むのであれば意思決定を任せ，その職位のマネジャーに広いアカウンタビリテイの

幅の指標を与えなければならない」 (Simons,2005:93,訳書:92) と， アカウンタビリテイの幅

を広げる方向性でなされており， コントロールの幅よりも広く設定することが有効であると指

摘きれている(Simons,2005:94~95). ざらに， アカウンタビリテイの幅が広いとき，それに反

比例して指標数は少なくなることも指摘されている(Simons,2005:98) .

また, DCSそのものを機能きせるための議論もなきれている．例えば，選択した部門構造

を支援するように，会計データを収集，集計，伝達する必要性(Simons,2005:82),客観的で，

関連した活動を網羅した上で，個々の活動の努力を反映した指標を利用する必要性(Simons,

2005:79）などが指摘されている． さらに, Simons(2010)は， イノベーションに望ましい指標数

について言及しており，多数の評価指標を利用することは， イノベーションを阻害すると指摘

した上で(Simons,2010:74-75),その数は7個であることが望ましいと主張している(Simons,

2010:79) .
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2.3 インタラクティブネットワーク

mは， 「個人が情報を集め，他人の意思決定に影響を及ぼすようにさせる構造とシステム」

(Simons,2005: 122,訳書: 120)と定義され, ICSが焦点を当てていた垂直の関係だけでなく，

水平の関係も包括している概念である． 「データを収集し，新たな情報を探索し， 自身のグ

ループ内外の他者の仕事に影響を与えようと試みる際には，水平にも垂直にも網を投げかけな

ければならない」 (Simons,2005: 120)のである． ここで理解しなければならないのは， 「影響

の幅」と「支援の幅」の概念である．影響の幅は， 「データを収集する際，新たな情報を探索

する際，他者の仕事に影響を与えようと試みる際に，個人が投じる網の長さ」 (Simons,2005:

ll9) と定義され， インターラクションが部門を越えたものとなるほど広くなる幅で表される

(Simons,2005:25).支援の幅は， 「個人が予測，期待できる，他の組織単位の人々からの支援の

範囲」 (smons,2005: 164)と定義され，他者への支援のコミットメントが強くなるほど広くな

る幅で表きれる(Simons,2005:25) .

Simons(2005)は， イノベーションを創造するためのINを構築する方法について，厳しい

目標の設定，間接費の配賦，振替価格制度の設計といった管理会計に関する方法を挙げてい

る17 (Simons,2005: 131-140). これらは，他部門の人々とのインターラクシヨンをとるプレッ

シャーを与えるために利用され，影響の幅を広げる方向性にある． したがって，例えば，振替

価格制度の設計では，利用する価格について，変動費よりも全部原価で設定する方が，全部原

価よりもそれに利益を加えた形で設定する方が， インターラクションのレベルが向上するとさ

れている(Simons,2005: 138-139). さらに，影響の幅を広げる手段として有効に機能させるた

めの条件も指摘されている．例えば，間接費の配賦については，原価配賦が公平かつ妥当であ

ると認識されている必要がある旨，間接費の割合が小きい場合，その効果は当然ながら小きく

なる旨が指摘されている(Simons,2005: 136-137) .

mを機能きせるための体制についても議論がなきれている． まず， インセンテイブについ

ては， インセンテイブ報酬の大部分を，個々の利益センターではなく， グループ全体の利益を

基礎とした主観的評価で決めることが良いと指摘されている(Simons,2005: 145-146). また，

mは，他部門の人々の支援がなければ機能しない(Snons,2005: 123). したがって，需要に対

して供給があること，すなわち，支援の幅が，影響の幅に対応していることが求められる．支

援の幅は，責任の共有と関わるが，それを幅広く受け入れきせるための重要点も挙げられてお

り， 目的の共有，集団帰属意識，信頼，公平性が検討されている． この点については, Simons

(2010)でも議論きれており，部門間の協力を促すためには，チーム業績に対して報酬を与える

こと，従業員持株制度，報酬の公平性を担保することが重要であると指摘されている(Simons,

2010: 149-154) .

2.4創造的緊張

Simons(2010)は，戦略を最適に実行するための7つの問いを提示し，それぞれについて言

及した4冊目の著書である． 7つの問いは，①あなたの最重要顧客は誰か，②あなたの中核価

値は株主，従業員，顧客の優先順位をいかに付けるか，③あなたが追う重要業績評価指標は何

か，④あなたが設定した戦略的境界は何か，⑤あなたはいかにしてCTを作るのか，⑥あなた

の従業員は互いに支援し合うために， どのようにコミットされているのか，⑦夜に，あなたを

眠れなくさせるSUは何かである．
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ここで, CTに関する5番目の問いは， イノベーションに駆り立てるためのものと位置付け

られる(s伽ons,2010:11) .CTは, Simons(2005)で紹介されているが, Simons(2010)の中で，

より具体的に検討ざれた概念である. CTは，現状に甘んじさせないためのプレッシャーを意

味し，厳しい目標設定，個人のランク付け，部門のランク付けによって作ることができるとき

れている(Simons,2010: 114-121). また部門を越えたイノベーションに駆り立てるための施策

として， アカウンタビリテイの幅をコントロールの幅よりも広げること，一般管理費を配賦す

ること，部門をまたいだチーム， タスクフォースを作ること，マトリックス・アカウンタビリ

テイ構造を使うことを提示している． また， これらイノベーションに駆り立てるための技術を

利用する際には， 2番目， 4番目， 6番目の問いに対処することが重要である旨も指摘されてい

る(Simons,2010: 130-131) .

3．分析フレームワーク

イノベーションを促進する管理会計の役割の理解を進める一つの方法として， イノベーショ

ンを促進するMAIの設計の議論を行うことが挙げられるであろう．前節では, Simonsが提示

したそれぞれの概念ごとにイノベーションとの関係についての議論を纏めたが, Simons自身が

理論の中核に据える情報とりわけMmに焦点を当て，彼が想定するイノベーション促進の

ロジックを捉えると，大きく2つのアプローチに区分することができる18．それらは，情報収

集プロセスに焦点を当てることでICSとイノベーションの関係性を捉えるアプローチと,MAI

そのものとイノベーションの関係性を捉えるアプローチである．前者においてMAIは, ICSの

中で利用されるものである一方で，後者は,MAIの構築的な役割に着目しようというもので

ある．

ICSとイノベーションの関係性は， イノベーションに関連するSUを低減きせることを通じ

て， またダブルループの学習を通じて， イノベーションを促進するというものである． ここ

で,MAIは， 「ある課題を遂行するために必要な情報と，組織が所有する情報の総量との差異

から発生する」操作可能な概念として定義されるSUを低減きせるために，利用することが可

能である． また, Simons(1995)は,MAIが共有されることで組織学習が促進きれる面も捉えて

いる．MAIは, SUが認識された後に動員されるため，その内容は, SUによって規定きれる．

したがって,MAIに焦点を当てる場合， まずは, SUとMAIの関係性を捉える必要がある． こ

の点について, Simonsは，技術への依存度，規制と市場保護，バリューチェーンの複雑性，競

合に対する戦術的対応の容易性を分析した上で, ICSを選択する必要性を挙げており(Simons,

1991; 1995),MAI設計の観点からは， これらの分析によって, ICSで利用される適切なMAIを

認識，採用することが重要となる． さらに, ICSの設計要件から,MAIは，簡潔で理解容易で

あることも求められる． しかし一方で，一般的に不確実な環境下においては，ある課題を遂行

するために必要なMAIを捉えることは困難である（天王寺谷, 2012). SUとMAIの関係性の

理解が進まない限りは， イノベーションを促進するようにICSを機能きせる議論が重要とな

り,MAIの設計の議論は，後景に退くこととなる．その場合， イノベーションを促進する補完

条件の議論として, ICSを有効に機能させる条件を検討する重要性が高まる．

後者は, CTやⅨを構築するために利用するMAIの議論が該当する. Simonsは， イノベー
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表1分析フレームワーク

ション促進のための施策として，厳しい目標を設定すること， また，一般管理費を含む間接費

の配賦，振替価格制度の設計の議論に見られるように，アカウンタビリテイの幅をコントロー

ルの幅よりも広げることを指摘している(Simons,2005;2010). これらの施策は，影響の幅を広

げることを促すMAI指標をDCSとして利用することで， イノベーションを促進しようという

ものである. DCSをイノベーション促進のために利用するための方策についても, Simonsは

議論しており，意思決定権を委譲すること，指標数を多くしない（7個が理想）ことが重要で

あると指摘されている(Simons,2005;2010). また，補完条件として,DCS, IN,CTを機能きせ

るための条件もイノベーション促進にあたって考慮すべきである．例えば，チーム業績に対し

て報酬を与えることは, INを支援する責任共有を促す方策であるが， このような議論は， イノ

ベーション促進の補完条件として重要となろう19.

イノベーションを促進する管理会計の役割についての理解に対するSimonSの理論面での貢

献を,MAIの設計に焦点を当てることで纏めると，表1のような分析フレームワークを提示す

ることができる．次節では， これを用いて既存のmARを考察することで，その今後の研究可

能性を提示する. ICSの概念は， これまで他の研究者にも影響を与えてきた．一方で,MAIそ

のものとイノベーションの関係性を捉えた議論は, Simonsの概念の援用という形でなされて

いるわけではない．そこで，前者については, SimonsのICSの概念を援用したIMARを，後者

については， フレームワークの考え方と合致する管理会計の構築的役割を捉えたIMARを対象

とした考察を行い，それぞれについて，今後の方向性を示す．

4． イノベーションと管理会計研究の今後の方向性

4.1 インタラクティブコントロールシステムの概念を援用した研究

ICSに焦点を当てたIMARの経験的研究としては, BisbeandOtley(2004),Hem(2006),Bisbe

andMalagueio(2009),福島(2012a;2012b;2017)が挙げられる20. BisbeandOtley(2004)は， ス
ペインの成熟中堅製造業40社のCEOに対するサーベイデータを利用し, ICS,製品イノベー

ション，業績間の関係を，予算, balancedscorecard(BSC),プロジェクトマネジメントシステム

といったCSを対象とすることで明らかにした研究である21.LOCのフレームワークは, ICS

が製品イノベーションを高めることを示唆するが, BisbeandOtley(2004)の分析では，そのよ
うな結果は得られず， むしろイノベーションのスコアが高い企業群においては, ICSの利用と

50

ICSの中でMAIを利用 スタイル MAIの構築的役割

適切なMAIの選択

(分析，理解容易性）
MAIの設計

影響の幅を広げるためのMAI指標

(厳しい目標の設定,アカウンタビリ

ティの幅の拡張）

ICSを有効に機能させるための条件 補完条件 DCS,IN,CTに関する条件



イノベーションと管理会計研究の今後の方向性

製品イノベーションは負の関係にあった22．一方で, BisbeandOtley(2004)は，製品イノベー

ションが組織業績を高める影響をICSが強化するという，製品イノベーションと業績間の関係

をモデレートするICSの役割を支持する結果も示している23. Henri(2006)は， カナダの製造業

383社のトップマネジメントに対するサーベイデータを利用し，業績評価システムを対象とし

た研究で，業績評価システムをDCSとして利用すると, 4つのケイパビリテイ （革新性，組織

学習，市場志向，起業家精神）を減少きせるのに対して, ICSとして利用すると, 4つのケイパ

ビリテイの向上に結び付くことを構造方程式モデルによる検証を通じて明らかにしている． ま

た, DCS, ICSを共に利用することが，環境の不確実性が低い企業においては組織学習を低減

させ，逆に，高い企業においては起業家精神を向上きせることを，組織文化で統制レベルが高

い企業においては全てのケイパビリテイを低減させ，逆に，柔軟性が高い企業においては全て

のケイパビリテイを向上きせることを明らかにしている. BisbeandMalagueio(2009)は， スペ

インの成熟中堅製造業57社のCEOに対するサーベイデータを利用し， イノベーシヨンマネジ

メントの様式によってICSとして選択するCSが異なることや，様式に合った選択をした場合

とそうでない場合でイノベーション促進に差がみられるかどうかを，予算, BSC,プロジェク

トマネジメントシステムを対象とすることで明らかにした研究である．後者について, Bisbe

andMalagueio(2009)は， イノベーションスコアの高い企業群においては，様式に合った選択

をした場合， イノベーションの成果は高まること，逆に， イノベーションスコアの低い企業群

においては，様式に合わない選択をした場合， イノベーションの成果は高まることを明らかに

している．福島(2012a)は， 日本の製造業224社の主要事業部門長もしくは管理部門長に対す

るサーベイデータを利用し， イノベーションを急進的イノベーションと漸進的イノベーション

に分類したうえで, CSが製品イノベーションの創出に与える影響を明らかにした研究であり，

漸進的イノベーションの創出のためには，予算管理をインタラクテイブに利用することが有用

であることを明らかにしている． また，福島(2012b)は，同209社を対象としたサーベイデー

タを利用し，予算管理をインタラクティブに利用することが製品の漸進的イノベーションを促

すことに加え，漸進的イノベーションは，組織学習によっても促されることを明らかにして

いる． さらに，福島(2017)は， 日本の製造業74社の主要事業部門の責任者に対するサーベイ

データを利用した分析から，学習に適した組織文化が強い企業においてのみ, ICSと組織学習

が相互に影響を及ぼし合い，急進的イノベーションを促進することを明らかにしている．

このように先行研究は, ICSとイノベーションの関係性について，有用な知見を蓄積してき

たものの，その対象が予算等のCSの技法であることに関係し,MAIの設計に関する知見は，

蓄積してこなかった． これは， イノベーション促進のロジック構築にあたって, ICSの情報収

集プロセスに着目しているためであると考えられる．一方で, Davila(2000)は, ICSに関連し

た研究で,MAIに関わる研究を行っている.Davila(2000)は，医療機器産業における製品開発

プロジェクトの製品デザインの局面を対象とし,Galbraith(1973)が定義する不確実性を低減さ

せるCSの役割に焦点を当てた研究であり24,製品開発プロジェクトマネジャー56人に対する

サーベイデータを利用し，市場の不確実性，技術の不確実性，プロジェクトの範囲という3つ

の不確実性に着目した分析の結果，市場の不確実性が高いほど，顧客情報が利用されること，

技術の不確実性が高いほど，製品デザイン情報，時間情報予算情報は利用されないこと，顧

客情報ならびにコスト情報の利用は，プロジェクトの成果を高めること，時間情報の利用は，

プロジェクトの成果を低減させることを明らかにしている．

これまでみてきたように, ICSの概念を援用したIMARは, CSの技法に焦点を当てている
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ことから， イノベーションを促進するためのMAIについての理解は，進んでいない. Davila

(2000)は,MAIに着目し，知見を提供しているが，単発的な研究であり，知見は限定きれてい

る． したがって，今後, ICSの概念を援用したIMARでは， イノベーション促進にあたって，

ICSの中で， どのようなMAIが採用されているのかに着目した研究が求められるであろう．そ

の際には, SUを鍵概念に据えることが重要となる. ICSは，具体的なSUが認識されることで

必要とされ,MAIはSUによって規定されるからである． ここでSUは，各企業が置かれる環

境によって異なるし，それは設計者の認知に関わるため，設計者の特性によっても異なるコン

テクスト依存的な概念である．今後のIMARでは, SUが有するコンテクスト依存的な性質を

踏まえた上で， この論点について理解を深めることが望まれる． また,MAIに焦点を当てるだ

けではなく, ICSを有効に機能させるための条件など， イノベーションを促進するための補完

条件にも着目する必要があろう25．本項が考察した研究群は, Davilaetal. (2009)が主流の一つ

と位置付けるもので，組織を分析単位としたコンテインジェンシー理論に則ったサーベイ研究

であるが,Davilaetal. (2009)でも指摘きれているように，組織を分析単位とした研究では， イ

ノベーションとコントロールの関係性を深く理解することはできない． したがって今後は，上

述のような論点について，ケース研究のアプローチなどによって， イノベーションを促進する

ICSに関して， より深い理解を目指す研究の重要性が高まると考えられる．

4.2管理会計情報によるイノベーションの促進

ICSは,nmARの可能性を切り開いた重要な概念であるが, Simonsの近年の著書において，

イノベーションと管理会計の関係性を理解する概念は,mやCTに移っている． また，初期の

文献において, DCSはイノベーションを促進するICSと対立する概念とされていたが, Simons

(2000)の中で,DCSのイノベーションへの貢献可能性が提示きれて以降, Simonsは,DCSによ

るイノベーション促進の具体的な議論を展開している． さらに, BisbeandOtley(2004)などの

経験的研究の結果は， イノベーションは, DCSとの関わりが強いことを示唆している26.MAI

それ自体がイノベーションを促進する様は，管理会計の構築的な役割を捉えた研究群によって

描かれているが, Simonsの議論からは，その理解を進める， 「厳しい目標設定やアカウンタビ

リティの幅を広げるといった方向性で，影響の幅を広げるためのMAI指標をDCSとして利用

することで， イノベーションは促進される」という仮説を構築することができる．そこで本項

では， イノベーションを促進する管理会計の構築的な役割を捉えた研究を，影響の幅という概

念から考察することで， この仮説を検証しながら，今後のⅢARの方向性を提示する．

Mouritsenetal. (2009)は，新たに動員きれるMAI指標が， イノベーションを促進する様を

中小企業3社の事例を通じて捉えた研究である. l社目の事例では，販売業績がもともと業

績評価指標とされていたが，直接費を加えた指標に変化きせることによって， 2社目の事例

では，貢献利益指標から間接費を加えた指標に変化させることによって， 3社目の事例では，

activity-basedcosting(ABC)による利益指標から資本コストを加えた指標に変化させることに

よって， イノベーションが起きている． ここで着目すべき点は，全ての事例において，業績評

価指標が，影響の幅を広げることを促すように設定され直されている点であり，それによっ

て， イノベーションが起こっている点である． また，天王寺谷(2017)は， イノベーションを促

進する際の管理会計の構築的な役割を捉える視点として， 「資源動員の正当化プロセス」 （武石

ほか， 2012）に着目し，マテリアルフローコスト会計を対象に，それを構成する「資源生産性」
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の情報が有する， イノベーション促進にあたっての強みを考察した研究である． ここで「資源

生産性」の情報は，部門を横断する特性を有しているため，影響の幅を広げることを促す情報

であると解釈できる． さらに，堀井(2015)は, (株）バッファローの事例を通じて，予算管理

の補完的な管理会計計算（予実差異計算）がイノベーションを創出する様を捉えた上で， イノ

ベーション促進にあたって重要であったこととして，予算の目標設定が厳しかった点に加え，

製品ロードマップの存在を指摘している． ここで製品ロードマップは,MAIを補完する形で，

影響の幅を広げることに貢献していたと解釈できる．

このように，構築的な管理会計の役割を捉えた研究群の結果は， イノベーション促進にあ

たっては，影響の幅を広げることを促すようにMAIを設定する， もしくは影響の幅を広げる

よう促す補完技術を利用することが重要であることを示唆しており，今後のⅢARでは， これ

らの関係性を経験的に検証することが望まれるであろう．例えば，堀井(2013)は，予実（予予

実）差異への対処， ストレッチな予算目標，予算目標の必達度から構成される予算コントロー

ルが，急進的製品イノベーションを促すことを， 日本における158社の製造業の経営企画担当

役員（もしくは部署）に対するサーベイデータを利用して明らかにしているが， この結果は，

厳しい目標を設定することで，影響の幅を広げるように促すことによって， イノベーションが

促進されたことが検証された一例である． また， イノベーションプロセスを捉えることも重要

となろう. RevemnoandMouritsen(2009)は， イタリアの有料道路運営グループAutstrade社の

イノベーションである料金自動徴収装置恥lepassを事例にした研究であり， イノベーションプ

ロセスの様々な局面におけるCSの働きを捉えている． この研究は,MAIに焦点を当ててはい

ないが，局面に応じて必要なCSが動員されることで， イノベーションが構築されていく様が

描かれており， このことは， イノベーション促進に必要なMAIは， イノベーションプロセス

の局面によって異なり，多様であることを示唆している． また， イノベーションの促進に寄与

する補完条件の議論も重要となろう. Simonsは，意思決定権を委譲すること(Simons,2000),

チーム業績に対して報酬を与えること (Simons,2005)など，補完条件と捉えることができる

ものを提示している． これらについても，ケース研究のアプローチなどを通じて，議論される

余地がある．

9． おわりに

本研究は, S血onsが提示した概念に着目した考察を通じて，分析フレームワークを構築し，

IⅣ仏Rの今後の方向性を提示した. ICSの概念は，既存のIMARにおいても着目されており，

様々な知見が蓄積されてきたが, ICSの概念を援用した研究群は, SUとMAIの関係性を捉え

ているとは言えず， イノベーションを促進するためのMAI設計についての理解は進んでいな

い状態にあった．そこで本研究では, SUが有するコンテクスト依存的な性質を踏まえた上で，

MAIに焦点を当てた研究の必要性を主張した． また，近年のSimonsの著書では， イノベー

ションの促進に関して,mやCTなど, ICSとは異なる概念が着目されており,DCSの役割が

重視きれていることも明らかになった． これらの概念とイノベーションの関係性についての

S加onsの議論は， これまでIMARにおいて着目されてきたとは言えないが，本研究が纏めた，

｢イノベーションは，影響の幅を広げるためのMAI指標をDCSとして利用することで促進さ
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れる」という理論は， イノベーションを促進する管理会計の役割についての理解を進めること

に寄与するであろう．恥mQjiya(2016)は,MAIに着目し， 「緊張の創造」と「資源動員の正当
化」から構成きれる， イノベーションにおける管理会計の構築的な役割を捉えるためのフレー

ムワークを提示しているが， 「影響の幅を広げることを促すMAI指標の設計」は， まさに，緊

張を創造するための議論であり，それを有効に機能きせる補完条件の議論は，資源動員の正当

化の議論に寄与することになろう、今後は，影響の幅を広げるという観点から,MAIとイノ

ベーションの関係性を捉える経験的研究などを通じて，知見が蓄積されることが望まれる．

CSは， イノベーションに関連する不確実性に対処するために，複雑な計算実践の集まりへ

と進化している(ChenhallandMoers,2015)． この傾向は，パッケージに焦点が当てられること

で，各計算手法,MAIに焦点が当たらないという弊害にも繋がりかねない． しかしながら，本

研究の考察は，パッケージだけでなくMAIに着目した上で，複雑な計算実践の集まりを捉え

ることによって， イノベーションを促進する管理会計の役割についての理解は深まるであろう

ことを示唆している．本研究の限界としては, Smonsの著書を網羅した上で，分析フレーム

ワークを提示したものの，全ての業績を網羅できているわけではなく, IMARの今後の方向性

を考察する際に重要な論点が残っているかもしれない点, Simonsが提示した概念に関連する

IMARについて，主要研究を考察の対象にしているものの，全て網羅できているわけではない

点が挙げられる． しかしながら， これらの問題がある中でも，本研究の意義は削がれないと筆

者は考えている．本研究の貢献は，提示した分析フレームワークが， イノベーションを促進す

る管理会計の役割についての理解を促し，その発展に貢献できるかに依存するであろう．本研

究の成果が，今後のIMARに影響し，管理会計とイノベーションの関係性についての理解の促

進に貢献するものとなることを願う．
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注

' Simons(1987a)は，事業戦略をMilesandSnow(1978)の探索型戦略と防衛型戦略に分類し，

CSの属性は，探索型戦略を採る企業と防衛型戦略を採る企業で異なることを， カナダの製

造業76社の質問票調査を通じて実証した． ここでCSは，予算目標の厳しき，外部事象の

データ取得，結果のモニタリング，原価統制，予測データ，産出物の有効性に関する目標，

報告頻度，ボーナス報酬の定式化, CSの環境適合化, CSの変更可能性から成る変数であ

り，会計を基礎としている． さらに，探索型戦略，防衛型戦略を採る企業それぞれのROI
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とCSの属性間の相関分析，および12社へのインタビューを通じて，好業績の探索型戦略

を採る企業は，予測データを重視し，厳しい予算目標を設定し，注意深く実績をモニタリ

ングし，報告を頻繁に求め，必要があれば修正きれる画一的なCSを利用しており，防衛型

戦略を採る企業に比べ, CSを不確実で変化する環境をモーターするために集権的に利用し

ている旨を明らかにした．

2 Simonsの議論に焦点を当てず， イノベーションとCSとの関係性を捉えた研究は多数存在

する（例えば, Davila,2005;大槻, 2008;Davilaetal.,2009;横田, 2011;天王寺谷, 2011;篠

原, 2015;ChenhallandMoers,2015;伊藤, 2016;新江・伊藤, 2016;窪田, 2016). また， イ

ノベーションとは異なる観点から, Simonsが提示した概念に焦点を当てた研究も多数存在

する（例えば，西居, 2012;Martynetal.,2016;庵谷, 2017).

3 イノベーションは， シユムペーター(1977)が「新結合が非連続的にのみ現れることができ，

また事実そのように現れる限り，発展に特異な現象が成立する」（シユムペーター, 1977:

182)と指摘するように， もとは非連続的なものを対象としていたが，今日，連続的なイ

ノベーションもイノベーション研究に含まれている(Ettlieetal., 1984;AbernathyandClark,

1985;TilshmanandAnderson, 1986). イノベーションの区分の問題は’その理解を進めるた

めに重要な論点となるが，前述のようにSimons自身もイノベーションを定義していないこ

とから，本研究ではイノベーションを区分せず議論を進める． この問題は，今後の課題と

したい．

4 1CSは戦略創発にも役立つこと(Simons, 1990), ICSの設計に影響を与える要因(Simons,

1991),戦略の変更や更新のレバーとしてのICSの利用方法(Simons, 1994)などが明らかに

された．

5信条システムは，新たな機会探索を鼓舞方向づけるために利用されるシステム，境界シ

ステムは，機会探索行動に境界を設定するために利用きれるシステム,DCSは，特定の目

標達成を動機づけ，モニタリングし， ざらに報酬を与えるために利用きれるシステム, ICS

は，組織学習を促し，新たなアイデアと戦略を創発きせるために利用きれるシステムであ

る(Simons,1995:7).

6 SUの具体例として， コカ・コーラと競合するペプシ・コーラ事業の例が挙げられている・

ペプシ．コーラ事業におけるSUは，商品の魅力度を低減させるかもしれない顧客の嗜好

と関係し，①価格，販売促進パッケージについてのコカ・コーラの動向に対する顧客の

反応，②甘味炭酸飲料に対する顧客の嗜好の変化，③フルーツベースの飲料を代替する顧

客の傾向，④人工甘味料に対して顧客が知覚する健康リスクなどが含まれる(Simons, 1995:

94)．

7後に説明するDcSも， 目標設定，成果測定差異の修正，報酬の割り当てには， イノベー

ションと学習の要素を含む． しかし，それは， ほとんどの場合，望ましい範囲内でのプロ

セスを維持するシングルループ型の学習である．一方で, ICSは，戦略が構築された基盤そ

れ自体を問題化するダブルループ型の学習を促すとされている(Simons,1995: 106).

8設計要件については, Simons(1995;2000;2005;2010)で若干の変遷が見られるが， ここでは

Simons(2010)を採用したまたICSの尺度の妥当性を検討する必要もあろう （佐久間ほか，

2013)．

9 sUは変化するため， それに応じて， インタラクテイブに利用するCSを変更することが重

要となる(Simons,1995:117).
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10報酬とリンクきせる際には,探索活動など，プロセスへの貢献度に対する主観的な評価を基

礎とすることが重要となる(Simons,1995: 117~118).DCSが成果を重視している一方で, ICS

はプロセスを重視するからである． また，主観的な評価は，上司が具体的な状況における

部下の貢献を理解できるときにのみ公正となることも指摘されている(Simons,1995:118).

ll 「ミドルマネジャーは，上級マネジャーの関心事を示し，新しく集めた情報を上下・左右

に伝える情報ネットワークのキーとなる接点の役割を有している」(Simons,1995:122)から

である．

'2組織学習の観点からは，開放性を評価し，建設的な挑戦とディベートを受容する環境を創

ることが重要である．そうした配慮がない場合，上級マネジャーの積極的な関心と参加に

対して，部下たちが脅威を抱くことに繋がりうるからである(Simons,1995: 122).

13企業のライフサイクルの観点から, ICSは，大規模で成熟した企業に適している(Simons,

1995: 128).

14個別論点として，利益計画システムをインタラクテイブに利用するケースについて考察き

れている(Simons, 1995: 119-121).利益計画システムは，基本的にはDCSとして利用され

るものとなるが, ICSとしても利用可能である． この場合, DCSの対象となるキーとなる

目標を守るために，不測の事態に対する緩衝をICSに加える必要がある．例えば, 1000万

ドルの利益目標を設定する場合に，不測の事態に対する緩衝分100万ドルを利益目標に追

加し, 1100万ドルの目標と1000万ドルの絶対目標といったように，二段階の目標を設定す

るのである．

15マネジャーの注意力が有限であることに関係し，それを補完する役割を有している専門ス

タッフの重要性も議論きれている(Simons,1995: 171).

16他のCSと相互補完関係になっていることも, ICSを有効に機能させるための条件であると

言えるであろう． 4つのCSは， 「個別で利用することで力を発揮するのではな<,むしろ

相互に補完し合うことで力を発揮する」(Simons,1995: 153)ためである．

17 1Nを構築する他の方法として，部門横断型チームの編成， セカンドポスの設定， マトリッ

クス型の組織構成も挙げられている(Simons,1995: 123-131).

18例えば, SimOns(1995)で挙げられている4つのCSは，情報を基礎としたものであるし

(Simons, 1995:5), Simons(2005)が組織デザインに着目するのは，情報の授受を規定するた

めである．

'9補完条件には， トレードオフの関係となる条件もあろう．例えば，責任共有を促す方策と

CTを作る方策であるランク付けはトレードオフの関係になると考えられる．

20LOCのフレームワークを包括的にレビューしたMartynetal. (2016)に掲載きれている論文

に， 日本における経験的研究を追加した．

21 BisbeandOtley(2004)は，対象とする3つのCSのうち， インタラクティブ度が最も高いCS
をICSの変数に採用している．一方で，それぞれのCSについても分析を行っている．

22相関分析によると， イノベーションスコアの低い企業群において, BSCのインタラクティ

ブな利用と製品イノベーションの関係は，正の関係にあった．

23それぞれのCSの分析では，予算のみが統計的に有意であった

24Davila(2000)は, SimonsのICSのフレームワークを明示的に利用しているわけではない

が, Galbraithの不確実性の定義を採用し, CSによる不確実性の低減を理論フレームワー

クに据えているため, ICSに関連した研究であると言える．なおSimons(1995)が引用する
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Galbraith(1977)の不確実性の定義とGalbraith(1973)の不確実性の定義は同じである．

25例えば，古賀(2010)は，参加者の属性の観点から， イノベーション促進のために異なる視

点からの発想の重要性を主張している(古賀,2010:59-60). また， イノベーションを対象と

しないが, LOCのフレームワークを用いている研究も， イノベーションの議論に援用でき

るような知見を蓄積している(Martyneta1.,2016;庵谷, 2017).例えば,Widener(2008)は，

信条システムおよびDCSによって組織学習が促進されるといったような， イノベーシヨン

の議論に援用できる結果を米国企業122社のCFOを対象としたサーベイデータを利用し提

示している．因みに，組織学習とCSの関係について，先行研究は，統一的な結論を出して

いない．例えば,Hemi(2006)の分析結果は, DCSは組織学習を阻害し, ICSは組織学習を

促進するというものであるし，福島(2012b)からは, DCS, ICSともに組織学習を促すとい

う結果は得られていない． また，マネジャーの注意力をSUに集中きせる重要性をSimons

（1991; 1995)は指摘しており，それは， イノベーション促進の議論にも貢献すると考えられ

るが,Widener(2008)は，信条システムおよびDCSがマネジャーの注意力を効率化させる

ことを示し, Simonsのアイデアを支持している．

26前注で紹介したWidener(2008)の研究成果も, DCSがイノベーションを促進することを支

持している．
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組織コントロールにおける

インプット目標の設定と申告の意義

若林利明

＜論文要旨＞

本稿は，組織コントロールのためにインプット目標を定める是非とインプット目標の決定権をエイジェ

ントに委譲する是非をエイジェントの心理的な個人属性および計画コストの観点から契約理論に依拠して

論じた．すなわち，会計学で展開されてきたコントロール理論に，心理学的な要素を加味して議論の拡張

を試みた．

分析の結果, (1)インプット目標の設定が組織コントロールに対して有用であること, (2)プリンシパル

の計画コスト係数を閾値として， インプット目標の決定権の委譲の是非が区別されること， (3)インプット

目標に近い努力を投じようとする意欲が低いか， プリンシパルが提示する意見に近い目標をエイジェント

が申告しようとする傾向が高いほどボトムアップの目標申告が最善になる範囲が拡大することを示した．

この結論は， 目標をトップダウンで提示する組織とボトムアップで申告させる組織が併存することの一つ

の説明となる． またこの結論は，参加的決定に関する会計学の伝統的議論の結論と整合的であるが，結論

の根拠が異なる． この意味で，本稿は，組織の分権化の議論に新たな視点を提供した．
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1． 問題の所在

業務の委託者（プリンシパル）が受託者（エイジェント）をいかにコントロールするか，す

なわちエイジェントの意思決定にいかに影響を与えるかは重要な課題である．本稿の目的は，

組織コントロールのために業務執行努力（インプット）の投入目標を定めるべきか否か，定め

るのであればその決定権をプリンシパルとエイジェントのいずれが有するべきかを計画コスト

とエイジェントの個人的属性の観点から契約理論に依拠して論じることである．分析の結果，

(1)インプット目標の設定が組織コントロールに対して有用であること， (2)プリンシパルの計

画コスト係数を閾値として， インプット目標の決定権の委譲の是非が区別されること， (3)イ

ンプット目標に近い努力を投じようとする意欲が低いか，プリンシパルが提示する意見に近い

目標をエイジェントが申告しようとする傾向が高いほどボトムアップの目標申告が最善になる

範囲が拡大することを示した．

会計学においては，会計システムによって生産きれる業績（アウトプット）情報がコント

ロールに対して有用であるとされてきた(Lambert,2001).特にアウトプット情報を報酬契約と

結びつけることで，会計情報のコントロール機能が発揮きれるからである． しかし現実にはこ

れに加えて，行動に関する具体的な目標（インプット目標）を設定することも頻繁にみられる．

かかる組織行動が散見されるのは， インプット目標の提示もコントロールのために有用である

からであろう．例えば心理学において，人は，他人との合意に反したとき心理的なコストを被

ること (Tangneyetal.,1996;有光,2007)やその感じ方の程度が個人によって異なること(Harder

etal.,1992)が知られている．そこで，会計学で展開されてきたコントロール理論に，心理学的

な要素を加味することで既存の議論の拡張を期待できる．

人間の選好に関する標準的な仮定を緩め，心理学の知見を取り入れながら既存の契約理論を

拡張させるような分野を，伊藤(2015)は，行動契約理論と呼んでいる．本稿は，経済学で蓄積

されてきた「自己イメージを考慮するモデル'」を拡張し，会計学で展開されてきたコントロー

ルの議論へ応用することを試みる．

もっとも，既存の議論においてもエイジェンシー関係にある両者が合理的であれば，プリン

シパルは，提示する報酬契約によってエイジェントが投じるインプットを予測可能である．そ

のため， インプット目標を明示しなくても，プリンシパルがどのようなインプットを求めてい

るかは報酬契約の中に予めビルトインされており，エイジェントがそれに従う行動を選択して

いると解釈することもできる． しかし現実には，エイジェントが必ずしも提示されたインプッ

ト目標通りに行動していないことも多いようにみえる． また， インプット目標から乖離するこ

とに対する心理的なコストがエイジェントによって異なっている可能性もあるため，同じイン

プット目標を提示しても， どのようなインプットを投じるかもエイジェントによって異なって

いる可能性がある．そしてエイジェントが投じるインプットが異なればプリンシパルの期待効

用も異なりうるので， インプット目標を提示するコントロールシステムと提示しないコント

ロールシステムは，異なる経済的帰結をもたらすと推察される．そこで，組織コントロールに

おいて， インプット目標を提示する意義を検討する必要がある．

インプット目標を設定するためにはコストが生じることが推察きれる．かかるコストとして

マニュアルやガイドラインのようにインプット目標を明文化するための作成コストや目標をエ

イジェントに理解させるための教育コストが想起される．専門的な知識や技術を要する業務，
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または顧客の嗜好や業界内の慣行など特殊な知識を要する業務に従事きせる場合には，それら

のコストは一層大きくなるであろう．そこで，かかるコスト負担を避けるために， インプット

目標の決定権をエイジェントに委譲することもできる2．現実にも，マニュアルやガイドライ

ンをエイジェントが作成することもある．

しかし， インプット目標の決定権をエイジェントに委譲すれば，エイジェントは自身の期待

効用を最大化するようにインプット目標を選択するであろう．そのため，選択きれる目標がプ

リンシパルの効用を最大化するとは限らない．例えば，過大な費用や過小な収益を見込んでス

ラックを形成することが想起される．そこで， インプット目標の決定もコントロールしなけれ

ばならない．

このように， インプット目標を設定するとき，その決定権をプリンシパルとエイジェントの

いずれが保有していてもプリンシパルにコストが生じる． したがって，組織コントロールにお

いて， インプット目標を設定する意義を検討する必要がある．

そこで本稿では，組織コントロールのためにインプット目標を定めるべきか否か，定めるの

であればその決定権をプリンシパルとエイジェントのいずれが有するべきかを計画コストとエ

イジェントの個人的属性の観点から論じる． これにより，例えばソフトウェアの製造におい

て，仕様書や工程表をプロジェクトリーダーとシステムエンジニアのいずれが示すべきか，あ

るいは建物や船舶の建造において，工程表を本社と現場監督のいずれが示すべきか，それとも

工程表を組織階層間で明示すべきではないのかを論じることができる．

本稿では， まずインプット目標を定めないコントロールシステムを考え， これを「プレーン

システム」と定義する．プレーンシステムは既存の業績管理会計の理論において用いられてき

たエイジェンシーモデルと同じである．それに対し， インプット目標を定めるコントロールシ

ステムを「インプット目標付き （コントロール）システム」と定義する．両者を比較すること

で組織コントロールのためにインプット目標を定めるべきか否かを検討することができる． さ

らに， 目標決定権をプリンシパルとエイジェントのいずれが有するかに応じて， インプット目

標付きシステムをトップダウンレジームとボトムアップレジームに分類する．

それぞれのコントロールシステムにおいて，プリンシパルは具体的に次のようなメカニズム

でエイジェントの意思決定に影響を及ぼそうとする．

本稿におけるプレーンシステム，すなわちこれまでの業績管理会計の理論においては，次の

ようなコントロールシステムを前提として議論していた． まず，成果は契約終了後に実現し，

プリンシパルはエイジェントの投じるインプットを観察不能であるとする．かかる条件下でプ

リンシパルは， 自身の希求する成果を得るために，エイジェントに適切なインプットを投じき

せなければならない．そこで，成果の代理変数となるようなアウトプットを測定し，それに連

動する報酬契約を提示すれば，エイジェントのインプット投入に影響を及ぼすことができる．

しかし，現実には，プリンシパルが報酬契約と同時にインプット目標を提示する，すなわち

インプット目標付きシステム（トップダウンレジーム）を用いることもある． このとき，プリ

ンシパルがエイジェントのインプット投入を観察できなくても，提示きれたインプット目標と

投じたインプットの差をエイジェントが認識できるのであれば，プリンシパルはインプット投

入に影響を及ぼすことができる．

また， インプット目標の決定権をエイジェントに委譲する，すなわちインプット目標付きシ

ステム（ボトムアップレジーム）を用いることもある． このとき，エイジェントは自身の期待

効用を最大化するようにインプット目標を選択するから， インプット投入選択に加えて目標選
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択に対しても影響を及ぼす必要がある．そこで，具体的にプリンシパルは’ 自身の意見を示す

と仮定する．そのため，エイジェントが，プリンシパルの提示する意見とインプット目標の乖

離，および決定したインプット目標と実際に投じるインプットの差を認識するのであれば，プ

リンシパルはインプット目標の選択とインプット投入に影響を及ぼすことができよう・プリン

シパルが観察できるのはアウトプットのみであるから，プリンシパルの決定問題は期待アウト

プットに依存する． トップダウンレジームにおいて， インプット目標と報酬契約の両者がエイ

ジェントのインプット投入に影響するから，プリンシパルにとって最適なインプット目標と報

酬契約の決定問題は相互に関連しあっている． また，ボトムアップレジームにおいては，プリ

ンシパルの意見と報酬契約の決定問題が相互に関連しあっている． さらにボトムアップレジー

ムにおいては， インプット目標もエイジェントの決定変数になるから, インプット目標の決定

もプリンシパルによるコントロールの対象となる． これらのことに注意しながら，本稿は’ 3

つのコントロールシステムを比較することを通じて本稿の目的を達成していく．

本稿は，以下のように構成される．第2節では，モデルの設定を説明する・第3節では， プ

レーンシステムにおける均衡を導出する．ただし， これはこれまで明らかにきれてきた分析結

果と同じである3．第4節では， トップダウンのインプット目標付きシステムにおける均衡解

を導出し， プレーンシステムと比較する．第5節では’ポトムアップのインプット目標付きシ

ステムにおける均衡解を導出する．第6節では’ 3つのコントロールシステムを比較し，最適

なシステムについて考察する．第7節では本稿を要約し’今後の展望を述べる．

2． モデルの設定

本稿は， 1期間シングルタスクのLENモデルを用いて分析を行う．プリンシパルはリスク中

立的であり，エイジェントはリスク回避的であるとする． インプット目標付きシステムを利用

する組織において，両者は，次のタイムラインにしたがって，行動を選択する．

時点2でエイジェントは, 1種類の努力eER+を投じると仮定する． eは，プリンシパルに

は観察不能である．努力を投じると，エイジェントはe2の疲労を感じるとする．エイジェン

トの努力によって最終的に実現する成果をズとする. EIM=eと仮定する． えは，企業に流入
するキャッシュフローなどと解釈できるが， これが実現するのは契約期間が終了した後である

と仮定する．契約期間内では検証できないから，報酬契約には利用できない．その代わりに時

点2の後，プリンシパルは，検証可能なアウトプット尺度として, 7=e+§を入手できると仮

図l インプット目標付きコントロールのタイムライン

時点1 時点2

ﾄｯブ〃臺附つ辮曹一蝋菫純、ｼ時点ヨ
ダウン る標を提示する 契約に従い報

＝ｲジｪﾝﾄがｲﾝ／響が支払われ時点1 時点2

辨団縦獣摺聲-→プシﾄ目標を申告
の意見を伝える し，努力を投じる

時点0

プリンシパルが

トップダウンかく
ボトムアップか

を選択する
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定する． ジは，測定ノイズ息～Ⅳ(0,ぴ2)の影響を受けると仮定する. yは，会計上の純利益や営
業利益と解釈することもできるし,ROEやROAなどの収益性の指標と解釈することもできる．

報酬契約は，時点lでプリンシパルが提示する． これは，線形関数w(7)=q+βｱであると仮

定する． αが固定給であり， βがインセンテイブ係数である．エイジェントは報酬w(7)を得

て，契約が終了する．

次に，プリンシパルの効用関数UPとエイジェントの効用関数[ﾉAを

UP=え－w(7)-Ks2 (1)

UA=-exp[-r(w(7)-e2－入(I-s)2-e(s-e)2)] (2)

と定義する. sER+は，エイジェンシー間で合意きれたインプット目標である. e(s-e)2は，
インプット目標から乖離する努力を投じることでエイジェントが心理的なコストを負うことを

示している．心理学において，人は，他人との合意に反したとき心理的なコストを被ること

(Thngneyetal.,1996;有光,2007)やその感じ方の程度が個人によって異なること(Harderetal.,

1992)が知られている．本稿では， トップダウンレジームでは，契約締結時にエイジェントがs

を承諾しており，ボトムアップレジームではエイジェントがsを設定し， プリンシパルに申告

するため，それに反することは背任行為であるとエイジェントが自覚することによって罪悪感

や蓋恥心のような負の感情を抱くことを仮定する. eER+を「目標遂行意欲」と呼ぶ． これ

は， インプット目標から乖離する努力を投じることを嫌悪する程度に関する個人的属性である

と定義する． また, IER+は，プリンシパルの意見である．エイジェントがプリンシパルの意

見と異なるインプット目標を申告(I≠s)しても，プリンシパルはそれを受諾することを仮定し

ているが，エイジェントはプリンシパルにその理由を説明する必要がある．そこでエイジェン

トは, Iと異なるsを申告することを濤曙い, i(J-s)2の心理的なコストを負うと仮定する4.
1ER+を「計画整合性向」と呼ぶ． これは，プリンシパルの意見から乖離するインプット目標

を申告することを嫌悪する程度に関する個人的属性であると定義する．そしてKER+を「計

画コスト係数」と呼ぶ． (1)式および(2)式に基づいて，本稿で比較する3つのコントロールシ

ステムを表現することができる．

具体的にトップダウンレジームとボトムアップレジームでは次の3点が異なる．第’に，

トップダウンレジームではsがプリンシパルの決定変数であると仮定するのに対し，ボトム

アップレジームではsがエイジェントの決定変数と仮定する点である．第2に， トップダウン

レジームではK>0と仮定するのに対し，ボトムアップレジームではK=0と仮定する点であ

る． したがってプリンシパルは， トップダウンレジームのときKS2のコストを負うのに対し，

ボトムアップレジームでは負わない．第3に， トップダウンレジームではIとsを区別しない

(I=s)と仮定するのに対し，ボトムアップレジームではIとsを区別すると仮定する点である．

したがってエイジェントは， トップダウンレジームでは入(I-s)2のコストを負わないのに対し
てボトムアップレジームのとき入(I-s)2のコストを負う可能性がある．
第2と第3の相違が生じる理由は次のように説明できる． トップダウンレジームでは，プリ

ンシパルがsを決定するから，エイジェントに目標を理解させるために専門知識を得たり，実

行可能であるか情報収集をして，必要に応じてマニュアル化しなければならない．そのためプ

リンシパルにKS2の計画コストが生じると仮定している．業務範囲の拡大や責任の増大につれ

て投じきせるべき努力が増えると， 目標決定の困難ざが逓増することを仮定している．一方，
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ボトムアップレジームでは, Sは，エイジェントが決定し，プリンシパルは意見Iを述べる．

そのためK=0となる． また, Iは単なるプリンシパルの意見であるので，プリンシパルは，

専門知識を得たり，実行可能であるか情報収集をして，マニュアル化する必要がない．そのた

め， ノの形成に関してプリンシパルはコストを負わない．そして， トップダウンレジームにお

いては, Iは提示きれない．そのため，エイジェントにとってI=sであるからエイジェントは

i(1-s)2のコストを負わない．
自己イメージからの乖離コストを二次関数で表現するモデル設定は,AkerlofandKranton

(2005),BmggenandMoers(2007),FisherandHuddart(2008),Heinleetal. (2012),およびStevensand

Thevaranjan(2010)など様々な論文で見られ，本稿に特有のものではない． しかし本稿では， イ

ンプット目標というプリンシパルが内生的に定めるイメージとの乖離を論じている点， また，

ボトムアップレジームも考慮している点で先行研究とは異なる．

以上がモデルの設定である．結局，プリンシパルの決定変数は， ノ,αおよびβであり，エイ

ジェントの決定変数は, eである． sは， トップダウンレジームにおいてはプリンシパルの決

定変数となり，ボトムアップレジームにおいてはエイジェントの決定変数となる．得られる均

衡解は，計画コストならびに計画整合性向および目標遂行意欲といったエイジェントの個人的

属性に依存する．本稿では，計画コストとエイジェントの個人的属性の観点から， インプット

目標を定める是非や， インプット目標決定権の分権化の是非を論じていく．

3． ブレーンシステム

まず， インプット目標を定めない， プレーンシステムを考える．プレーンシステムとイン

プット目標付き （コントロール）システムを比較することで，組織コントロールのためにイ

ンプット目標を定めるべきか否かを検討することができるからである．プレーンシステムは

ノもsも選択されず一切コミュニケーションを行わないケースを描いている． したがってI

とsの乖離やsとどの乖離は生じる余地がないので，エイジェントの個人的属性に関わらず

凡(ノーs)2=e(s-e)2=0とみなしてよい‘ また，計画コストも生じないので, Ks2=0となる．
つまり，プレーンシステムは，業績管理会計において用いられてきた既存のエイジェンシーモ

デルと同じである．そこで，バックワードに問題を考えて，エイジェントの期待効用最大化問

題から解く．エイジェントの問題は， (3)式である．

givenqandβ叩x〃=ﾉ-exp[-"(w(7)-e2)]r(y)@jy (3)
この解をe*とする．誘因両立制約(IC)条件はe==e*であるから，プリンシパルが解くべき問

題は，

maxEUP(e*)=e*-EIw(')le*1 (4)
β

‘u句剛｡〃(.")､-exp'-'("(')-e:M肋≧唾 （3）
となる．必は，エイジェントの留保効用である．留保賃金を0と仮定する． ここから，補題

lが得られる5．
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補題’ プレーンシステムにおいてエイジェントが選択する努力e*, プリンシパルが提示する

インセンテイブ係数β*および固定給α*ならびにプリンシパルの期待効用E[/霧は，

l l -1+27;w,":-:"‘('+加2)鯉, βUf=：′”
l

e*=2(1+2ro2)' β螺=T幸万万百, q*==

である．

この解は，契約理論における伝統的な議論と整合的である． ′o2が増大するとβ*が減少し，

e*も減少することから， リスクとインセンテイブのトレードオフが生じていることがわかる6.

きて，補題lはプリンシパルにエイジェントの努力選択が観察不能であることを仮定してい

るが，エイジェントの努力選択が観察可能であるとすればどのような結果が得られるであろ

うか．導出過程は省略するが， これも契約理論における伝統的な議論と整合的に，いわゆる

｢ファーストベスト解」が得られる．すなわち，添え字をFBとすると，プレーンシステムにお

いてエイジェントの努力選択が観察可能であるとすればエイジェントが選択する努力eFB,プ

リンシパルが提示するインセンテイブ係数βFBおよび固定給αFBならびにプリンシパルの期

待効用EUFBは, eFB=1/2,pFB=0,dFB=1/4,EUFB=1/4である．
プレーンシステムのもとで得られた結果をベンチマークとして， インプット目標の提示が，

組織コントロールに資するかを論じる．

4． トップダウンレジーム

4.1均衡の導出

本節では， トップダウンのインプット目標付きシステムを利用する場合を考える．すなわ

ち， プリンシパルがインプット目標を決定するケースである．プレーンシステムと同様にバッ

クワードに問題を解くと， まずα,βおよびsを所与として，エイジェントの期待効用最大化

問題を解くこととなる．エイジェントの期待効用を最大化する最適な努力選択をeropとする．
eropは, IC条件となる．プリンシパルの問題は，

畷〃P(er｡p)=ei｡p-K82-EIw(7)|ei｡p] (6)

subiecttow4(',")､-exp[一'(w(7)-e見,－e(s-e『･')2)1/(肋≧。 （7）

である．個人合理性(IR)条件は,CEA=0とできる． これを解くと，補題2が得られる．

補題2 トップダウンのインプット目標付きシステムを利用する場合に得られるエイジェント

が選択する努力erop,プリンシパルが提示するインプット目標Srop' インセンテイブ係数βrop

および固定給"opならびにプリンシパルの期待効用朋昆"は，

K+8+2"82o2

ZAIA1 'srop=孟側"=:士伽"=(K+e+2'〃)(A'-2)〃見p:=÷ro"erop:=
4AIA2

である． ただし, A1三l+2r(1+8)o2,A2=Ke+K+6である．
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補題2より， インプット目標とエイジェントの投入する努力の差は, S叩一e,"p=(2reo2-
K)/2AIA2となる． したがって，プリンシパルの計画コスト係数がK>2J"eo2となったときに，
エイジェントは目標よりも大きな努力を投じる． 目標をこえる努力水準を選択しなければ，エ

イジェントの効用を最大化させる成果を期待できないからである． また極端な場合, Kが無限

大になれば，

1 1

#iW!｡'=0'"e"'=2('=e)A, '慨即見,=4(1+e)A, （8）

が成立する．すなわち, K→｡｡のとき，プリンシパルは，エイジェントと契約を締結したにも

かかわらず，何もしなくても良いというインプット目標を提示する7． しかし，エイジェント

はインプット目標をこえる努力を投入する. srop=0であれば努力eを’単位増やすことでエ

イジェントには2(1+e)eの限界コストが生じるが，限界期待報酬がそれを上回る限り努力を
投じるからである．そして，エイジェントがインプット目標をこえる努力を投じることで， イ

ンプット目標通りに行動する場合よりもプリンシパルは高い効用を得ることができる． このと

きもエイジェントはプリンシパルのためではなく，あくまで自己の効用を高めるために目標か

ら乖離していると解釈すべきである．補題2から，エイジェントがインプット目標に従わない

ことがむしろプリンシパルにとって望ましい場合があること，そして，エイジェントがイン

プット目標よりも大きな努力を投じる場合があることがわかる．

次に，補題2で得られた均衡と目標遂行意欲との関係を確認したい．

補題3

(1) プリンシパルが選択するインプット目標は, 8に対して単調増加する．

（2） インセンテイブ係数は， 8に対して単調減少する．

（3）努力およびプリンシパルの期待効用は, 8<e*のときeに対して減少し, 8>e*のとき

eに対して増加する．

ただし,&三念である
均衡解は， 目標遂行意欲に対して単調な関数ではない． e*よりも目標遂行意欲が低いときに

は， 目標遂行意欲が低いほどプリンシパルにとって望ましい．言いかえると, 8=e*のとき，

プリンシパルの期待効用は最小になる．

また， 目標遂行意欲が高いほどプリンシパルは高い努力水準を要求する． 目標遂行意欲が高

いほどエイジェントがインプット目標に近い行動をとるようになるため，プリンシパルはそれ

を織り込んでs岬を高めて， より高い努力を誘引するからである． このため， 目標遂行意欲が
高いほど報酬を業績に連動させることで努力を誘引する意義が小さくなり， インセンテイブ係

数βropを低くすることもできるようになる．すなわち， インプット目標付きコントロールシス

テムを用いるときにはリスクとインセンテイブのトレードオフが緩和することがわかる. pr｡"
の低下は，プリンシパルが支払うリスクプレミアムを引き下げることになるため，プリンシパ

ルの期待効用はエイジェントの目標遂行意欲が高いほど大きくなると説明することができる8．

一方， 目標遂行意欲が低いことは，エイジェントがインプット目標に従いにくいことを意味

している．その場合，高い努力水準を要求するインプット目標は， コストに見合わない．高い

努力を要求するインプット目標を設定するためには高い計画コストが生じ，エイジェントがイ

ンプット目標から乖離した努力を投じればそのストレスを補償するコストも生じるからであ
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る． むしろ，あえて低いインプット目標を与え，エイジェントがインプット目標を超える努力

を投入することを期待した方が良い． 同時に， インセンテイブ係数を高めて努力を動機付けな

ければならない． そのため, S叩は, 8に対して単調増加し,A｡pは, 8に対して単調減少す
るのである．

ただし， 目標遂行意欲が9*近辺のときは， インプット目標の水準が高くてもエイジェント

はそれより低い努力を投じることを厭わない．そこで，低い水準のインプット目標を与えると

それを鵜呑みにしてインプット目標に近い行動をとってしまう．そのため，＆近辺のプリン

シパルの期待効用は最小となる． したがって， 目標遂行意欲が高いことが，必ずしもプリンシ

パルにとって望ましいとは言えない場合がある． また, et｡"＝鋤｡"_(2j･eo2-K)/2AlA2である
ことから, 9<e*のときeiop>Sropとなり, 8>akのときe!op<Sropとなることも確認できる．
実際の投入努力よりも高いインプット目標を提示できるとき， 目標遂行意欲が高いほどプリン

シパルにとって望ましい．

4.2プレーンシステムとの比較

トップダウンのインプット目標付きシステムを利用する際，プリンシパルは，契約を締結す

るためにe(s-et｡p)2を報酬として負担し， ざらに計画コスト価2も負担している．一方で，補
題3(2)は， インセンテイブ係数が, 8に対して単調減少することから， インプット目標付きシ

ステムを採用するとリスクプレミアムを削減することができることを示している．そのため，

プレーンシステムと比較して， トップダウンのインプット目標付きシステムを利用することが

望ましいかは必ずしも明らかではない． そこで，即昆"〉即fとなる条件を示したのが命題1
である．

命題1

(1) (i) K<脇のときは，プレーンシステムよりもトップダウンのインプット目標付きシス

テムを利用する方が望ましい(EUI;">EUf)
(ii) K>脇のときは， トップダウンのインプット目標付きシステムよりもプレーンシス

テムを利用する方が望ましい(剛昆,〈〃#）

4r2804

なお'脇三l+47ぴ2+2reo2である．

(2) K<鴎のとき，常に肥U見,/38>0が成立する．

命題1(1)は’ インプット目標を利用しない方が， トップダウンのインプット目標付きシス

テムを利用するより望ましい場合も存在することを示している．具体的には，計画コスト係数

がK>臆のときである．計画コストが高いとき， インプット目標を設定しない方が良いこと

は，直感に合致する結論であろう．

また，命題1(2)は, K<脇のとき，すなわちトップダウンのインプット目標付きシステム

を利用することが望ましいときには常に， 目標遂行意欲が高まることがプリンシパルにとって

望ましいことを示している． したがって，プリンシパルが自身の期待効用を最大化するような

選択をするのであれば，補題3(3)で示した， 目標遂行意欲が高いことがプリンシパルにとっ

て望ましくないケースは，生じないことを意味している‘

69



－一=一

管理会計学第26巻第1号

図2EU見,とEUfの比較
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最後に，命題lの結果を目標遂行意欲の観点から数値例で示す. 7･=1,0=1,K=0.5と

する．

本数値例のもとでは， 8*＝0.25となるから，即見pは0<8<0.25で8に対して減少し，
0.25＜8で増加することがわかる． また,"=48/(5+28)であるから, KN<=0.5となるのは，

e=0.833のときである． したがって, 8>0.833のときに, EU児"〉剛fが成立する． この範
囲では3EUI;"/38>0が成立していること， また， 目標遂行意欲が十分に高いときにインプッ
ト目標を設定することが望ましいことも確認できよう．

S・ ボトムアップレジーム

本節では，ボトムアップのインプット目標付きシステムを利用する場合を考える．すなわ

ち，エイジェントがインプット目標を決定するケースである. K=0であることに留意して，

(3)式および(4)式を用いてバックワードに問題を解くと， まずα,βおよびノを所与として，
エイジェントの期待効用を最大化するeおよびsを求めることとなる． トップダウンレジーム

においてもα,6,eおよびsを求めているが，それを用いるのではなく， レジームごとに異な

る均衡を導出する．そこで，エイジェントの期待効用を最大化する最適な努力選択を26, イン

プット目標の申告値をSbとする，次に，プリンシパルは, IR条件を制約としてEUP(eb,sb)を

最大化するようなα,βおよびIを求める． この結果，補題4が得られる．

補題4ポトムアップのインプット目標付きシステムを利用する場合に得られるエイジェント

が選択する努力e6およびインプット目標Sb,プリンシパルが提示する意見jb， インセンテイ

ブ係数βbおよび固定給α6ならびにプリンシパルの期待効用即『は，

e+4+2*'", ,'=;-¥'I,=;, ''-¥,
1 γeo2

，β ， ‘‘=Z－Tルー;, β‘=半，eb==

r(8+')2･3;gz-LggL+r''=8+ji)o｡"":=:@'，B‘ ↑即:=券，α6＝
B2
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である． ただし, B=9+1+2r(91+e+1)o2である．

ボトムアップレジームにおいて，プリンシパルは計画コストを負担する必要がなく， 自身

の希望を自由に伝えられる．あの決定メカニズムは次のように説明できる. Iを提示する限界

費用は期待報酬の増分であるから, (A.16)式より3EIw(7) leb,sb}/31=28"/(e+4+61)であ
る. 8や入が大きくなるとエイジェントはIと，の乖離やsとeの乖離を小さくしようとする

ので, Iを提示する限界費用は小きくなる． また， ノとsの乖離コスト関数は2次関数を仮定し

ていたのでJを提示する限界費用はIに関して増加関数となる．一方， ノを提示する限界便益

は努力の増分であるから(A.16)式より3eb/3I=01/(e+1+94)である. eや入が大きくなる
とエイジェントはIとsの乖離やsとどの乖離を小さくしようとするので, Iを1単位増やす

ことによる努力の増分は小さくなる． プリンシパルは限界費用と等しくなるまでIを高くする

ことができる．その結果lb=1/2となる. li,=sI,=ebとなれば，第3節で示したファーストベ
ストの努力水準が実現することになるから，直感にも合致する結果である．均衡解がエイジェ

ントの個人的属性に影響を受けないのは，本稿ではlを提示する際にプリンシパルがコストを

負わないと仮定してため, Iを提示する限界費用や限界便益がエイジェントの個人的属性に関

して同水準の影響を受けていたからである． トップダウンレジームのようにIを提示する際に

プリンシパルが追加的コストを負うのであれば, Iの提示に関する限界費用と限界便益にエイ

ジェントの個人的属性が与える影響は非対称になり， ノルの選択においてエイジェントの個人的

属性も関連するようになる9．

次に，補題4の比較静学の結果を補題5でまとめている．

補題5

(1)エイジェントが選択するインプット目標は, 8に対して単調減少し， 入に対して単調増

加する．

（2） インセンテイブ係数は, 9および入に対して単調減少する．

（3）努力および期待効用は, 0および入に対して単調増加する．

補題5は， ボトムアップレジームにおいて，エイジェントが選択するインプット目標および

実際の努力投入量， ならびにプリンシパルが選択するインセンテイブ係数が，計画整合性向

(入)および目標遂行意欲(9)に対して単調に増減することを示している． インセンテイブ係数

は, eおよび入に対して単調減少することから，補題2と同様にインプット目標付きコント

ロールシステムを用いるときにはリスクとインセンテイブのトレードオフが緩和することが

わかる10.プリンシパルの期待効用はeおよび入に対して単調増加する． したがって，補題5

は, 9および入の増大が，総じてプリンシパルにとって望ましいことを示している．

入が増大すれば，プリンシパルの意見と乖離する目標を申告するとエイジェントのストレス

が大きくなる. sb<lbであるから， 入が増大すれば, Sbを高く設定しようとする．次に補題3

は， トップダウンにおいて, 9が高いほどプリンシパルが高いインプット目標を設定できる

ことを示していた一方，補題5は，エイジェントに目標決定権があるとき, eが大きいとき

に， 目標を低く設定することを示している．なぜなら目標を達成できないときにエイジェント

は大きなストレスを負うからである．そのため， 「保守的な」目標申告になる．ボトムアップ

レジームでは, S6が， 入とeのトレードオフの中で設定される．

以上がボトムアップレジームの均衡解とその性質である．ボトムアップレジームにおいて，
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プリンシパルは計画コストを直接的に負担しない． しかし，エイジェントにはプリンシパルの

希望に沿う目標を策定するコストが発生し，プリンシパルが報酬を通じてそれを間接的に負担

している．そのうえ，策定きれる目標は， トップダウンでエイジェントが示す目標と同じとは

限らない．そのため， トップダウンレジームとボトムアップレジームのいずれが望ましいのか

明らかではない．そこで，次節では両者を比較し， どのような場合にいずれが望ましいのかを

明らかにする．

5．最適なコントロールシステム

本節では， インプット目標を設定する是非とエイジェントに申告させる是非をプリンシパル

の期待効用の観点から論じる． これまでの分析から，それぞれのコントロール方式の均衡解が

得られた．その比較結果をまとめたのが命題2である．

命題2

(1) プレーンシステムよりもポトムアップのインプット目標付きシステムを利用する方が常

に望ましい. (EU:>EU:)
(2) Kf<Kのときは，ポトムアップのインプット目標付きシステムを利用することが最適で

あり （即:〉剛児p>EUfまたは〃;>EUf>EUI;"), 'ci>Kのときは， トップダウ
ンのインプット目標付きシステムを利用することが最適である(即見,〉即:〉剛:)．

4r28204

なお'崎三B+2r(1+6)02(e+4+2r(1+e)凡o">0である．
(3) xi<Kのとき，決定されるインプット目標は， トップダウンよりもボトムアップの方が

大きくなる(srop<sl,).

命題2(1)は，ボトムアップレジームを考慮するとき，プレーンシステムよりもインプット

目標付きシステムを利用すべきであることを示している11. また，命題2(2)は，プリンシパ

ルの計画コスト係数を閾値として， トップダウンレジームとボトムアップレジームのいずれを

用いるべきかが区別されることを示している． この結論は， トップダウンで目標を提示する組

織とポトムアップで設定させる組織が併存しうることを説明している．そして，命題2(3)は，

トップダウンレジームよりもボトムアップレジームが望ましいとき， トップダウンでプリンシ

パルが設定するインプット目標よりもボトムアップでエイジェントが設定するインプット目標

の方が高い水準になることを示している，ただし, Siop<S6となるためのKの閾値は，崎より

も小さい．そのため, Stop<Sbであっても常に肋:>EU晃"になるわけではない．
最後に，プリンシパルの計画コスト係数の閾値(崎）とエイジェントの目標遂行意欲および計
画整合性向との関連性を示したのが命題3である．

命題3時は， 8が高いほど上昇し， 入が高いほど低下する．

命題3は， トップダウンレジームとボトムアップレジームの決定要因が，エイジェントの個

人的属性とどのように関連するかを示している． 目標遂行意欲が高いか，計画整合性向が低い
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ほどトップダウンレジームが最善になる範囲は拡大する． これは，補題3および補題5で示し

たように， トップダウンレジームでは目標遂行意欲が高いほどプリンシパルは高い目標を設定

できる一方で，ボトムアップレジームでは目標遂行意欲が高いほどエイジェントの選択する目

標が低下し，かつ計画整合性向が高いほどエイジェントの選択する目標が上昇するからであ

る．高いインプット目標を設定することができれば，プリンシパルの期待効用は上昇する12.

そのため, 3'ci/30>0,3Kr/"<0が成立する． トップダウンレジームとボトムアップレジー
ムの決定要因は，エイジェントの個人的属性と設定されるインプット目標の関連性，そしてそ

れによってプリンシパルの期待効用が増減することによって説明できることを示している．

言いかえると命題3は，エイジェントの目標遂行意欲が高くても安易にボトムアップレジー

ムを選択すべきではないことを示している．むしろそうしたエイジェントにこそ「自主性」を

与えるのではなく， トップダウンでインプット目標を提示することがプリンシパルにとって望

ましい．

会計学では，伝統的に参加的決定によって組織に対するエイジェントの凝集性が高まると説

明されるから13,本稿でいう目標遂行意欲が低い組織にボトムアップレジームを導入すること

が推奨されているように見受けられる．本稿の結論は，かかる主張と整合的であるが，結論の

根拠が異なっている． なぜなら，伝統的な議論は，プリンシパルが選択するコントロールシス

テムがエイジェントの「意欲」と因果関係があることが結論の根拠とされている一方で，本稿

は，そもそも目標遂行意欲のような個人的属性が外生変数であると考えているからである．

そのうえで本稿は， 目標遂行意欲が低いエイジェントに目標を設定させた方がプリンシパル

の意向に沿うような目標を設定しがちであるということ，そして意欲が低いために設定した目

標通りに遂行しない一方で完全に無視する行動もとらないため，相対的にプリンシパルの望む

成果が得られる可能性が高まることを説明している． この意味で，組織の分権化の議論に対し

て新たな視点を提供したといえる．

本稿の結論は具体的に， ソフトウェアの製造において，工程表や仕様書をプロジェクトマ

ネージャ(PM) とシステムエンジニア(SE)のいずれが示すべきか，あるいは建物や船舶の

建設において，工程表を本社と現場監督のいずれが示すべきかなどは，直接的には計画コスト

係数時に閾値に依存することを示している．例えば，プログラマーの経験のあるPMはKが
低く，営業の経験しかないPMは, Kが高いであろう． したがって，プログラマーの経験のあ

るPMは， トップダウンで工程表を示す方が良い． しかし， 崎は, 9と入に影響を受けるか
ら, Kが業務の専門性とすると，業務特性のみならずエイジェントの個人的属性によっても適

切な組織マネジメントの方法は異なる．そのため, Kが低くても， 目標遂行意欲の低いSEに

は，工程表を作成きせた方が良い．かかるSEは，何日も徹夜しなければ完了しないような工

程表を作成し，その通りに行動しないので計画に狂いが生じてしまうおそれがある． しかし，

完全に計画を無視するわけでもないので, PMが工程表を示すより望ましい場合がある．

また，次のように議論に応用することもできる．同一組織内でなくても，例えば公共事業等

を発注した際，発注者の意見通りに工事計画を策定する業者がいるかもしれない． しかし残念

ながら，かかる業者は目標遂行意欲が低い，すなわち最初から計画通りに行動するつもりがな

い可能性を懸念しなければならない．すると例えばオリンピックなどのイベントまでのイン

フラ整備に計画よりも遅れが生じるかもしれない．ではそれが失敗かというとそうではなく，

トップダウンで建造を委託するよりも相対的に望ましい成果を得られている可能性もある．

最後に，命題2および命題3を数値例によって確認したい． まず, r=1,o=1,K=1=0.2
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図3最適な組織コントロールシステム
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としたとき，各コントロールシステムのもとでのプリンシパルの期待効用と目標遂行意欲との

関係は，図3のようになる．

図3からもプレーンシステムが最善になる場合はないことがわかる．次に,r=1,o=1,8=1

としたとき, Kおよび入とトップダウンレジームかボトムアップレジームかの選択は，図4に

なる．

崎は， スに対して単調減少している．いずれも，命題2および3の主張と整合的であること
が確認できよう．

7．結論と今後の課題

本稿は，組織コントロールのためにインプット目標を定めるべきか否か，定めるのであれば

その決定権をプリンシパルとエイジェントのいずれが有するべきかを計画コストとエイジェン
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トの個人的属性の観点から契約理論に依拠して論じることを目的とした．すなわち，会計学で

展開きれてきたコントロール理論に，心理学的な要素を加味することで既存の議論の拡張を試

みた．

心理学における研究を援用すれば， インプット目標から乖離する努力を投じることを嫌悪す

る個人的属性をエイジェントが有する可能性があると推察きれる．本稿ではこれを「目標遂行

意欲」と呼んだ． しかし， インプット目標を設定するためにはコストが生じることが推察され

る．例えばインプット目標を明文化するための作成コストや目標をエイジェントに理解させる

ための教育コストである．一方， インプット目標の決定権をエイジェントに委譲すると，エイ

ジェントは自身の期待効用を最大化するようにインプット目標を選択するであろう．そこで，

プリンシパルは，意見を示すことで目標選択に対しても影響を及ぼすと仮定した．プリンシパ

ルの意見から乖離する目標を申告すれば，プリンシパルにその理由を説明する必要があるた

め，エイジェントはプリンシパルの意見から乖離するインプット目標を申告することを嫌悪す

る個人的属性を有する可能性がある．本稿ではこれを「計画整合性向」と呼んだ． このよう

に，計画コストとエイジェントの個人的属性の観点をモデルに組み込み，分析を行った．

分析の結果，以下の諸点が明らかになった． まず，計画コストを閾値として， インプット

目標をトップダウンで定めるよりもインプット目標を定めない方が良い場合が存在する（命

題l). しかし，ボトムアップレジームも考慮できるときには， インプット目標を定めるコン

トロールシステムが常に望ましい（命題2(1))． これは，伝統的な契約理論に依拠したモデル

であるプレーンシステムにおいて生じるリスクとインセンテイブのトレードオフを， インプッ

ト目標付きシステムにおいては緩和できることが起因している． また， プリンシパルの計画コ

スト係数を閾値として， トップダウンレジームとボトムアップレジームのいずれを用いるべき

かが区別される（命題2(2))． この結論は， なぜトップダウンで目標を提示する組織とボトム

アップで設定させる組織が存在するのかを説明している． さらに， 目標遂行意欲が高いか，計

画整合性向が低いほどトップダウンが最善になる範囲は拡大する （命題3)．すなわち，エイ

ジェントの目標遂行意欲が高くても安易にボトムアップレジームを選択すべきではないことを

示している． むしろそうしたエイジェントにこそ「自主性」を与えるのではなく， トップダウ

ンでインプット目標を提示することがプリンシパルにとって望ましい．

会計学では，伝統的に参加的決定によって組織に対するエイジェントの凝集性が高まると説

明されるから，本稿でいう目標遂行意欲が低い組織にボトムアップレジームを導入することが

推奨されているように見受けられる．本稿の結論は，かかる主張と整合的であるが，結論の根

拠が異なっている．そもそも本稿は， 目標遂行意欲のような個人的属性は，外生的なものであ

ると考えているからである．むしろ本稿は， 目標遂行意欲が低いエイジェントに目標を設定さ

せた方がプリンシパルの意向に沿うような目標を設定しがちであるということ，そして意欲が

低いために設定した目標通りに遂行しない一方で完全に無視する行動もとらないため，相対的

にプリンシパルの望む成果が得られる可能性が高まることを説明している． この意味で，組織

の分権化の議論に対して新たな視点を提供したといえる．

今後の課題は， インプット目標からの乖離コストが上下非対称になるようなケースを検討す

ること，マルチタスクのケースへ展開すること，そして実証研究や実験研究を通じて，本稿で

挙げた個人的属性が実際に人間行動に影響を及ぼすか否かを検証することである． これらは別

稿を期したい．
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注

1
Loewenstein(2007)は，標準的仮定を緩めた意思決定モデルを， 「エキゾチックな選好」を

持つ意思決定モデルと呼んでいる． これまで考慮されてきた「エキゾチックな選好」につ

いて，伊藤(2015)およびRabin(2002)によって分類されたものの1つが「自己イメージを

考慮するモデル」である．会計学においては，例えばBruggenandMoers(2007),Heinleetal.

(2012)およびStevensandThevaranjan(2010)の研究が挙げられる．

BaimanandEvans(1983)やJensenandMeckUng(1995)で展開される議論が代表的である．

例えば佐藤(2009)を参照されたい．

本稿では，プリンシパルの意見と乖離するインプット目標を申告するコストのみを考慮し，

エイジェントがインプット目標を作成するための計画コストはゼロに基準化する．

本稿で示す補題および命題の証明はAppendixを参照されたい．

ro2→0のとき， フアーストベストの努力水準g*今1/2と期待効用E【/f→1/4が実現す

る． このとき， β*→lである．

プリンシパルは，エイジェントの行動を予測して合理的な帰結としてインプット目標を提

示している． 「努力を投じるな」というインプット目標もエイジェントがそれをこえて努力

を投じることを予測しているため，プリンシパルは合理的な主体である．

8→｡｡のとき， ファーストベストの努力水準erop→1/2と期待効用朋尾,→1/4が実現す
る． また， プレーンシステムとは異なり報酬を通じたインセンテイブを与える必要はなく，

凸｡p→0である．
プリンシパルの意見ノを提示するため例えば〃2のコストがかかるとする． 似は例えば

CEOの発言力などを反映している． このとき， ノル=81/2[18+"(4+e+M)1が得られ，プ
リンシパルが提示する意見は補題4の結果とは異なり，エイジェントの個人的属性(eお

よび凡）から影響を受け，かつlb<eFBとなる．

e→｡｡,入今｡｡のとき， フアーストベストの努力水準eb→1/2と期待効用別:→1/4が実
現する． このとき， βb→0である．

現実には， インプット目標を定める組織と定めない組織が存在するであろう． これは，本

稿でプリンシパルが自身の意見を形成するコストがゼロであることに起因している． この

ときには， インプット目標を申告させることが常に望ましい．

補題2より,即見p=sI｡pI(K+e+2re2o2)/28A'1であるから3剛〃3srop>0である. ま
た,補題4より, s6=(0+4+2'肋2+2r"o2)/2Bであるから, sb=2EI/:+r入。2/B. よっ

て, EU:=&(sb-r几｡2/B)であるから, 3EUI;p/3sb>0である．
例えば佐藤(1993)や小菅(2010)を参照きれたい．

２
３
４

５
６

7

8

9

10

11

12

13
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Appendix

補題1の証明

(3)式は，

EUA=_eXpI_r(q+6e_e2_0.5r6202)1 (A.1)

と変形できる． そのため，確実性等価をCEAとおくと, EUA=UA(cEA)であるから，

CEA=q+6e-e2-0.5'･6202 (A.2)

となる． したがって, 3CEA/3e=0を整理すれば, e*=0.5βである．次に，留保賃金を0とす
ると, IR条件はCEA=0とできるから，プリンシパルが解くべき問題は，

⑪棚UP(e*)=皇-(:)2-0"'｡' (A.3)
β

となる. 3EUP(e*)/3B=0を整理すると, 6*=(1+2ro2)-'が得られる． また， α+6e=
e2+0.5r62o2であることからα*が得られる．得られた各均衡解を代入すれば, EUWが得られ
る． （証明終）

補題2の証明

（6）式のプリンシパルの期待効用を最大化するインプット目標Sropを得るには，

3EUP(er｡")/as=0を整理すればよく , EUP(e,.", s!｡")を最大化するインセンテイブ
係数β‘｡〃を得るには, 3EUP(er"", si｡,,)/36=0を整理すればよい． ここで得られる，
(sr｡",角｡p)=(e/12(8K+e+K)1' 1+2ro2/(1+9))は，

3EUP(s,61e,") | _3E[/P(s,恥｡LZ| =0 (A4)＝二

3s 3β
(s,6)=(sI",,,‘｡"） (s,6)､s1.脚‘｡"）

を満たすから， これが極大値になっていることを確認するために，ヘッセ行列の第，次と2次

の首座小行列式を求める． なお, (s,6191｡,)は省略している．

|¥|M,､伽ﾙﾙ -2(､旱百+'c)<' (A.5)

〆"' 〆"′ ‐2(壱十賑） ‘+池,〆
0

5藤三蔀 >0 (A.6)
0

(s,6)=(s!op,ハ｡"）ア両了 一耐ず－ 2(1+8)

したがって, (si｡p,pr｡p)=(e/{2(eK+e+K)1,1+2ro2/(1+e))は極大値をとる．

α＝~βroper｡"+ei,"+6(si｡"-e,｡")2+0.5'･鴎"ぴ2であることから,"opが得られる． ここまで
で得られた各均衡解を代入すれば,即尭,が得られる． （証明終）

補題3の証明

(1)

3s""
■■■■■■■■■■■■■■■■

38

K

＞0 (A.7):＝＝

2(8K+e+K)2
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(2)

2ro2
一
一

〃
ｇ

ｏ

８

凸
３

３
(A.8)＜0

(1+2r(1+e)o2)2

(3)

，朋昆'一(-辮鵜鵜鶚)襟),鶚=2等’38

である． したがって, K>2reo2のとき負, K<2reO2のとき正になる．

(A.9)

(証明終）

命題1の証明

(1)

8(K+4rKO2+2reKo2_4r28o4)
剛晃p－〃f=-4(e*=W=="¥+==*6.2)

となる． したがって，

(A.10)

41･2eo4
(A.11)

1+2r(2+e)02>K

のとき，剛晃'一別#〉0である．逆に4r2904/ll+2,(2+e)021<KのときE[/尾'一
EUf<0である．

(2)補題3(3)より, K<2reo2のとき8即昆p/88>0となる. 4r2804/11+2r(2+e)o21_
2"eo2〈0であるから， (1)が成立しているとき，常に3肋昆"/38>0となる．

（証明終）

補題4の証明

まずエイジェントが解くべき問題は，

§ivenq,6andI,嚥卯=/-exp{-,(w(y)_e2_1(I_s)2_8(s_e)2)}/(y)dy (A.12)
によって導かれる．エイジェントの確実性等価は，

CEA=q+6e-e2一入(ノーs)2_e(s_e)2_0."2o2 (A.13)

となるボトムアップでｴｲプｪﾝﾄが選択する最適な努力ebは,苓雲=0を整理すること

で得られるまた,3cEA(eb)/3s=0を解き,この解をSbとするe6736は"¥|(@､,')
¥､,､鋤,s',)＝0を満たすから， これらが極大値になっていることを確認するために，ヘッ

セ行列の第1次と2次の首座小行列式を求める．

32CEA
＝－2-20<0

3e2
(e, ｡r)=(eb,sb)

32CEA 32CEA

認ズ 夛認 =4(61+e+1)>0
フ語言一孫ヨー (e,s)=(eb,s',)

(A､14)

’ (A.15)
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したがって， e6，s6は極大値をとる．次に，プリンシパルの問題は，

僻即P(eb,sb)=eb-EIw(7)le6,sbl (A.16)

subj剛。〃(.,,,')=/-exp'-r(w(y)-e:-'(I-'")2-e(''-.')2)'/(肋≧唾 (A.17)
である. UAは留保効用である．留保賃金を0とすると，個人合理性(IR)条件は,CEA=0と

できる． したがって犯UP(eb,sb)/M=0を整理して， この解をβbとし, 8EUP(eb,sb)/3I=0

を整理し, この解をﾉﾙとすると,型諾型|(,,')=(M')=哩蜑墜型|(!｡',､M') ＝0を満た
す． これらが極大値になっていることを確認するために，ヘッセ行列の第1次と2次の首座小

行列式を求める．

|";''''' |けい， 飢筈gW<0 (A･18)二:二

また,塗辮』|(',')_(MI) ＜0かつ32EUP(e6,sb)/3β〃=0であるから，

拳孟簔騨 >0 (A.19)
3ﾉ2

（ﾉ,6)=(4,@b)

したがって, βbルは極大値をとる． α＝_βbe6+e:+1('b-s,,)2+e(sI,-e,,)2+0.5r鰯o2であ
ることから,"が得られる． ここから，剛『を求めれば,補題4が得られる． （証明終）

補題5の証明

（1）

¥='e｡2('+"'+e)･2)>0,¥=-*<' (A20)二二二

3入 B2

(2)

Ｄ

刈
細

２

仏
洲

Ａく

Ｐ
ｂ
ｒ
、

Ｕ
８

Ｅ
３

３
２｜

一

助
開

０く

Ｐ
ｂ

２

Ｕ
入

ぴ
Ｅ
３

２

２

入

Ｂ

３

ｒ

２

２

一
一

吻
而

一
一

州
而

０ン

０
）
４

く
２ぴ２

２

入

Ｂ

ぴ
２

２

２

ｒ

８

Ｂ

ｒ

一
一

ワ
ー

Ｐ
６Ｕ

８

ｌ
ｌ
Ｅ
３

３

恥
而

０ン

４
ぴ

２

２

８

Ｂ

へ
〆

一
一

Ｐ
６Ｕ

入
Ｅ
３

３

(3)

命題2の証明

（1）

拝8入ぴ4
EUf-EU:= ＞0 (A.23)

(1＋2ro2)B

(2)

e+K+278202 0+1+2re入o2

EUI3"-肋『=; （ ） (A.24)■■I■■■

AIA2 B
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であるから，

4"28204

e+1+2r(2(e+1)+8(8+24))o2+4r2(1+8)2入OZ(三崎) (A.25)
K>

のときにEUI;,一肋;>0となる、逆にK<時のときにEU%"－剛:<0となる．
(3)

2re2o2

(1+e)(e+1+2r(1+8)入ぴr7(三崎↑） (A.26)0<K<

のときに, srop-sb>0となる

2re202(e+A+2r(ei+e+4)o2)
瞬一時↑=(1+e)(8+1+2r(l+8)ﾉLo2)[B+2r(1+e)o2(e+4+2r(1+e)入OryT>0

(A.27)

であるから，〃見,〈即『が成立しているとき，常にs,｡,<Sbが成立する．
（証明終）

命題3の証明

4r2804(e+21+4r(8+(2+e)1)o2+8r2(1+8)1o4)州
而

＞0 (A.28)二二二

(B+2r(1+6)o2(e+1+2r(1+e)凡ぴ2))2

3時 4γ204(e+2re(1+8)02)2
(A.29)＜0

肌一 (B+2r(1+e)o2(e+1+2r(1+8)入O2))2

(証明終）
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銀行アカウントフィーに関する管理会計研究

一サブスクリブションモデルの適用可能性一

谷守正行

＜論文要旨＞

海外の銀行では口座手数料（アカウントフイー）の適用が一般的である．一方， 国内の普通銀行でアカ
ウントフイーを設定しているところは1つもない． しかし，国内の銀行では，少子高齢化，直接金融化，

他業種または海外からの参入による競争激化， さらにマイナス金利政策などにより，収益力は大幅に減退
しており，将来的にも金利収入が大きく伸びると予想するのは難しい． また，最近のIT業界のクラウド
サービスでは，サブスクリプションモデルが一般的である. FinTbchによるIT化の進む国内銀行ではサブ
スクリプシヨンモデルであれば， アカウントフイーの適用が可能になり，収益改善に寄与するのではない
だろうか．

サブスクリプションモデルのアカウントフイーによる収益シミュレーションを行って，実際に複数の銀

行を訪問して検証を行った， その結果，サブスクリプションモデルによるアカウントフイーの適用は理論
的に十分検討可能であるが，実際に導入するにはまだいくつかの課題があることが分かった． しかし，サ
ブスクリプシヨンモデルによるアカウントフイーは，従来の口座維持手数料とは全く異なり，顧客サービ

ス価値の最大化が第1の目的であることから, FinTbch時代における日本の銀行ならではのおもてなし重
視の戦略的口座手数料となりうる．

＜キーワード＞

銀行管理会計，銀行原価計算， 口座手数料，価格設定，サブスクリプシヨンモデル

ManagementAccountingResearchonBankAccountFee:

Applicability㎡SubscriptiOnModel

MasayukiTanimori
Abstract

Accountfee(accountfee)isgenerallyappliedinoverseasbanks.Ontheotherhand,thereisnoplacewheredomestic
ordinarybankssetaccountfee・Howevel; indomesticbanks, theprofitabilityhasdeclinedconsiderablyduetothe

decliningbirthrate,agingofsociety,directfinancing, intensifyingcompetitionfiomotherindustriesorfifomfOreign
countlies,andnegativeintelestratepolicy,sotheprofitabilityisdeclimngsignincantly, Itisdifficulttopredictthat
itwillgrowsigni6cantly・AIso, inrecentnindustrycloudservices,thesubscriptionmodel iscommon・Therehl℃，

domesticbankswillbeabletoapplyaccountfeesiftheyaresubscliptionmodels,whichwillcontributetoimproving
pro6tability.

Weperfonnedarevenuesimulationwiththeaccountfeeofthesubscriptionmodelandacmallyvisitedseveralbanks

andverinedit.Asaresult,althoughapplyingtheaccountfeebythesubscriptionmodelcantheoIeticallybeconsidered
sufficiently, itmmedoutthatthereal℃stillsomeproblemstoactuaUyintroduce・Howevel;theaccountfeebythe
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1・ はじめに

銀行を取り巻く環境はますます厳しさを増している． 2016年2月に日本銀行が質的量的緩

和の一環としてマイナス金利政策を導入して以来，銀行の収益は大きな影響を受けている．銀

行においては貸出が伸ばせないなか，預かり資産やコンサルティングなどの手数料ビジネスを

強化せざるをえないが， まだ十分な状況にない．海外の銀行では手数料ビジネスの1つにアカ

ウントフイー（口座手数料）を設定するのが一般的である． 日本の商業銀行においては，現状

ではアカウントフイーを導入している銀行はない．過去に導入した銀行においても続かずに取

りやめてしまっているのが実状である． しかし，いまのマイナス金利時代には， アカウント

フイーの導入が具体的に検討されてもよいのではないだろうか．

他の業界においては， ソフトウェアの契約や音楽配信ビジネスなどに「サブスクリプション

サービス(subscriptionservice)」の適用が一般的になっている． もともとサブスクリプションと

は定期購入や（クラブなどの）会費といった意味であった．本稿では，サブスクリプションに

よるビジネスモデルをサブスクリプションモデル(sUbscriptionmodel)と呼ぶ．

ネットを利用したクラウドサービスでは，サブスクリプションモデルの適用は極めて一般的

である．一方，現状での銀行サービス自体も店頭のテラーが行うよりも，いつでもどこでも取

引可能なスマホやPCからネットでやり取りされる方が多くなっている．そのうえ，資金の流

通はネットのなかの仮想通貨が実際に使われている． まきに顧客にとっては，銀行サービスで

やり取りきれる資金の情報と， クラウドサービスで通信きれる情報との境界線は不明瞭になっ

てきていると考えられる．

そこで，本稿では銀行のアカウントフィーに関して管理会計の観点から検討を行うものであ

る．最初に， これまで国内外の銀行の状況を概観する．特に， 国内の銀行で口座維持手数料を

導入して廃止された経緯と背景を分析する．次に， クラウドサービスに適用されるサブスクリ

プシヨンモデルの銀行アカウントフイーヘの適用可能性を理論およびシミュレーションにより

検討する．最後に，サブスクリプションモデルによる銀行アカウントフイーの導入について，

実際に銀行の有識者へインタビューを行って，実務への適用可能性を評価する．

2．研究の目的と方法

本研究の目的は，最近のFinTbch(FinanceとⅡの融合を意味する造語）により銀行サービ

スが一層のⅡ化やグローバル化に向かう状況においては，銀行アカウントフイーの導入が国

内銀行の収益性回復の施策の1つになりうるかを見極めることにある．研究の方法は，管理会

計の観点から銀行アカウントフイーにサブスクリプションモデルを適用し，その価値を理論的

に，およびシミユレーシヨンにより検討する． さらにヶ複数の有識者が実務への適用可能性を

評価する方法で行う．具体的には，研究は以下の手順により実施する．

最初に，国内外の銀行アカウントフイーの実態を調査する．海外銀行の事例として， アメリ

カ， ドイツ， オーストラリア， シンガポールの複数の海外銀行の実態調査を行う．次に，国内

の銀行での適用事例を検討する．国内では，最近2000年代に入ってから東京三菱UFJ銀行，
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ジャパンネット銀行，新生銀行， りそな銀行においてアカウントフイーが導入されたことがあ

る．それらの内容を概観したうえで，特にジヤパンネット銀行については当時の企画責任者に

インタビューを行うことによって，導入から廃止までの経緯を明らかにする．そのうえで， 日

本における銀行アカウントフイー適用の課題を挙げる．

以上の実態調査をもとに，銀行アカウントフイーを理論化する．国内の銀行では， アカウン

トフイーは「口座維持手数料」と呼ばれてきた． 口座維持手数料とは， 口座にかかる費用の回

収を意識した手数料設定の意味である．その場合のアカウントフィーはコストプラスで設定き

れている．別の方法としては，通信キャリアやソフトウェアビジネスではいまや多数派を占め

るようになった「サブスクリプションモデル」を参考にする．サブスクリプシヨンモデルと

は，契約にもとづく一定の期間内において，機能，品質，および価格が保証されたサービスを

顧客が経常的に利用できるストック型ビジネスモデルである．そのサブスクリプシヨンモデル

を銀行アカウントフイーに適用した場合の顧客価値を工学的モデルにより検討する．銀行に

とっての価値については， シミュレーションを行って検討する．

最後に，工学的モデルとシミュレーションにより理論化された銀行アカウントフイーの実効

性に関して，複数の銀行有識者により実務的適用可能性を評価する．評価方法は，実際にいく

つかの国内銀行を訪問し，直接のインタビューにより調査する．

3．現状調査

銀行アカウントフイーの研究論文はほとんどないため，実際に国内外の銀行でどのようにア

カウントフイーを設定しているかをみてみよう．国内と海外の銀行における適用状況を明らか

にするとともに，国内銀行については特にアカウントフイー適用後に中止した事例から，その

背景や要因についても検討する．

3.1海外銀行の適用状況

国内外の銀行アカウントフイーの調査結果を述べる． まず，欧米ではアメリカとドイツ， ア

ジアではオーストラリア， シンガポールのいくつかの銀行を調査した海外の銀行では， アカ

ウントフイーの適用は一般的である．実際に，米国，欧州， アジアで調査を行った．表lに調

査結果を示す．

表lにある通り， シテイバンク，バンクオブアメリカ，チェースバンクなどのアメリカの銀

行ではアカウントフイーは前提となっている． アメリカの銀行の預金金利は日本同様に低く，

そのために手数料により収益を上げる構造にある．ただし，免除条件が規定きれている．たと

えば，バンクオブアメリカの場合のアカウントフイー免除条件は， 1,500ドル以上の預金平均

残高があること， 250ドル以上の入金がその月に1回以上行われていること， または23歳未満

の学生であることのいずれかの条件に合致する場合となっている．

このように， ミニマムデポジット （最低預入金額)， 月間の取引金額，年齢条件などの顧客

属性による免除要件が設定きれている．基本的にはアカウントフイーをかけて，それを前提と

して免除要件が設定されるという順番である．免除要件は，サービスの差別化である．たとえ
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表1 海外銀行におけるアカウントフイーの設定状況

出典：各銀行の商品規定と，一部現地での実態調査により筆者作成

ば，顧客の属性による免除要件では， シテイバンクでは62歳以上全額免除，バンクオブアメ

リカでは23歳以下の学生のみ全額免除， ウエルズファーゴでは17から24歳までであれば5

ドルの割引など，顧客囲い込み戦略の違いがこのアカウントフイーの免除項目に表れている．

ドイツ， オーストラリア，およびシンガポールでも同様に，最初に銀行アカウントフイーを

かけたうえで，免除条件が設定きれてサービス差別化がはかられている．特に，金融ビジネ

スが活発なシンガポールでは，各銀行のアカウントフィー免除要件の多様性が特徴的である．

表lに， シンガポールのアカウントフィー金額と最低平均金額を示すように同額ではない．同

様に，オーストラリアではナショナル・オーストラリア銀行(NAB)のみアカウントフイーの無

料化戦略をとっているところもある．

3.2国内銀行の適用状況

国内の銀行におけるアカウントフイー設定状況をみてみよう． 日本の銀行で，現在のところ

銀行アカウントフイーを導入しているところは，プライベートバンキング業務のSMBC信託銀

行が月額2,000円（税抜き）の口座維持手数料を導入しているのみである．一般の普通銀行に

おいて， アカウントフイーを導入しているところはない．ただし，過去導入して中止した銀行

がある. 1つはネット専業銀行のジャパンネット銀行， もう1つは東京三菱U円銀行である．

ジヤパンネツト銀行では，発足当時から2012年6月末まで，毎月189円のアカウントフイー

を徴収していた．それが2012年7月に完全に中止となり， アカウントフイーは無料化きれた．
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国 銀行 アカウントフィーの状況

アメリカ シテイバンク

バンクオブアメリカ

チェースバンク

12ドル/月

(BasicBankingPackage口座）
12ドル/月

(CoreChecking口座）
10ドル/月

(EverydayChecking口座）
ドイツ ドイツ銀行

コメルツ銀行

4.99ユーロ/月

(2017年7月1日よりAktivkonto)

4.90ユーロ/月

(2017年8月1日よりKlassikKonto)

オースト

ラリア

ナショナル・オーストラリア銀行(NAB)
． モンウェルス銀行Commonwealth

BankofAustralia(CBA)

オーストラリア・ニュージーランド銀行

AustraliaandNewZealandBankingGroup
(ANZ)

ウエストパツク銀行WestpacBanking
Corporation(WBC)

なし

4豪ドル/月

(SmartAccess口座）
5豪ドル/月

(AccessAdvantage口座）

5豪ドル/月

(Choice口座）
シンガポ

－ﾉレ

DBS銀行

OCBC銀行

UOB銀行

S$5 (最低平均残高S$3,000)

S$2 (最低平均残高S$3,000)

S$2 (最低平均残高S$500)
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その理由は何なのか． 当時のジャパンネット銀行事務統括関連部門の責任者F氏によれば「顧

客からのクレームのうち3割が口座維持手数料に関することであった最初は唯一のネット銀

行であったため，そのインターネット取引の利便性に対する口座維持手数料であるとして口座

を開設してきた顧客もインターネット処理の利便性を享受する代わりに口座維持手数料を払

うことに納得していたはずであった． ところがその後， 同業のネット専業銀行が多くなり競争

が激化したことと，一般の店舗を構える銀行においてもインターネット取引ができるように

なってきたことから， 口座維持手数料を支払うことに納得できない顧客が多くなった．それ

で， 口座維持手数料を廃止した」と述べている．

また，三菱東京UⅣ銀行のスーパー普通預金（メインバンクプラス） も，当初はアカウント

フイーが設定されていた． スーパー普通預金は，おそらく決済（専用）預金口座は登場したと

きに，それと区別きれた普通預金商品であった． スーパー普通口座は，金利が良い代わりに残

高10万円以下の口座に対しては月々315円の口座手数料がかかった． ところが, 2009年6月

にスーパー普通預金の口座手数料は無料化された．その理由は，低金利のため高い金利を付け

ることが実質的に不可能になり，口座手数料のかかるスーパー普通預金と口座手数料のない普

通預金とで顧客にとってほとんど付加価値に差がなかったからである．その結果， 口座手数料

をかけずに，借入額やクレジットカードの引き落とし実績に基づく顧客ランクであるステージ

ごとにAIM手数料や振込手数料の回数を変える商品に代わっている．

また， りそな銀行では2年以上一度も預入や払出がない普通預金口座は休眠口座として取り

扱い，休眠口座になった場合には，事前に文書で届け出の住所あてに連絡し，それでも解約や

再利用がない場合には休眠口座管理料（年間1,200円）を引落し，引落し不能の場合には口座

を自動的に解約することになっている． りそな銀行の休眠口座管理手数料は，今回のアカウン

トフイーの1つと考えられるが，戦略的なアカウントフィーではなく，収益の見込めない口座

を閉鎖することでコスト低減を図る目的のものといえる．そのため，本研究における口座手数

料とは区別し対象外とした

3.3国内銀行の適用課題

国内の銀行でアカウントフィーを徴収している銀行は存在しない．実際のところ国内の銀行

でアカウントフイーの適用にあたっての課題は次の3点があげられる．

第1に， 日本の銀行では，預金は貸出金のための調達資金（銀行にとっての材料相当）であ

るとの考えが強い． 「預金者は資金調達先（仕入先)」とのみ考えている可能性がある．それに

もかかわらず，いまや預金は超低金利の商品となっている． さらに, 2016年2月からのマイナ

ス金利政策とは預金すると利息を逆に払わないとならないものであり，預金者にとってはまっ

たく魅力がないものとなっている．本来のマイナス金利政策は銀行が行う貸出金の金利を下げ

て，貸出を多くすることにある． しかし，銀行にとって貸出のための材料に相当する預金は金

利が低いので，顧客にとっては資金運用上の魅力はほとんどない． もしも直接金融が一層多く

なれば預金は銀行に集まらなくなり，結局は預金をもとに行われる貸出も多くできない， と

いった経営リスクを銀行は抱えている状況にある．

第2に，顧客が預金を預けるのに手数料は払うものではない， との認識が日本の文化では存

在する．それは， もともと日本には無尽講や頼母子講など相互扶助の仕組みに由来するといわ

れている．実際に地域金融機関には無尽講が起源とされるところも少なくない．いまの第2地
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方銀行は銀行転換前までは相互銀行であったが，相互銀行は戦後GHQが無尽を禁止したこと

から成立した銀行である．たとえば，愛媛銀行の沿革'によれば「昭和18年に愛媛県内の無尽

会社5社が合併し，松山市に愛媛無尽株式会社として設立されました．昭和26年には相互銀

行法が公布・施行されたことにともない，商号を株式会社愛媛相互銀行に変更いたしました」

とある．

第3に，金融自由化が十分ではないことが1つの要因である．金融自由化は護送船団行政下

の1970年代から徐々に適用されていくが，預金に関してはアカウントフイーを設定するよう

な競争戦略は起こっていない．バブル崩壊後の膨大な不良債権により実際に長期信用銀行や都

市銀行が相次いで破たんするほどの危機的経営状況下では，あえてこれまで日本のどこもやっ

たことのないアカウントフイーの導入はありえないものだった．ただし， ほとんど使われてい

ない預金口座（休眠口座）については整理して少しでも効率化を図りたいとの思いはあったに

違いない．そのため，銀行で考えられるアカウントフイーとは，口座維持手数料と呼ばれるよ

うになったのであろう．普通預金金利自由化後， ちょうどバブル崩壊によって，銀行の経営は

攻めよりも守りに入らざるを得なかった．すなわち「アカウントフイーとは口座維持手数料」

という原価回収的な発想しか検討できないために，他行と競争するための戦略的な価格設定に

まではならなかったと推察される．

最近では， ほとんどの銀行で不良債権処理が進み，逆に貸倒引当金戻入が発生しているとこ

ろもある．そういった状況にある今こそ，あらためて戦略的に差別化された価格設定が求めら

れている．その場合， 口座維持手数料という原価回収的な銀行側論理ではなく，顧客価値に基

づいた検討が求められよう．手数料とはサービスの対価であって，いまの超低金利下の預金で

は顧客に全く魅力を与えていない．そう思われてしまうのは，逆に銀行は顧客価値とは預金金

利でしかないとさえ考えているからではないだろうか．

4． サブスクリブションモデルの先行研究

銀行アカウントフイーに関する先行研究はないが，広く課金制度や定期購入の観点では，以

下の通り主にマーケティングの観点から研究されている． まず，マーケティングの課金方式の

バリエーションとして，守口(2012a)では定額課金制として研究きれている．最近ではサブス

クリプションモデルと呼ばれる音楽配信サービスや時間制の食べ放題，飲み放題のビジネス

は，定額課金制として紹介されていた（守口, 2012a:6).

価格決定に関する管理会計研究では，櫻井(1977)の原価計算による価格決定研究がある．た

だし，当時はまだ高速ネットのクラウドコンピュータがなかったことと， 日本は高度成長期で

あり，主に製造業中心の価格決定が研究の対象とされていた． しかしその後，櫻井はソフト

ウェアの価格決定論を発表した（櫻井, 2001). そのなかでは，受注開発とパッケージ開発の

場合のソフトウェアの価格決定が研究されている．

また，園田(2007)ではチヤージバック・システムにおける課金の設定方法が検討されてい

る．特に， コストベースとプロフイットベースの区別と，サービス量に関係なく固定的な課金

と変動的な課金の区別の合計4つの組み合わせをもとに検討されており，結論ではプロフイッ

トベースの変動的な課金がすぐれているとぎれている． ところが，現状では逆に，サブスクリ
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プシヨン契約多い固定的な課金制度が市場にあふれている．

さらに，谷守(2017a)はサブスクリプシヨンモデルのステークホルダーへの役立ちを整理し

て，管理会計の観点から価値工学モデル化を行い従来モデルとの比較を行っている．

以上の通り，管理会計研究における価格決定では， コストプラス法を中心にしつつ新しい決

定方法が研究きれてきたしかしながら， ここ数年に現れたサブスクリプシヨンモデルの観点

での研究はまだ十分とはいえない．

4.1サブスクリプシヨンモデルの定義

伝統的なサブスクリプションモデルによるサービスとは「定期的な購読，購入，利用が契約

されたフロー型ビジネスモデル（以下，定期購入取引)」のことであった． ところが，最近のソ

フトウェア業界に相次いで適用されているサブスクリプシヨン契約は期限付きサービス利用権

の意味に変わっている．契約期間内であれば， ソフトがバージョンアップした場合でも追加料

金は発生しないうえに， ソフトの運用やメンテナンスのための教育やサポートまでも含まれて

いることが少なくない．最近のサブスクリプションモデルとは「契約にもとづく一定の期間内

において，機能，品質および価格が保証されたサービスを経常的に利用するストック型ビジ

ネスモデル」と定義される（谷守, 2017a: 105).サブスクリプシヨンモデルが適用されたサー

ビス，すなわちサブスクリプションサービスとは「契約期間内においては，機能，品質，およ

び価格が経常的に保証ざれたサービス」と定義できる．

伝統的なものと最近のサブスクリプシヨンモデルに対して「時間軸」と「数量軸」の2つ

の観点で違いや関係性を明確にする． まず，伝統的なサブスクリプシヨンモデルは原語の

subscription(model)の通り，時間軸の観点では「定期的な一時点」であることがポイントであ
る．時間軸の観点からいえば，利用される月内の回数や取引数についてはかなり限定されたも

のであった．それに対して，最近のサブスクリプションモデルの時間軸の観点は，定期的とい

う意味から「期間内は常に」の意味に変化している．一方，サブスクリプションサービスの利

用の数量（取引数）の観点については，顧客のサービス利用の回数や数量についてはほとんど

の場合限定されておらず， ほぼ無制限という事例も少なくない． このように，最近のサブスク

リプシヨンサービスは，時間軸の観点では「経常的」といった内容に変化しており，数量軸の

観点ではほぼ無制限または段階的制限をもって利用可能なサービスと認識されている．

以上の検討をもとにすれば，サブスクリプションモデルは伝統的な定義と最近の定義の2つ

になることが分かる．それぞれに事例（ケース）をマッピングすると次の表2の通りとなる．

このうち，本稿では新しいサブスクリプションモデル，すなわち「期限付きサービス利用モデ

ル」の銀行アカウントフイーヘの適用可能性を検討する．

4.2サブスクリブションモデルの管理会計的意義

サービスの利用の都度1件ごとに手数料をもらうビジネスモデル（以下， アラカルトサービ

スモデル）に対して，一般にサブスクリプシヨンモデルには，次の3つの観点で管理会計上の

意義がある（谷守, 2017a).第1の「マーケットインのインセンテイブ｣，第2の「収益の総合

採算化」さらに第3の「顧客価値の全体最適化」がサブスクリプションモデルの管理会計上の

意義である．
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表2新旧のサブスクリプシヨンモデルの定義

出典：筆者作成．

4.2.1マーケツトインのインセンテイブ

サブスクリプションモデルに対して，サービスの利用の都度1件ごとに手数料をもらうビジ

ネスモデル（以下， アラカルトサービスモデル）によれば，収益は顧客数よりも取引数に直接

的に比例する．すなわち，収益は顧客数に直接的に比例する訳でなく，顧客が多くの取引を発

生しなければ収益が上がらない．収益拡大のために取引数を増加きせる手段として新規顧客の

獲得を目指したとしても， はたして新規の顧客がどのくらいの取引を行うかは分からない．特

に，銀行の場合では1年間に取引の全くない預金口座は少なくない．そのため， アラカルト

サービスモデルの場合には，顧客を増やそうという意志よりもサービスの取引数を増やそうと

するインセンテイブが働くことになりかねない．その結果，顧客の顔を見ずにサービスの取引

数さえ増えればよいといった企業内部の自分勝手な論理によるプロダクトアウト型の拡大路線

にまい進する危険性がある．

一方，サブスクリプションモデルによる収益は取引数よりも顧客数に直接的に比例する．そ

のため，サブスクリプションモデルの場合には，取引数を増やす目的よりも，顧客数を増やす

インセンテイブが強く働くことになる．すなわち，サブスクリプションモデルによれば，価格

設定に関してプロダクトアウトからマーケットイン志向に変化する．たとえば，サブスクリプ

シヨンモデルの適用により収益を維持する場合には，取引数の維持が優先されるのではなく，

顧客リテンションを高めて顧客が減らないようにすることが第1の目的となる．そのため，既

存顧客に対するサービス品質維持や新しいサービスの提案などの顧客'ノレーションシップを強

化するインセンテイブがより強く働くようになる．

4.2.2収益の総合採算化

アラカルトサービスモデルでは，個別の取引単位の採算が集計きれる．顧客の増加や期間の

長きにしたがって個別の取引数が増加し，それに伴って収益が向上することで全体の採算が向

上する，すなわち， アラカルトサービスモデルの計算構造は取引単位の採算が最小単位であ
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サブスクリプション

モデルのタイプ

定義 事例

|日 （伝統的なサブス

クリプションモデ

ル）

定期購入取引モデル

定期的な購読，購入，

利用が契約されたフロ

ー型ビジネスモデル

･新聞や雑誌の定期購読

･牛乳やダスキンの定期配達

｡置き薬ビジネスなど

新（最近のサブスク

リプションモデル）

期限付きサービス利

用モデル

契約にもとづく一定の

期間内において,機能，

品質，および価格が保

証されたサービスを経
● ● ● ● ● ● ●

常的に利用するスト

ク型ビジネスモデル

ツ

･AdobeLicence 》 RedHat,MS-Offlce365の

ソフトウェアライセンスビジネス

OneDriveやDropboxのクラウドサービス
AppleMusic, Spotify ， Hulu,Netflixの音

楽やビデオの聴き放題や見放題のサービス

AmazonPrime, Costcoの会員制サービス

･ゴールドカードのラウンジ無制限利用など

の会員サービス

･フィットネスクラブやスポーツジム
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り， それが顧客や期間の観点で集計される採算管理モデルといえる． したがって， アラカルト

サービスでは，取引数を多くして収益拡大を行う目的で，新規顧客獲得や中長期的関係構築を

目指すことになる．

すなわち， アラカルトサービスはあくまでも取引数の拡大が主たる目的であり，そのための

先行指標として新規顧客獲得や中長期的関係構築が行われる関係にある．ただし，新規顧客や

長期間であっても取引をしない顧客では収益性には無関係となる．それは， アラカルトサービ

スであれば，収益は取引数に直接的に比例するが，新規顧客数や期間の長さは取引数に直接的

に比例するとはいえないからである．

一方，サブスクリプションモデルでは，最小の採算単位は顧客，取引，および期間であり，

それぞれが独立して収益向上を目指すことができる．取引数とは無関係に新規顧客獲得により

採算は良くなり，期間が長くなればなるほど収益は比例的に高まる構造である．すなわち，サ

ブスクリプションモデルによれば，採算面で個別採算から総合採算へ拡張きれる．個別取引採

算管理から顧客単位の総合採算管理と，取引による短期的な採算管理から中長期的な採算管理

への2つの拡張が図られる．それを次元で整理すると，サブスクリプションモデルによって，

以下の通り1次元から3次元へと採算管理が拡張きれることになる．

。個別取引採算× l時点型……線(1次元）

・顧客総合採算× 1期間型……立方体（3次元）

サブスクリプシヨンモデルの採算管理は「取引・顧客・期間」の3次元で行われることにな

る．サブスクリプシヨンモデルによれば， 1つのサービスだけを個別にみて採算がよくないの

でそのサービスをやめてしまったり，逆に採算が良いのでその個別のサービスの取引だけを増

やそうとしたりなどの議論に直結することはない．それよりも，複数のサービスで総合的に採

算がよくなるようにするものであり，かつスナップショットのようなl時点ではなくライフタ

イムで顧客の総合的な採算をもとにより複層的に判断できるようになる．

4.2.3顧客価値の全体最適化

サブスクリプシヨンモデルによれば，顧客価値がざまざまな商品サービスの全体最適なもの

となる．顧客価値をVEによる工学的アプローチにより適用する. VEは，企業側からみて製

品や商品の価値(Value;V)はそれらのファンクション(Function;F)をコスト (Cost;C)で除

したものであるとの考え方に基づく (V=F/C).製品などの機能（フアンクシヨン）を落と

すことなくコストを下げるか， コストを維持したままより高機能な製品を開発する考え方であ

る．すなわち， ファンクションを変えずにコストを低減できれば価値は向上するとの観点から

原価企画における目標原価を算定する際によく適用される．

顧客マーケティングの観点でMomoe(1990:88)は，顧客価値向上にⅦ式を適用している．

顧客価値＝顧客からみた機能／顧客に必要なコストとして，顧客を重視したVE活動（以下，

顧客VE活動）を式（以下，顧客VE式）に表している． さらに，上田はMonroeの顧客価値

式に知覚価値概念を導入して修正している（上田2004:80)． また，株式会社日立製作所では

1986年より顧客本位のVEをVEC(ValueEngineeringfOrCustomers)と呼んで，製品やサービス

のもつ機能を顧客が期待する機能に合わせるように設計，材料調達，加工などあらゆる面から

改善を図る活動が行われている（大森, 2014).

また,Monroeのいう通り，顧客にとってのコストは価格(Price)と考えるべきである(Monroe,

91



管理会計学第26巻第1号

1990:88).サービスを提供する企業と顧客の間の取引をサプライチェーンととらえると，企業

が設定する価格が顧客にとってコストである．一般的なⅦは，企業内部のコストをもとに製

品価値を考えるが，顧客VE式では顧客にとっての価値は顧客にとってのコストに対するファ

ンクションであるサービス付加価値が必要である．すなわち企業の設定する価格に対するサー

ビス付加価値の割合が顧客価値となる．

一方，サブスクリプションモデルにおけるファンクションは単独ではなく，複数になるこ

とが少なくない．たとえば，マイクロソフト社のOHice365のサブスクリプシヨン契約ではl

ユーザあたりの期限付き定額価格でライセンス料がかかるものの， ファンクションであるソフ

トウェア機能の種類は非常に多い.Word, Excel, PowerPomt, ACCESS等々あり，それぞれの

持つ詳細な機能まであげれば数限りない．

このように，サブスクリプション契約によって，顧客はさまざまなファンクションをまとめ

て利用できるようになる．そのため，顧客価値を算定するには，サブスクリプシヨン契約で利

用可能なファンクションすべてが対象となり，その総和としての顧客サービス付加価値合計を

分子とする必要がある． さらに，各ファンクシヨンそれぞれに品質レベルがかかわる．たとえ

Ijf, Office365の1つのサービス，すなわち1つのファンクションであるOneDriveについては

当初ほかのWordやExcelに比べて品質が高くないという意見があった．それは，各ファンク

ションそれぞれに品質レベルが異なっており，かつそれが顧客にとっての価値に利いていると

いうことである．顧客VE式では，それらファンクションと品質(Quality)の積の総和がサブス

クリプションモデルのファンクションとなるものと考えられる．

また，顧客はファンクションよりもブランドやレビュテーションも求める場合がある．顧客

はファンクションそのものよりも所持することによるプレミアム感を求めて，サブスクリプ

ションで契約する場合が少なくない．たとえば， ざまざまなゴールドのクレジットカードをみ

ると，それぞれのサービスはラウンジ利用などを含めてもそれほど大差はない． しかし， ア

メックスやダイナースと比べると，楽天ゴールドカードの年会費は驚くほど低い． アメックス

やダイナースの場合には，受けられるサービスのほかにブランドの高いカードを持つことで，

プレミアム感を得られるという点がある．上田も製品の知覚便益に品質イメージとプレステー

ジを取り入れている（上田， 2004: 80)．そこで，サブスクリプシヨンの場合にもサービスの

ファンクションと同時に，プレミアム(Prenum)を取り入れる必要がある．

以上の3点の管理会計的意義から，サブスクリプションモデルによる顧客価値をVEで表す

と表3の通りとなる．

サービス1回に対する顧客価値(CustomerValuebynansaction)については，従前よりマーケ

ティングにおける価格の観点からMomoe(1990),Anderson(2009),および上田(2004;2006)に

よって研究されてきた．それに対して表3の式Aによれば，サブスクリプションモデルとは，

複数のサービスで顧客に価値が提供きれるものであり，それが一括で価格設定きれるものであ

る．すなわち，サブスクリプシヨンモデルは顧客1人に対して1つの価格でざまざまなサービ

スを複数同時に提供することによって顧客満足度を高めるビジネスモデルである．価格を維持

したまま顧客ニーズに合わせてサービスを組合せて全体最適化を図るのがサブスクリプション

モデルの特徴である．

限界費用が限りなくゼロに近い装置産業型のサービス業であれば特に実現可能である．その

点からも，最近のサブスクリプションサービスのほとんどは， クラウドサービスやソフトウェ

ア産業において適用が多くなっているのはそういった要因であることが分かる．
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表3サブスクリプションによる顧客VE式

サブスクリプションによる顧客価値

= (2i (Fi×Qualityi)+Premium)÷ Price (式A)

Fi : サブスクリプション契約で利用可能なサービスの1つ

Qualityi :サービスiの品質・正確性やスピード

i : サブスクリプション契約によって利用可能なサービス種類（1…n)

Premium:サブスクリプション契約によりもたらされる優越感

Zi (Fi×Qualityi)+Premium:サービスのファンクション合計値

Price: サブスクリプション価格＝アカウントフイー（顧客にとってのコスト）

出典：筆者作成

s・ サブスクリプションモデル適用による簡易シミュレーション

顧客と銀行側双方の価値関係は相反する．それぞれの立場でシミュレーションする必要があ

る．最初に，顧客の立場での付加価値（顧客価値）をシミュレーションする．次に，銀行の立

場で収益性をシミュレーションする．

5.1顧客の立場での付加価値シミュレーション

式Aに示す顧客Ⅶ式に基づく簡易シミュレーションを行う．表4の通り， これはサブスク

リプションサービスを行った場合と行わなかった場合の「顧客にとっての価値」のシミュレー

ションを示している．現行のアラカルトサービスの場合とサブスクリプションサービスの場合

の2つのケースで顧客価値を計算する． ただし，式Aで定義したQuality2とPremium3につい

ては同一銀行内の同一サービスの比較のため無影響(Quality=1,Premium=0)としてシミュ

レーションする． また，サービスのファンクション合計値(ZFi)を計算するため，振込1回に

つき顧客にとってl付加価値単位がカウントきれることとする．

さて，表4に示す通り地域金融機関Rのサンプル顧客であるX氏は毎月1回の振込があり，

年間では12回の振込を行っている．地域金融機関Rの振込手数料の実際価格は108円である．

そのため，顧客Xは年間で振込手数料l,296円を銀行に支払っていることになる．銀行にとっ

ては1,296円の収益であるが，顧客Xにとっては反対にコストである． フアンクシヨン合計値

は12付加価値単位(=年間12回の振込×1付加価値単位）であるため， アラカルトサービス

の場合のX氏の顧客価値は0.9％となる．

アラカルトサービスとの比較をより明確にするために，サブスクリプシヨンサービスの月間

アカウントフイーは，アラカルトサービスにおける振込手数料と同額の月間108円（年間l,296

円） 4とし，一方で都度の振込手数料は無料としてシミュレーションを行う．そうなると，顧

客Xは他の銀行のアラカルトサービスから振込を行うよりもサプスクリプションサービスを

提供する地域金融機関Rの口座から振込みを行う方が得と考えるので，地域金融機関Rにお

ける顧客Xの振込回数は年間12回よりも増えることがと予想される．本シミュレーションで

は， アラカルトサービスでは毎月1回だったところ毎月8回（年間で96回）に増えると予想

93



管理会計学第26巻第1号

表4顧客VE式による顧客価値の簡易シミュレーション

出典：筆者作成

した．そうなると，サービスのファンクション合計値は96付加価値単位（＝年間96回の振込

×1付加価値単位）となる．結果，サブスクリプションサービスを契約した場合のx氏の顧客

価値は7.4％となる．

すなわち，顧客にとっての価値は， アラカルトサービスよりもサブスクリプシヨンサービス

の方が高いということになる．ただし，年間で12回未満の利用であれば， アラカルトサービ

スの方が得である．顧客にとっては現状以上に多くのサービスを利用する可能性が高い場合に

有効である，

5.2銀行の立場での収益性シミュレーション

地方銀行や信用金庫の規模の銀行にサブスクリプションモデルによるアカウントフイーを導

入した場合を想定して試算してみよう． アカウントフィーを導入しなかった場合を「アカウン

トフィー非適用」のケース，サブスクリプションモデルを適用してアカウントフイーを導入し

た場合を「サブスクリプションモデルによるアカウントフイー適用」のケースとしてシミユ

レーションする．

表5に示す通り， 口座数150万の地域金融機関Sでは, 2016年度の内国為替手数料は約15

億円であった．表5のX列では，その地域金融機関Sの内国為替手数料だけを抽出して，アカ

ウントフイー非適用モデルとして示している． したがって，アカウントフイー非適用のx列は

現状のままのアラカルトサービスである.Y列には当該地域金融機関Sにサブスクリプシヨン

モデルを適用してアカウントフイーが設定された場合のシミュレーション結果を示す．

まず,X列の地域金融機関Sの現状を簡略化したシミュレーションモデルを説明する． アラ

カルトサービスにおける都度の内国為替手数料は，当該地域金融機関sの実際の他行宛振込金

額をもとに108円(x列項目⑦）とした． 同時に，年間の内国為替手数料の実績合計が15億円

相当(x列項目⑨）であることから， 口座当たりの平均の年間振込回数は9回(X列項目⑧）

と算定できる．

次に,Y列に簡単なサブスクリプションモデルが適用きれた地域金融機関Sでは，毎月のア

カウントフイーの価格は, 2012年6月までジヤパンネット銀行がl口座当たり適用していた口
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96回
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12付加価値単位

1,296円

96付加価値単位

願琴〃渡仁2FY÷Pγiceノ 0.9％ 7.イ％



銀行アカウントフイーに関する管理会計研究

座維持手数料（189円）をもとに，その範囲内であえて比較のために実際の他行宛振込金額と

同額の108円とした(Y列項目②). ざらに，毎月のアカウントフイーを設定する代わりに，無

料で無制限利用可能な内国為替（振込サービス）が提供されているモデルとした．そのため，

口座当たりの年間振込回数は大きくなることが予想されるので，今回のシミュレーションでは

表4のケースと同様に最低でも平均月8回（年間96回）の振込サービスが利用きれることと

した(Y列項目③).

さらに，今回のアカウントフイーの設定によって，口座解約される可能性がある．それを

ジャパンネット銀行における照会やクレームのうち何割あったかを参考にして30％と見積

もった(Y列項目③)． また， アカウントフイー設定によって顧客の行動が解約に向かうのと

は逆に，サブスクリプションモデルによる無料で利用無制限の振込サービスの提供は， ネット

オークションなど最近のCtoCで頻繁に資金の取引を行う顧客に魅力を与える．そのため，新

規に口座を開設する顧客が増える率を5％と見積った(Y列項目④).すなわち，地域金融機関

sは現状150万口座のうち，サブスクリプシヨンモデルが適用きれてアカウントフイーが設定

されることから既存顧客の30％が解約になるが，無料無制限の振込サービスの提供によって

新規の口座獲得率が5％となり，結局のところll2万5千の口座数になると見積もったことに

なる (Y列項目⑤).

表5のシミュレーションの結果にある通り，地域金融機関sではサブスクリプシヨンモデル

を適用し， アカウントフィーを設定した場合の方でも，従来通りの収益をあげられるように試

算することができた． ただし， このシミュレーションでは， アカウントフイー設定による口座

解約率と，無料無制限の振込サービスの付加価値サービスの提供による新規口座獲得率が，最

も影響の大きなパラメータである． さらに， 口座解約率と新規口座獲得率の見積りが重要であ

ることは言うまでもない．

さらに，地域金融機関sの実際の年間費用実績からシミュレーション用に原価計算を行う

前の資源段階で150万口座分すべての費用を見積っている．サブスクリプシヨンモデル導入

によって，振込の回数が年間9回から96回に利用が増える(X・Y列項目⑧） としているが，

この地域金融機関sではシステムや店舗の減価償却費や人件費などはほぼすべて固定費5であ

り，十分にそのなかで処理可能であって追加的な費用はかからない構造6となっていた．その

ため，銀行内の費用構造自体はサブスクリプシヨンモデルによるアカウントフイーを設定して

も変化しない状況にしている (x・Y列項目⑪).

実際には内国為替だけで個別に採算をみることはないが，最終の利益シミュレーション結果

を仮にみた場合には，サブスクリプションモデルによるアカウントフイーと現状のままの振り

込みの都度手数料徴収の場合，それぞれの振込回数は9回と96回で大きく異なるのに対して，

年間収益計(X･Y列項目⑩）は同額である． しかし，収益性についてはそれぞれ同額(X･Y

列項目⑫） となり，一定の目標値が達成できるならば，サブスクリプションモデルを適用して

も地域金融機関sは収益性を保つことが可能である．

ただし，サブスクリプシヨンモデルによるアカウントフイーを設定した場合には， 口座だけ

の関係の薄い顧客は解約し，残っているのは既存顧客のうちでも関係の深い顧客といえる． ま

た，多くの送金や決済などの内国為替取引が毎月定額で回数制限なく行えることから新規に口

座を作った顧客は将来的に関係性が高まる先である．つまり，解約せずに残った既存顧客と新

規に契約した顧客の112.5万先(Y列項目⑤）は， この地域金融機関Sと関係性が深い， また

は深くなる顧客だけにとなったということができる．
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表5地域金融機関sのサブスクリプシヨンモデル適用シミュレーション

出典：筆者作成

さらにいえば， この112.5万先は，将来的に送金や決済などの内国為替以外の投信，保険，

相続，各種ローンなどの有料の資産形成型商品サービスの契約獲得に発展する可能性が高い．

最近では，銀行側でビッグデータ分析によって個々の顧客ニーズに応えることができるように

なっており，取引数が多くなればなるほど， ざらに加速度的に収益機会が高まるという銀行と

顧客との関係に好循環が起こる．

5．実務適用可能性の検証

サブスクリプシヨンモデルに基づく銀行アカウントフイーのモデル化と簡易的なシミュレー

ションを行ってきたが，実際の銀行有識者3名による検証を行う．最初に，過去に口座維持手

数料を設定したことのある元ジャパンネット銀行の責任者に評価を願ったさらに地域金融機

関である地方銀行と信用金庫の責任者へそれぞれ評価を願った．以下の通りである．

6.1元ネット専業銀行の企画責任者へのインタビュー

元ジヤパンネツト銀行事業統括関連部門の責任者F氏にサブスクリプションモデルによる

銀行アカウントフイーの検証をインタビューにより行った．その結果，以下の評価結果が得ら

れた．
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｢非常に興味深い． しかしながら，実際の適用となると非常に難しいのではないか． 日

本の銀行は無尽講から始まったとも言われており，預金を預けるのに手数料を取ること

など，天地がひつくり返るほどありえないと思われる顧客が少なくないのではないか.」

(元ネット専業銀行事務統括責任者）

マイナス金利が導入きれたいまの現実からみれば，天地がひつくり返る話ではなくなってき

たといえる．いままでの口座維持手数料という預金口座の原価回収目的で，アカウントフイー

を設定しては必ず失敗する．式Aにある通り，サブスクリプションモデルを適用することに

よって， アカウントフイーが顧客満足度向上を目的に複数のサービスを組み合わせて提供し，

その対価として設定されるべきものになることが求められているのではないだろうか．

ジヤパンネット銀行での口座維持手数料の導入失敗の時点とはビジネス環境は様変わりして

いる．現在はクラウドサービスが当たり前になり，通信キャリアでは電話かけ放題契約が基本

になり，音楽配信ビジネスも月間聞き放題契約が台頭するようになってきた．銀行は，回線を

経由した勘定系システムという顧客元帳を管理するクラウドサービス・モデルと考えることが

できる．特に， ネット専業銀行は資金情報クラウドサービスそのものなので，あらためてサブ

スクリプションモデルによるアカウントフイーの設定を検討してもよいのではないだろうか．

6.2地方銀行の企画部部長へのインタビュー

地方銀行経営企画部長T氏にサブスクリプションモデルによる銀行アカウントフイーの検証

をインタビューにより行ったその結果，以下の評価結果が得られた．

｢現在の国内銀行業界では，全く同様のサービスが他行からも提供されている状況であ

る． アカウントフイーを設定するということはサービスとは関係なく口座自体を有料化

してしまうことになり，顧客は他行の無料の口座に移るのではないか．みずから進んで

口座を有料化する勇気はない.」 （地方銀行経営企画部長）

通信キャリア業界では，契約料金の低価格化や値引きによって，契約数が変動している．お

そらく，いまのまま銀行にサブスクリプシヨンモデルを適用しても，サービスが代わり映えせ

ずに，単に口座が有料化されたと感じられてしまい, T氏が指摘する通り予想以上に解約率が

高まる危険性が高い．式Aに基づけば，アカウントフイー導入の成功の鍵はアカウントフイー

を支払うことで顧客にとって付加価値となるサービスがあるかどうかである．

新しいサービスを追加することなく伝統的なサービスだけで付加価値向上を図るためには，

サブスクリプションモデルの特徴である期限内無制限利用の導入などにより，顧客価値を高め

る必要がある． しかし， まずは認知してもらうことから始めなければならない．すなわち，他

行ではアカウントフイーはないが，何をやるにしても都度手数料がかかるのに対して，当行で

はアカウントフイーだけでサービスに関してはなんでも使い放題であり，結果的には安く済む

ことを顧客に知ってもらうところから始めなければならないだろう．
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6.3信用金庫理事へのインタビュー

信用金庫理事K氏にサブスクリプシヨンモデルによる銀行アカウントフイーの検証をイン

タビューにより行った．その結果，以下の評価結果が得られた．

｢いまでも複数のサービスを提供する総合口座があり，それにはもちろんアカウント

フイーは設定きれていない．総合口座に比べてより魅力的なサービスの追加や組合せが

できればアカウントフイーの設定も可能かもしれない． しなしながら，いまのところそ

のような顧客に魅力的な新しいサービスは全く思いつかない.」 （信用金庫理事）

当金庫における現状では，新しい魅力的なサービスを考えにくいのは納得できる．ただし，

将来的には，信用金庫でも規制緩和が進んで伝統的なサービスだけでなく，旅行保険，携帯の

かけ放題サービス，音楽やビデオ見放題なども， アカウントフィーによって総合的に顧客に

価値を提供できるようになるかもしれない．最近でも規制緩和によってFinTbchは加速してお

り，電子的な情報と資金情報の区別がなくなりつつある．そうなれば， いままでは全く予想も

できなかったような新しいサービスが銀行で取り扱われて，新しい形態の総合口座になること

も十分に考えられる．その段階であれば，サブスクリプシヨンモデルによるアカウントフイー

の導入はより現実化きれるものと思われる．

6.4インタビュー結果にもとづく考察

サブスクリプシヨンモデルによるアカウントフイーについて， 3者の銀行有識者へのインタ

ビューの通り，総じて評価は理論の納得感に対して実務適用面ではネガティブであった．そこ

で以下の通り， インタビューによるモデル検証結果をもとに実務適用にあたっての課題を明ら

かにして具体的かつ実行可能な実務適用方法を検討する．検証の結果から，実務への適用にあ

たっての課題は次の3点にまとめられる．

第1に， アカウントフイーをどう決めたらよいのか．

第2に， アカウントフイーに見合うサービスを何にすればよいのか．

第3に， 口座維持手数料導入がうまくいっていないのと同じ失敗にならないようにするには

どうするのか．

第1のアカウントフイーの設定方法は，顧客と銀行の双方の立場を満足きせる必要がある．

そのためには，それぞれの限界を見極める必要がある．顧客にとっては，それ以上は高すぎる

と感じる金額が上限値である．既述の通り，現状では銀行の口座維持手数料は無料であるた

め，顧客がアカウントフイーを口座維持手数料と同じものとみなした場合には，顧客にとって

の上限値は0円となる．第2の課題の通り， アカウントフイーに見合う顧客にとってより価値

あるサービスがなければ， アカウントフィーの上限値は上がらない．

一方，銀行にとってのアカウントフイーの下限値は口座単位あたりの原価である．ただし，

取引に関係なく当該顧客の口座（元帳）がシステムに存在することで必要な固定費による原

価7を算定すべきと考える．なぜなら，既述の通り，銀行の口座はほとんどがシステム費用な

どの固定費から成り立っており，振込などの取引が増えても基本的には追加費用が発生しない

からである． このようにして計算される口座単位あたりの原価は，銀行にとっては口座維持費

用に相当する．
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第2の課題に対応して，顧客にとっての上限値が少なくとも銀行にとっての下限値に等しく

なるまで上がるように付加価値のあるサービスを検討しなければならない．たとえば，預金口

座にかかわる取引をすべて無料にする案が考えられる．現状では，時間外手数料， コンビニ

ATM利用手数料， または振込手数料など資金をどのチャネルでどの時間帯に移動させたかで

手数料が必要になっている．それら顧客にとって自己の預金口の資金移動は，スマホのパケ放

題やかけ放題と同様に， アカウントフイーを払ってもらう代わりに何度取引しても無料にす

るプランが検討できる． さらに, FinTbchを活用して個人の口座の資金移動を記録した家計簿

サービスや自動的に仕訳まで発生きせる法人の財務諸表作成サービスなどを付加することもい

まや現実化している．それら複数のサービスを組み合わせることによって，口座維持費用の回

収以上に毎月のアカウントフイーに見合うだけの付加価値が提供できるのではないか．

第3の課題は， アカウントフイーからいかに口座維持手数料の概念を払拭するかである．第

1の課題で検討した通り， 口座にかかる費用の下限値である口座維持費用見合いの手数料であ

る口座維持手数料では，顧客にとっては十分に納得されない． 口座維持手数料を全面に出すの

ではなく，サブスクリプションモデルの適用によって顧客はアカウントフイーを銀行の会員に

なるための「会費（メンバーシップフイー)」として認識できるように変えなくてはならない．

銀行にも従来から○○銀行「友の会」という組織があるが，百貨店における友の会のような魅

力はない．

元来，銀行では預金口座の開設によって，はじめて銀行の顧客台帳やCRMシステムに記録

されるのであるが， これまでは，預金事務処理の観点で預金口座が開設されていると考えてい

る銀行が少なくない．たとえ預金金額がゼロであっても，預金口座を会員名簿とみなすこと

で， 口座維持手数料から会費の意味への転換が可能になる．

たとえば,Amazonプライム会員を考えてみよう.Amazonプライム会員になるためには日本

では年間に3,900円を支払う必要がある．会員になれば購入した商品は無料で翌日配送きれ，

無料でビデオや音楽が楽しめるサブスクリプシヨンモデルである． 3,900円はAmazonプライ

ム機能の維持手数料ではなくあくまでも会費である．将来的に, Amazonプライム会員であれ

ば，商品や音楽だけでなく，無料で資金移動ができるようになってもおかしくない．対して，

銀行が従来通り口座維持手数料の意識が抜けきらないまま事務処理だけを行っていたのでは，

流通系やITネット系の企業に全く太刀打ちできなくなる．

他行がやらないからできないといった護送船団行政時代のような発想になるのは， アカウン

トフイーを口座維持手数としかとらえていない場合である．それよりも，銀行の友の会にサブ

スクリプションモデルを適用して，友の会のメンバーをあたかも銀行のプライム会員とするこ

とによって，その会費としてアカウントフイーをいただく代わりに，他行のサービスに比べ

て， はるかに魅力的で付加価値の高いサービスを先んじて積極的に提供する方が顧客を引き付

けて収益が向上し， なにより既存の優良顧客の囲い込みにつながり，収益の安定化（固定収益

化）の寄与することになる．
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7． おわりに

通信キャリアの会話やメールの情報，音楽配信サービスの音楽情報ざらにはクラウドサー

ビスの大量の蓄積データなどは，銀行サービスの電子的に変換きれた資金情報といまやほとん

ど区別しにくい状況にある．特に, BitCoinなどの仮想通貨の登場によって預金口座の振込や

引落しなどの銀行決済情報はよりネットでやり取りされる電子情報の1つになっていく．

一方，マイナス金利の影響と少子高齢化により， 日本の各銀行の経営環境はますます厳しい

ものとなっている．そこで本稿では, FmTbchなどによる銀行機能の電子化を前提にしながら，

銀行の収益改善を目的にサブスクリプションモデルの適用によるアカウントフイー導入の可能

性を管理会計の観点から検討した．

本研究の結果，サブスクリプションモデルによる銀行アカウントフイーの適用は，理論的に

十分検討可能であり，実務的に評価できることが分かった． しかしながら，実際の適用にあ

たっては， 日本での預金に対する無尽講的文化から銀行アカウントフイーを原価回収的意味で

口座維持手数料として捉えていては失敗することが分かった．銀行のもつざまざまなサービス

を組み合わせて提供し，総合的かつ全体最適で顧客価値を高める対価として，銀行アカウント

フイーをとらえることが必要である．

銀行有識者による評価では，理論的には十分評価できるものの，すぐ、に適用するには銀行

サービスを根本的に検討する必要があることが分かったいまの国内の銀行では顧客に提供で

きる魅力的なサービスのレパートリーが多くなく， アカウントフイーに見合う顧客価値が十分

提供できないのではないかといった意見であった． しかし，今後はHnTbchの進展とともに，

既存の伝統的な銀行サービスはネットの情報の1つでしかなくなるだろう．そうなれば， ネッ

トビジネスでは一般的な「使い放題」系のサービスの1つになり，サブスクリプシヨンモデル

の適用による銀行アカウントフイーの適用可能性が現実化する． ざらに, FinTbchの進展とと

ともにさらなる銀行業の規制緩和も進めば， これまでなかったような新しいサービスが組み合

わされて総合的かつ全体最適で顧客にサービスされるようになる．そのためには，サブスクリ

プションモデルの適用が必要になり，結果として国内でも銀行アカウントフイーの導入が進む

ことが予想される．

以上の通り，サブスクリプシヨンモデル適用によれば， これまで口座維持手数料の導入が全

くできなかった国内の銀行にアカウントフイーの導入を可能にする．それも, Finlbchの進展

や少子化によりIT化を進めざるを得ない今後の銀行に対して，総合的なサービス付加価値に

対する適切な対価の徴求の考え方を可能にする．サブスクリプションモデルによるアカウント

フイーは，海外の銀行に導入きれている口座手数料と異なるものである．そのため，サブスク

リプシヨンモデル適用によるアカウントフイーの国内銀行への導入は，海外の銀行の口座手数

料と異なる日本の銀行ならではの「戦略的口座手数料」とでも呼ぶべきものとなる．

本研究によって管理会計の役割や管理会計情報の役立ちが次の通りまとめられる．管理会計

によれば，銀行と顧客の両面から収益と原価をもとに定量的，具体的かつ客観的に収益性が検

討できる． さらに，短期的な個別サービスの収益性比較にとどまらず，中長期かつ複数サービ

スを総合的に顧客価値最適化の観点で検討できる．

また，管理会計情報を活用することによって，単なる価格競争や維持コスト回収に陥ること

なく， さまざまな期間や複数のサービス問で全体最適な解が得られるようになる．ただし，今
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後銀行が実際に適用する際により経営に適合性の高い管理会計情報となるためには，企業内部

の情報だけでなく，企業外部にある顧客満足度などの顧客情報，地域の人口動態などの地域社

会情報地域のGDPや金利・手数料などの経済情報を組み合わせて分析する必要がある．

最後に，サブスクリプシヨンモデルに基づく銀行アカウントフイーの導入の鍵，あるいは導

入することから得られる効果とは，手段や技術的な観点よりも戦略的な観点にある．すなわ

ち，銀行は自己満足的になりがちなプロダクトアウト戦略ではなく，顧客価値向上を目的とし

た付加価値のあるサービスの充実と提供に努めるマーケットイン戦略に変われるかどうかであ

る．そうなれば， ようやく国内の銀行は護送船団行政の呪縛から解き放たれて， フィデュシャ

リー・デューテイー（顧客本位の経営）を実現する真の顧客サービス業になるだろう．
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注

l愛媛銀行HP(http:"www.himegin.cojp/about/history.html,2017年7月22日アクセス）の「企
業.Ⅲ情報>愛媛銀行について＞沿革」に基づくもの．

2銀行におけるQualityでは金額の正確性はいうまでもなく十分なので，たとえば，窓口サー
ビスの応対の仕方や，資産形成に関する相談業務のノウハウのレベル， さらにはローンや

融資の審査時間などが考えられる．銀行同士の比較では，平均的な銀行をlとして相対的

な比較でサービスごとにQualityを決めていく．応対の仕方の良ざなどの顧客満足度は， 日

経金融機関ランキング「お客ざま満足度」や日経リサーチ「都道府県別銀行満足度ランキ

ング」などを参考にQualityを設定できる．ただし，本シミュレーションでは銀行の契約形

態によるサービス品質に差異はないものとした． したがって,Qualityに差が発生しないも

の（すなわち1) とした．

3実際には，企業が異なればPremumは異なる． たとえば，国内28空港のラウンジを使える

ゴールドカードの年会費を比べてみると， アメリカン・エクスプレス・カード1万2千円，

三井住友ⅥSAカード1万円, JCBゴールドカード1万円， りそなJCBゴールドカード5

千円，楽天ゴールドカードは2千円となっている(2017年12月1日現在).保険や還元率

などの付帯サービスの違いはあるが，国内各ラウンジの使い放題のみで比較した場合では

発行企業によって年会費が異なっており，その差額がPre皿umに相当する．ただし，本シ

ミュレーションにでは，同一の銀行内であることからPremumに差が発生しないもの（す

なわち0） とした．
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4銀行のアカウントフイーの主な設定方法としては，預金口座の単位あたり原価をもとにす

る方法と，他行のアカウントフイーをもとに市場価格から決める方法がある．預金口座の

原価は，直接原価のみの場合と全部原価で行う方法がある．銀行の直接原価とは， 口座を

維持管理するのに直接的に必要な資源から活動基準原価計算や資産活用原価計算（谷守，

2017b)により算定する必要がある．

5銀行の口座維持にかかる資源は， システム費用・人件費・店舗費などの固定費がほとんど

を占める． 2000年代半ばのあきひ銀行（現りそな銀行）の調査によれば，預金口座に関係

する変動費は新規に発行する通帳代やキャッシュカード代のみであった．それらは，その

他固定費と比較するとほとんど無視できるほどの金額であった．

6ただし，年間96回をはるかに超えて大量に振込がなされた場合には，新たにシステムや回

線を増強する追加投資が必要になる．その場合には，サブスクリプシヨンモデルの採用に

よって，追加的な費用が発生することになる． したがって，実際にサブスクリプシヨンモ

デルを適用する際には， アカウントフイー設定と都度の振込手数料無料化により，顧客の

行動を予想して将来取引量の予測や見積りを行う必要がある．

7たとえば，谷守(2017b)の資産活用原価計算の銀行への適用事例が参考になる．
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1． はじめに

環境保全を含む社会的責任や経営理念といった目的を企業が実践的に追求するにあたって

は，井尻もいうように「長期利益を最大化するとか，個人の幸福，国民の福祉などといった上

位目標は，それらがオペレーシヨナルに測定できなければ意味がない」 （井尻， 1976:255)．そ

のため，経営理念・社会的責任をオペレーショナルに測定するには環境保全に関するそうした

議論や実践を参考に，それらを測定可能な具体的指標に置き換える必要がある．

環境保全度それ自体は直接的には測定しえない．そのいわば「代理指標（または変数)」と

してたとえばCO2排出量その他の汚染物質・有害物質量等， 「測定可能」な指標が開発され，

それら諸指標の認識・測定のための「尺度」を設定して企業の環境保全度(達成状況）が認識・

測定・計算・報告されてきた経緯がある．

このような指標がなぜ管理会計指標と規定できるのかについて,アメリカ会計学会(American

AccountingAssociation:AAA)のAS加花me"qfB"jcAcco""""g77ieory (1966:ASOBAT)を参照

し検討する．管理会計に関してASOBATは,AAA1958年度管理会計委員会報告書における管

理会計の定義を挙げ，経営管理者の主要職能は一般的には計画及び統制の2つであるとし，

｢経営管理者の情報に対する要求に応えるために，第2章で勧告した会計情報の基準が適用き

れる」 (AAA,1966:37,飯野訳, 1969:55)とする．会計情報の基準とは「会計情報は当該経済

単位の内部および外部で色々の資格で活動する人々にとって有用なものでなければならない」

(AAA,1966:8,飯野訳, 1969: 12) とするもので, 1. 目的適合性2.検証可能性 3，不偏

性4．量的表現可能性の4基準がある(AAA,1966:8,飯野訳, 1969: 12-13).基準の中でも

目的適合性は内部報告の中心にあるとされている(AAA,1966:52,飯野訳, 1969:76).

筆者は，情報の有用性をもたらすとされている目的適合性は， とくに管理会計システムにお

いては内部的アカウンタビリティ関係（報告を行う義務と報告を受ける権利）を前提とする議

論であることを認識すべきと考える1.組織体内のあらゆる階層に存在する経営管理者は，計

画と統制という職能を果たすために辻が「管理会計の機能・本質」と規定した「個人責任にか

かわる『人の計算・測定』」 （辻, 1977: 10,21,74)を行うのであって，下位層の組織成員に上

位管理者へ報告を行う義務があるという前提がなければ管理会計システムとしての目的適合性

という議論は成り立たない2．経営目的に環境保全があり，計画と統制のための業績評価指標

に環境保全度が用いられていれば，下位層の組織成員は達成した活動及び結果についての環境

保全度を管理者に報告しなければならないのであって，その前提があってこそ経営管理者はそ

の職能を果たすことができる． 「目的および目標と関係して行なわれ，あるいは達成された活

動および結果の報告」 (AAA, 1966:50,飯野訳, 1969:74) という統制に関するASOBATの議

論は， これらのアカウンタビリテイ関係を前提として進められていると筆者は考える．

また報告のために測定する量的表現可能性についてASOBATは， 「数量化とは取引または

活動に定められた四則法則またはその手続きに従う数値をむすびつけることである」 (AAA,

1966: 11-12,飯野訳, 1969: 18) とし，貨幣額による表現が会計や数量化のすべてとはしてい

ない．経営目的に環境保全がある場合には，組織成員はアカウンタビリテイを果たすために環

境保全のための取引や活動を排出物等の物量情報で表現する環境保全度指標を用いなければな

らない． これらのことから環境保全度という業績評価指標，及びその測定尺度としての物量情

報は, ASOBAT(AAA, 1966: 12,飯野訳, 1969: 18)の量的表現可能性の基準で挙げられてい
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る測定尺度の例（フィート， トンまたは華氏の度数）やそれ以前のAAA1961年度管理会計委

員会報告書(AAA,1962:528,櫻井訳, 1975: 184-185)で挙げられている測定尺度の例（個数，

ポンド，平方フィートまたはガロン）に適合し，会計情報として認められうると筆者は考える．

ここまで，企業の社会的責任（環境保全）達成度という社会的業績を測定・評価するには，

企業が環境保全という経営目的を追求するにあたって測定可能な具体的指標に置き換える必要

があること， またその組織成員が内部的アカウンタビリテイを果たすために環境保全度指標を

用いなければならないこと，及びその指標は会計情報として認められうることを確認した．他

方，環境保全に関して企業に求められる外部的アカウンタビリテイの内容も， 「私的経営成果」

ではなく 「社会的観点からの経営成果」ともいうべき環境保全達成度となる． この社会的な成

果をどう測定し評価するかの前提となる理論的枠組みとして， とくに社会経済的視点を重視

し，かつそうした視点からのアカウンタビリテイ概念にも通ずる分権化を重視したドイツ経営

経済学・会計学の泰斗であるSchmalenbach,Eugen(1873-1955)の「共同経済的思考」が参考に

なると筆者は考える．

中川や足立がいうように， また中谷が「企業の社会性」について述べていることにも窺える

ように，企業は社会的に有用な生産をするという社会的役割（社会的利益）を担い，その意味

で社会的性格を有する一方，個別企業の第一義的ないし主要目的はみずからの個別的利益追

求にあり，その意味での企業活動は私的な営利活動という私的性格をもつ（中川, 1981: 182;

足立, 2012:55;中谷, 1979: 127).企業利益は私的な営利活動の私的経営成果という私的性格

(私的利益）をもつ業績測定指標であり，他方，企業活動における「社会的観点からの経営成

果」ともいうべき環境保全（貢献）度は社会的性格（社会的利益）をもつ業績測定指標となる．

企業のもつこうした二重的性格は業績評価指標・尺度の性格にも反映されると考えられるが，

Scmalenbachの「共同経済的思考」は社会経済的視点からのアカウンタビリテイ概念やその前

提としての分権化概念について重要な示唆を与えるからである．

そのため本論文では，第1に企業による環境保全責任の前提的枠組みに関連して, Sc伽alen-

bachの共同経済的思考の核心である分権化という捉え方の妥当性，合理性を説明する．第2に

企業活動における環境保全（貢献）度という業績の測定・評価のための管理会計的指標・尺度

の性格規定（総量指標，原単位指標企業利益（原価）関連指標の3つ)，第3に業績とその測

定・評価指標・尺度の私的性格から社会的性格への進展の傾向（利益達成度絡み→原単位→総

量への，個別企業の利益絡みという私的性格のものから相対的に社会的な性格のものへ， さら

に絶対的に社会的な性格のものへの変化目標と測定尺度が利益という個々の会社に固有の私

的目的から例えば温暖化防止への貢献などより社会的な目的へと進展している歴史的な発展傾

向）について検討する．

2. Schmalenbachの共同経済的思考の核心である分権化

2.1 Schmalenbachの理論と環境保全

わが国環境省の環境会計ガイドラインは，経済面でのパフォーマンスを原価等の貨幣尺度

で，環境面でのパフォーマンスを資源消費量，汚染排出量等の物量尺度で把握するという，

ドイツ環境省／環境庁のハンドブック『環境原価計算』の基本的姿勢を採用している（宮崎，
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2002:88-89)． そこで，以下では，

①そのドイツの原価理論の発達に重要な役割を果たした1人であるSc伽alenbachの理論と，

環境保全とを比較検討し，

②さらに, Schmalenbachの理論をもとに，わが国の環境保全における社会的枠組みとしての

分権化について検討する．

Schmalenbachに関する最近の研究は少ない． またScmalenbachの理論が環境問題と関連付

けて論じられることも少なかった. Schmalenbachの再評価をすることで，環境についての企業

のあり方を根本的にみなおすことにつながることになるのではないかと筆者は考える．

①と②を検討するうえで，筆者が注目したいのは, Schmalenbachの共同経済的思考である．

Schmalenbachは, 19世紀の経済的成果が経済体制にではなく乱掘に負うているという事態

について，次のように述べている． 「いままでに自由経済の時代におけるほど多く鉱山の乱掘

の行われた時代はなかった．……われわれは貯蓄を見出し，それを巧妙に奪取したのであっ

た． だからわれわれはそれが自由経済の収益勘定に貸記されてもよい収益であるとは信じては

いけないのである」 (Schmalenbach, 1958:58-59,土岐・斉藤訳, 1960:55)3.

Sc伽alenbachは， 「吾々の理論的労作に方向を与えるものは共同経済的な経済性であって

私経済的な経済性ではない．或工場主が多く儲けるか少く儲けるかは吾々の関心する処で

はなく，不経済的な作業によって財が浪費されないと云う事のみが吾々の関心事である」

(Sc伽alenbach, 1934:2,土岐訳, 1951:3) と述べており，私経済的利益の増大がただちに共同

経済的経済性の向上を意味しないことは明らかである． また，私的利益を追求することが社

会的利益につながるという見解を支持するものでもないと考えられる． そして, Sc伽alenbach

は，共同経済的経済性を共同経済的生産性と同義語として使用している（小林， 1968:4-5)4．

小林は， この共同経済的生産性を研究するためには, Schmalenbachが私的利益を追求する企業

の活動を共同経済的生産性に調和させるために何を考え，建設しようとしていたかを問題とし

なければならないと指摘する（小林, 1968: 1414).

小林は，共同経済的生産性を「ある生産を可及的に少ない財消費によって達成きれること」

(小林, 1968:5)とし， 「価値に関連しなく，物量的にのみ考慮される技術性あるいは節約性が

問題になる領域では，個別経済的な節約性と共同経済的な節約性とは矛盾しないか，あるいは

少くとも傾向としては一致することがあるのではないかと考えうる」 （小林, 1968:7) とする．

この意味を筆者は次のように考える．中西によれば「経営の目的は，最大の利益を確保するこ

とであり，それは原価および投資を一定とすれば，給付（または収益）を最大ならしめるこ

とであり，給付を一定とすれば，原価または投資を最少ならしめることである」 （中西, 1953:

10).後者の「給付を一定とすれば，原価または投資を最少ならしめること」について考えれ

ば，個別企業は利益を目的とするとしても，貨幣価値をまぎれこませない生産性領域において

は，物量的節約性をもってそれを成し遂げ得る． また，社会から見れば，原材料使用量の減少

や生産性の向上，廃棄物の再利用などにより，使用する資源量も少なくなることで共同経済的

な物量的節約性が成し遂げられ得る． この点においては，個別企業の節約性と共同経済的な節

約性は矛盾せずに一致すると考えられる．

ただし，個別企業の節約性と共同経済的な節約性には矛盾もある．たとえば，原単位計算に

よる節約である．原単位は製品l単位の製造に必要な物量であるから，製品l単位あたりの物

量が節約されたとしても，製品数が増加すれば企業で使用される物量は増加する．共同経済的

な節約性は企業で使用される物量の総量を指すのであるから， この場合，個別企業の原単位レ
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ベルでの節約性と総量レベルでの節約性ひいては共同経済的な節約性とは矛盾するという論理

が成り立ちうる．

2.2 Schmalenbachの理論による環境保全の分権化

筆者がSc伽alenbachの共同経済的思考で注目したいもう1つの点は，尾畑が指摘するように

共同経済的経済性の意味が分権的管理にあるという点である．分権管理についてSchmalenbach

は， 「中央集権的な管理には反対である」ことと， 「下級指揮者の独立性を認め，上級指揮者の

過度の容啄には反対する」ことを挙げている(Schmalenbach,1934:3,土岐訳, 1951:5). この

内容は，西澤による分権管理の定義「最高管理者が，現場活動の指揮権や監督権について最小

限の権限しか有しない組織構造．現場階層の責任中心点に自由に意思決定することは認める．

集権管理に対比きれる」 （西澤， 2000:67） と基本的に一致する. Schmalenbachの共同経済的思

考の核心が「ドイツの国民経済全体を1つの経営であるかのどとくに考え，個別企業をその

部分経営として位置づけ，そこに分権的経営管理の手法を適用するという点にある」 （尾畑，

1999: 113)ことに照らせば，個別企業には責任中心点として自由に意思決定することが認めら

れることになると考えられる．

尾畑はまた，次のようにも述べている． 「ドイツの国民経済全体を1つの経営とみるという

見方は， シュマーレンバッハの共同経済的経済性のキーポイントである」 （尾畑, 1999: 101).

｢シュマーレンバッハの共同経済的経済性の内容は，単に個人の利益より全体の利益を優先す

るというようなものではなかった． ……． まさに国民経済の分権的管理こそが， シュマーレン

バッハの共同経済的経済性思考の核心であった」 （尾畑, 1999: 113).

こうしたSc伽alenbachの理論を環境保全に当てはめれば,社会，国家，企業という3層のレ

ベルでの分権的管理が求められ，企業には1つの経営体としての国民経済＝共同経済を構成す

る一員すなわち内部的構成員としての責任とアカウンタビリティが求められることになると考

えられる．

企業に対する評価の仕方も,Schmalenbachの「本書の指導精神が共同利益にある」(Schmalen-

bach,1934:3,土岐訳1951:4)という言葉に照らせば， 「企業家の支出の中には算入せられず，

第三者または社会全体に転嫁ざれ且つそれらによって負担きれる」 (Kapp,1950:Preface,篠原

訳, 1959: i)ような社会的費用が発生する場合はマイナス評価となることが考えられる． 「国

民が得る効用の総計と費用の差額が最大化される」 （尾畑, 1999: 102)ことがプラス評価にな

るのではないかと考えられる．

ただ，共同経済的思考を主張したSchmalenbachの時代には，社会的観点からの会計実務は絶

無であった． しかし, 1970年代の公害問題から1990年代の環境問題へと世界的に問題が確認

されることに伴い，社会的観点からの物的・財貨的な表現形態をもつ報告書，換言すれば社会

的アカウンタビリテイが企業に求められるようになった（宮崎, 2016:9-10).

ここで, Sc伽alenbachの理論をもとに，地球温暖化がなお進行中という実際に問題が存在し

ている状況を論点として，環境保全の分権化がどのように成立しうるかを確認する．

2015年にフランス・パリで開催きれたCOP21において，気候変動に関する2020年以降の新

たな国際枠組みであるパリ協定(ParisAgreement)が採択された．パリ協定には，すべての国に

よる削減目標の5年ごとの提出・更新，各国の適応計画プロセスと行動の実施等が位置づけら

れている5．
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今回， 日本が国際的に約束した目標である「約束草案」の内容は， 「2030年に-26%(2013

年度比) (2005年度比では-25.4%)｣ (経済産業省産業技術環境局, 2015: 14)である6.

日本国内においては, 日本全体の温室効果ガス排出のうち大きな割合を占める産業部門と発

電部門（エネルギー転換部門）の排出削減対策は，おおむね日本経済団体連合会（経団連）の

自主行動計画に委ねられている．経済界の考えについて，経済産業省産業技術環境局環境経済

室「産業界の自主的取組について－自主行動計画・低炭素社会実行計画一」 （平成27年3月）

では次のように示されている7．

「・産業界においては, 1997年の「経団連環境自主行動計画」発表以降，各業界団体が自主的

に削減目標を設定し，その実現のための対策を推進．政府は，毎年度，関係審議会によるフオ

ローアップを実施．

・目標は，業界が自らの産業特性，技術導入余地等を踏まえて, CO2総量/CO2原単位／

エネルギー総量／エネルギー原単位の中から選定」 （経済産業省産業技術環境局環境経済室，

2015: 1).

このように，世界的な問題となっている温室効果ガスについては，各国が目標を定め， 日本

においては産業界が目標を設定する構図になっている． これはいわば, Scmalenbachの「共同

経済的思考」における分権化とも捉えられる．

温室効果ガスへの対応に関する国連の世界各国への分権化や， 日本国の産業界への分権化の

動きは，企業家の「私的経営成果」ではなく 「社会的観点からの経営成果」の測定を目指す

Schmalenbachの「共同経済的思考」を実現しつつあるとも考えられるのではないだろうか． ま

た， この分権化は，わが国産業界の日本国へのアカウンタビリテイと， 日本国の世界へのアカ

ウンタビリテイを伴うものとも考えられる．

小林が指摘するSchmalenbachの共同経済的生産性（共同経済的な物量的節約性）が物量的領

域では個別経済的な節約性と共同経済的な節約性とは矛盾しないこと（小林, 1968:7)と，尾

畑が指摘するSchmalenbachの共同経済的思考の核心が分権的管理にあるという点に照らせば，

温室効果ガスに関する環境（管理）会計においては，その達成度の測定・評価指標（及び方法）

も私的性格のものから社会的性格のものへと発展する可能性を孕んでいることになるのではな

いかと筆者は考える．

企業に求められる外部的アカウンタビリテイの内容が単に株主・債権者等への財務・会計的

説明責任に留まらず，消費者・地域住民等多様なステークホルダーからさらに国家への説明責

任へと， より社会的性格の強いものに発展すれば，企業の内部的アカウンタビリテイの内容

(それに係わる指標・尺度等） もまた， より社会的性格のものへと発展する可能性があると考

えられる．その可能性について，次の第3節で検討する．
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3．企業活動における環境保全（貢献）度という業績の測定・評価のた

めの管理会計的指標・尺度の性格規定

3.1環境保全度という管理会計的指標・尺度の種類と性格規定

経営目的に環境保全がある場合には，組織成員は内部的アカウンタビリテイを果たすために

環境保全のための取引や活動を排出物等の物量情報で表現する環境保全度指標を用いなければ

ならない． また，環境保全達成度という業績評価指標，及びその測定尺度としての物量情報

は，既述のようにASOBATの基準やそれ以前の1961年度管理会計委員会報告書で挙げられて

いる測定尺度の例である物的尺度（非貨幣的尺度）に適合している．

小林が物量的領域では個別経済的な節約性と共同経済的な節約性とは矛盾しない（小林，

1968:7) と指摘するSchmalenbachの共同経済的生産性（共同経済的な物量的節約性）では，企

業活動における環境保全（貢献）度という業績の測定．評価のための管理会計的指標．尺度の

基礎概念たり得るものとして，個別企業の原単位レベルでの節約性と総量レベルでの節約性ひ

いては共同経済的な節約性が挙げられた．筆者はそれを念頭に，以下で①総量指標，②原単位

指標，及び③企業利益目的と結びついた指標（企業利益絡み指標，環境効率）について検討

する．

本論文は，管理会計的指標・尺度の性格規定を目的としていることから，西澤による環境会

計に関連する環境パフォーマンス指標の論述を参照する．西澤は, ISO(JIS)14031の定義を引

用し「環境パフオーマンスとは， 自らの環境方針・目的及び目標に基づいて，組織が行う環境

側面の管理に関する，環境マネジメントシステムの測定可能な結果」 （西澤, 2009:51)である

とする．環境パフォーマンスを測定するための指標が環境パフォーマンス指標である． 「環境

パフォーマンス指標には，マネジメント情報（環境会計情報と環境会計情報以外の項目を含

む） とオペレーション指標と環境効率指標の3種類がある」 （西澤， 2009:51)．

環境省『環境報告ガイドライン2007年版』及び梶原によれば，先に述べた指標のうち，総量

はオペレーション指標であり，原単位と環境効率は環境効率指標である（環境省， 2007:27-29；

梶原, 2011: 126)8.

ここで，総量，原単位，環境効率それぞれの言葉の定義と環境保全度との関連を確認する．

総量とは，全体の数量，物量をいう．物量計算とは，物量的に表示きれた原価である物量

原価の計算のことをいう．生産管理においては物量計算が中心となる（中西, 1953: 14-15,

27-28)．物量計算は，財や労務の消費量を重視し，原価をその発生の根源において管理し，原

価能率を増進しようとする原価管理に役立つ（中西1953: 14-15)9.環境保全度との関連でい

えば，温暖化問題において究極的に重要なのはCO2総排出量という総量の増減である．

原単位は，製品’単位の製造に必要な材料の標準数量労働の標準時間数のような物量を意

味する（山邊, 1953:34). 「原単位は原価そのものではないが，原価の構成分となりうるもの

であり，そして原価の構成分となっている原単位は，原価管理のため重要な手段である」 （山

邊, 1953:44). この原単位を一定の尺度で数量計算することを原単位計算という．環境保全度

との関連でいえば，原単位による管理は，たとえば生産物l単位あたりの場合，生産量の増加

を阻害することなくCO2の排出を相対的に低減する活動ができるが，生産物，単位あたりの

CO2排出量が削減されても生産物量が増加すれば全体で排出きれるCO2の量は増加すること
になる．
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「環境効率という概念は， 1992年にWBCSD(WoddBusinessCouncilfbrSustainableBoard:持

続可能な発展のための世界経済人会議）により提唱されたもので， 〔製品もしくはサービスの

価値／環境影響〕で表わきれる．資源の効率的活用を通じ，環境影響や環境負荷の低減を目指

すための指標である．環境負荷量l単位当たりの付加価値や売上高等の値が用いられることが

多い」 （環境省, 2007: 108).WBCSDの提唱する「環境効率」は，付加価値や売上高等の値が

用いられることに関して， 「企業利益目的と結びついた指標（企業利益絡み)」と一致する．環

境保全度との関連でいえば，環境効率による管理は，たとえば環境負荷／売上高の場合，環境

負荷の総量に変化がないとしても売上高が増加すれば企業利益目的と結びついた指標（企業利

益絡み指標） という環境保全（貢献）度は改善されたことになる． また，環境負荷の総量が増

加したとしても，それ以上に売上高が増加すれば改善されたことになる．結果，環境負荷が絶

対的総量において減少しなくても環境保全（貢献）度は改善されたことになる．

これら3つの指標は，企業の活動が環境に与える影響や，環境への負荷，及びそれに係る対

策の成果を対象とするものであるが， 「環境経営の意味や内容については一義的な理解が形成

されているとはいいがたい」 （柿崎2001: 182) という指摘がある． また， 「環境問題を考える

とき，政府は企業をとりまく環境の一大構成要素である」 （堀内， 1995:49)．環境省が『環境

白書』で環境経営の類型について述べているのは『平成11年版環境白書』であり，平成12年

版以降では記載がない．そのため，柿崎の研究と『平成l1年版環境白書』をもとに，環境経

営の類型について整理する．

『平成ll年版環境白書』は，環境経営を企業が環境保全への取り組みを内部化していく動

き，製品やサービスも含めて環境への対応を企業の経営戦略や事業戦略の中で徐々に具体化す

る試みと位置づけ，環境経営の取り組み姿勢をタイプ1から4に分類している． タイプl :規

制対応型， タイプ2：予防対応型， タイプ3：機会追求型， タイプ4：持続発展型，である．そ

れぞれのタイプに応じた環境測定につながる指標があるはずであり，各タイプの取り組み業績

評価指標・尺度には，それぞれ違いがあるはずであるため，環境経営の取り組み姿勢における

特徴とタイプに応じた環境測定につながる指標の整理を試みる．

「タイプ1 ：規制対応型」の特徴として， 『平成11年版環境白書』は，政府の規制や関係者の

要望等を受け，受動的な形で環境保全に関する取り組みを行うことを挙げている． この特徴に

ついて考察する． 「エネルギーの使用の合理化に関する法律（以下，省エネ法)」には，年平均

1%以上という消費エネルギーの原単位目標がある． しかし，原単位目標は効率値であり絶対

量ではない． 「規制対応型」が省エネ法に対応したとしても， 「50年に80％の温室効果ガス削

減」のような長期的総量目標を達成していくには「企業の温暖化対策における削減目標も『年

間当たり1.5％』以上と整合することが望ましい」 (WorldWideFundfOrN血ⅢeJapan,2014:9)

という指摘がある'0． 「規制対応型」は，法律や規制などが導入されたために，やむなく環境対

応する場合を意味し，企業の生産活動と比較し環境対応を重視する度合いが低いケースに該当

すると筆者は考える． このような受動的な対応や消極的な性格を特質とする「規制対応型」の

目標指標の例としては，現状，省エネ法の年平均1%以上という消費エネルギーの原単位目標

のような短期的な原単位目標指標が考えられる．

「タイプ2：予防対応型」の特徴としては，環境対策を事業活動のリスク対応として認識し，

事業者内部の環境管理体制の整備を行い，予防的な取り組みを行うことが挙げられている． こ

れは「環境対策を事業活動の危機対応として認識する取り組み」であり， 「環境保全を競争的

な優位性を獲得する機会とするものではない」 （柿崎, 2001: 185) とされる． この「予防対応
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型」では， 「環境対応が現時点での企業の収益性にどのような影響を与えるか」 （國部， 2010：

43）を考盧していることが考えられる． 「予防対応型」は環境対応を重視するが，それは対応

をしなかった場合に企業の収益性及び事業の継続性にマイナスの影響を及ぼすと判断するから

であり，その意味で受動的である． 「予防対応型」の目標指標の例としては， 「規制対応型」が

法や規制によりやむなく環境対応するのに対し，マイナスイメージによる企業の収益性の低下

を防ぐために環境対応を重視する姿勢があることを考慮すれば，短期的で実効性のある総量目

標指標が考えられる．

「タイプ3：機会追求型」の特徴としては，環境保全を事業者の経営戦略またはビジネスチャ

ンスとして捉え，エコビジネスを展開したり， より環境負荷の少ない製品の展開を図っていく

ことが挙げられている． また機会追求型は「環境保全が企業の競争力を脅かすというよりも，

企業の国際的な競争力を強化する機会とみなきれるという立場から理解される」 （柿崎， 2001：

182)． このような特徴をもつ機会追求型には， 「規制対応型」や「予防対応型」に比べ，収益

性と環境経営との対立がみられないと筆者は考える．機会追求型では「環境経営といえども，

より効率的な取り組みが求められる」 （柿崎2001: 186).そのため「事業環境が厳しい場合，

とくに企業規模の縮小，事業再構築や人員削減などの合理化が企業の存続を左右する場合に

は，先取り型環境経営を推進するためのスタッフや資金が削減されるという事態を招くことが

ある」 （柿崎, 2001: 184). 「機会追求型」は，経営目的として環境対応を重視するが，それは

企業の収益性にプラスの影響を及ぼすからである． 「規制対応型｣， 「予防対応型」に比べて積

極的経済的，企業利益目的優先的である「機会追求型」では利益達成度絡みの姿勢が重視き

れており， 「環境配慮と経営効率または利益達成度との関連状況」を表す指標である環境効率

目標指標が該当すると考えられる．

「タイプ4：持続発展型」の特徴としては，環境保全は企業の社会的責任でありかつ，持続可

能な企業経営のために必要不可欠なことであると捉え，事業活動全体における環境負荷の削減

を図っていくことが挙げられている． また柿崎は「持続発展型環境経営は，むしろ企業の経営

原理や経営理念に係わる経営のあり方として理解される」 （柿崎2001: 186)ことを指摘して

いる． 「持続発展型」は，長期的な経営活動に係わる「将来の経済への影響と環境を考慮して

行う意思決定」 （國部, 2010:44)に該当すると考えられる． 「持続発展型」は，環境対応を重

視するが，それは社会の収益性及び継続性にプラスの影響を及ぼし，結果として企業の継続性

にもプラスの影響を及ぼすからである． これらのことから， 「持続発展型」は長期的な総量目

標指標という社会的性格に係わるものをより意識していることが考えられる．

これら長期的，短期的な総量，原単位，利益達成度絡み（環境効率）の指標を，企業の環境

保全への取り組み姿勢と社会的有用性に関連付け， 『平成ll年版環境白書』に基づいてタイプ

分けすると，表lのように整理できる．

このような企業活動における環境保全（貢献）度という業績の測定・評価のための管理会計

的指標・尺度の性格規定を，次節でデータをもとに明確化する．

3.2業績とその測定・評価指標・尺度の私的性格から社会的性格への進展傾向

2017年1月23日に発表きれた， 日本経済新聞社による「第20回環境経営度調査」 （環境対

策を経営と両立させる取り組みを評価する調査． 2016年8月下旬からll月上旬に，上場・非

上場の有力企業，製造業1733社非製造業1429社を対象に実施，製造業396社，非製造業
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表l環境経営の取り組み姿勢と指標のタイプ分け

(社会的に求められている環境保全を基準とした場合）

↓↓ ↓↓ ↓

↓ ↓↓ ↓ ↓

出典：平成11年版環境白書，柿崎(2001: 185-186)をもとに筆者作成'’

261社が回答）の企業ランキングは，製造業1位がキヤノン， 2位が日産自動車， 3位がコニカ

ミノルタ， となっている． ランキング上位の企業内で設定されている目標指標の歴史的な流れ

が，傾向として企業利益目的と結びついた指標から， より環境保全という社会的な尺度に移り

つつあると確認できるかを検討する12.
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現状では， これらランキング上位の企業内で設定きれている目標指標は，製品を売らなけれ

ばならないという企業としての要請もあって原単位が主流となっている．排出量取引制度（二

酸化炭素など温室効果ガスの削減目標を達成するため，国同士あるいは企業間で温室効果ガス

の排出量を取引する制度）における総量規制方式と原単位方式の比較をおこなっている加藤と

竹内は， 「排出量取引の制度設計において原単位方式が提案きれる背景には，経済活動に制約

を設けることそのものに対する抵抗や，規制によって大きな負担が発生する産業部門への配慮

があるものと推察きれる」 （加藤，竹内， 2012:34）ことを指摘している．

しかし， ランキング上位の企業がときとして目標指標に総量をうちだしている現状は，環境

を意識していることの反映ともみられる． ここに，原単位と総量という二面性がある状況を読

み取れるのではないかと筆者は考える．

なぜこのような状況にあるのかを省エネ法の歴史的経緯から確認する．省エネ法の歴史的概

要は’水野によれば次のようになっている． 「日本では，第二次世界大戦後の1947年に熱管理

規則（商工省）が制定され，それが1951年に熱管理法となった……．第二次石油危機直後

の1979年，熱管理法にかわり，…．．､省エネ法が制定され，……その後，省エネ法は，内外にお

けるエネルギー消費の著しい増加，大量のエネルギー消費が環境に及ぼす影響などを背景に改

正を重ね，今日に至っている」 （水野, 2012:41).

省エネ法の前身である熱管理とは，工場におけるエネルギー原単位の低下を追求する技術で

ある（小堀， 2006:40)．戦後復興期である「熱管理法制定当初は，……エネルギー節約による

コスト削減を通じた『輸出振興＝経済自立」を選択するしかないと考えられた」 （小堀， 2006：

65-66)．第二次世界大戦後の復興期には財貨や生活に有用なものが優先され，原単位指標によ

る管理で問題がなかったことが推察される．

その後，規模の経済が作用する工業化などの産業の発展や生活水準の向上により環境や健康

に目が向くようになったことと，環境問題の深刻化が契機となり，絶対量である総量指標が国

連でも取り上げられるようになった．企業がときとして目標指標に総量をうちだしているの

は， このような社会的状況を意識し，原単位指標による管理のみではいずれ限界を来すという

問題があると認識して，短期的なものから長期的なものへを念頭に原単位から総量へと指標を

変化させる必要性への判断が背景にあると筆者は考える． こうした状況に，原単位という生産

量が増加しなければという条件付きで環境負荷の低減につながる次善策的指標から，総量とい

うより確実な社会的目標指標へと向かっている傾向が表れていると推察される．

4． まとめ

本論文では，第1に社会的な成果をどのように測定し評価するかの前提的枠組みとして

Scmalenbachの共同経済的思考の核心である分権化概念を検討した．温室効果ガスへの対応に

関する国連の世界各国への分権化や， 日本国の産業界への分権化の動きは，企業の「私的経営

成果」ではなく 「社会的観点からの経営成果」の測定を目指すSchmalenbachの共同経済的思

考を実現しつつあると考えられる．温室効果ガスに関する環境（管理）会計においても，その

達成度の測定・評価指標（及び方法）が私的性格のものから社会的性格のものへと発展する可

能性を孕んでいると考えられることから，第2に企業活動における環境保全（貢献）度という
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業績の測定・評価のための管理会計的指標・尺度の性格規定，第3に業績とその測定・評価指

標・尺度の私的性格から社会的性格への進展の傾向について検討した．現状では，総量，原単

位，環境効率（企業利益絡み）という3つの指標があり，企業は原単位指標を使用しつつある．

しかし，相対的指標である原単位では絶対量の抑制は難しいことから，総量指標に企業の関心

が向きつつある傾向がみられた． このことから，総量指標は企業活動における環境保全（貢

献）度の社会的業績評価指標という，マクロ的管理会計指標ともいうべき側面をもつと考えら

れる．今後は， このマクロ的管理会計における業績評価指標の環境保全度版をモデルとして，

企業の社会的責任（経営理念）達成度評価といった大きな業績評価枠組みに展開できるのでは

ないかと考えている．
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注

1本論文では，情報の有用性は会計責任が果たされてからの問題であるという國部(1996;

2003）の考え方に基づいている．

2足立は，辻(1977)における「個人責任にかかわる『人の計算・測定｣」との管理会計の機能・

本質規定に基づき，個人アカウンタビリテイ ・システム概念を管理会計の機能・本質とし

た（足立, 1996:65).

3社会的な観点から会計の利益を見直す議論は，田中(2016)やGreeson-White(2011)において
も行われている．

4中村も次のように述べている「シュマーレンバッハは，その『共同経済的経済性』を後に

『共同経済的生産性』と置き換えている． しかし，それについてなんらの説明をも与えてい

ないからして，ほぼ同一の内容をもつべきものとして取り扱うことにする」 （中村, 1982:

268)．

5環境省「気候変動の国際交渉」 (2017年8月20日現在）

http:"www.env・gojp/e航Ⅳondanka/cop・html

6 「約束草案(intendedNationallyDetenninedContributions:mDC)……各国の目標は各国自ら
が定める『各国提案方式』が有効」 （環境省地球環境局国際地球温暖化対策室, 2016:8).

7経済産業省産業技術環境局環境経済室「産業界の自主的取組について－自主行動計画・低

炭素社会実行計画一（平成27年3月)」 （2017年8月19日現在）

http:"www.meti.gojp/policy/energy_environment/kankyou_keizai/va/

8 「オペレーション指標とは，事業活動を実施することに伴う環境負荷を捉える指標と定

義される．……．環境マネジメント指標とは，事業活動に係わる資源を管理・運用する手
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法・組織，事業者が実施する環境に関する社会貢献活動などに関する指標と定義きれてい

る． ……．経営関連指標とは，直接的な環境負荷を示すものではないが，事業活動の規模

や状況を理解し，単位製品・サービス価値当たりの環境負荷や単位環境負荷当たりの製品・

サービス価値を算出するに当たって用いることができるとされる.」 （梶原, 2011: 126).

9わが国の「原価計算基準」も，原価の本質の1つとして「原価計算は，原価の標準の設定，

指示から原価の報告に至るまでのすべての計算過程を通じて，原価の物量を測定表示する

ことに重点をおく」 （大蔵省企業会計審議会, 1962)ことを挙げている．

'0 日本はパリ協定を受けて地球温暖化対策計画で「50年に80%削減」の長期目標を盛り込ん

だ（日本経済新聞2016.ll.4).

'1 『平成ll年版環境白書』第1章第2節2「『モノjづくりを中心とした産業における取組」

(2017年8月19日現在)https:"www.env.go.jp/policy/hakusyo/hakusyo.php3?kid=211

'2 「環境配慮型業績評価システムを分析する場合， ともすれば業績評価の方法や，採用され

る環境パフォーマンス指標の内容及び測定方法に関心が集中する傾向がある． しかし，実

際には，指標そのものの選択と同じくらい，評価の基礎となる目標値の設定が重要である」

（國部, 2004: 141).
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事例紹介

管理会計を行政に拡張する場合の課題

大西淳也

＜論文要旨＞

本稿では， まず，行政を3つの分類，即ち，①収益と費用を認識できる外環部，②収益は認識しにくい

が費用は認識できる内環部，③収益も費用も認識しにくい中心部に分ける．前2者は政策の執行管理過程

を，後者は政策の企画立案過程を意味する．

次に，管理会計手法には，収益や費用，利益といった中で形成されてきた伝統的な管理会計手法がある

とともに，収益や費用に相当するものに拡張した広義の管理会計手法がある． そして，上記の行政の3分

類に対しては，手法ごとに適した射程がある．

更に，管理会計の行政への拡張に当たっては， 関係者により，即ち，行政実務家やCPA,財務会計研究

者，管理会計研究者， コンサルタント，議員，マスコミにより見方が異なる．

このような中，管理会計研究者には，行政の外環部や内環部に存在する行政実務家や，各分野の研究者

との交流が今後期待される． その上で，管理会計の行政への拡張に向けた今後の推進力として，議員やマ

スコミの理解を得ていくことが期待される．
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1． はじめに

管理会計を行政に拡張できるとの議論はこれまでも存在した．近年では，公会計(財務会計）

の議論も進展している．本稿では，管理会計を行政に拡張する場合の課題について述べる．

本稿の目的は，管理会計の行政への拡張に際し，そこにどのような課題があり， どのような

方向で考えていけばよいかを明らかにすることにある．具体的には，行政には様々な類型があ

り，管理会計にも様々な手法がある．関係者も様々な見方を有する．その一方，行政には，企

業における利益のような組織内の合意形成に有用なツールがないことが多い． このため，管理

会計の行政への拡張は迷走しやすく，時間もかかる． そのような中で，管理会計研究の進むべ

き方向を示すこととしたい．

本稿の研究方法は， この20年近くにわたる筆者の経験に基づく．筆者は行政の様々な職務

を経験する一方で，管理会計の行政への拡張に関しそれなりの立場で関与してきた．本稿はそ

の経験からの着想に基づくものである．わが国の行政実務と管理会計論の両者について，多少

なりとも経験を有する者として，わが国行政と管理会計論の発展に貢献できれば幸甚である．

Z.収益・費用からみた行政の3分類

管理会計を行政に拡張する場合， まず問題となるのが，行政のどこを対象としているのかと

いうことである． ここでは，管理会計の行政への拡張という本稿の主題に鑑み，収益と費用の

観点から行政を3つに分類する．第1に，収益と費用を認識できる分野であり，国の独立行政

法人や地方独立行政法人，地方公共団体の公営企業の類いが当てはまる．第2に，収益は認識

しにくいが費用は認識できる分野であり，国の各省庁や地方公共団体の執行部局の類いが当て

はまる．第3に，収益も費用も認識しにくい分野であり，いわゆる政策の企画立案部局が該当

する．国の各省庁本省の一部部局や地方公共団体の首長部局の一部部局がこれに当てはまる．

前2者が政策の執行管理を担い，最後者が政策の企画立案を担うと一応の整理ができる1．

これを図で示せば図lの左側の通りである． しかしながら本稿では，ベン図外側に示す企業

会計との関係を考盧するとともに，行政実務家が暗黙の前提とする傾向のある行政における政

策の企画立案部局の重要性を表現する観点から，以下では右側の図を用いて論を進める．

2.1収益と費用を認識できる外環部

図1のベン図の外側の白抜きの環状部分（以下，外環部という）では，収益と費用が認識さ

れることから，利益も認識される．具体的には，国の特殊法人や独立行政法人，地方公共団体

の地方独立行政法人，地方公共団体の一部である公営企業などが該当する．

以下では，行政の外環部に属する代表例を述べる2． まず，特殊法人である． これは，特別の

法律によって独立の法人を設け，政府による特別の監督を行う一方で，できる限り経営の自主

性と弾力性を認めて能率的経営を行わせる法人をいう.NTTやNHK, 日本年金機構，商工中

金，東京メトロ，成田空港等，東日本高速道路等， 日本貨物鉄道等，現在33法人が存在する．

次に，独立行政法人である． これは，各府省の行政活動から政策の実施部門のうち一定の事
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図l 行政の3分類

収益○・費用○

(独法・公営企業等）
収益X･費用○

(執行部局等）

収益X･費用X

(企画立案部局）

川典：筆者作成

務・事業を分離し，独立の法人格を与えて設立した法人をいう．統計センターや造幣局国立

印刷局等の職員が国家公務員の身分を有する行政執行法人（7法人)，情報通信機構や理化学研

究所等の国立研究開発法人（27法人)， 国民生活センターや大学入試センター，国立病院機構

経済産業研究所， 日本貿易振興機構住宅金融支援機構等の中期目標管理法人（53法人）に分

けられる （合計87法人)． また， このほか， 国立大学法人（86法人） も存在する．

更に，地方独立行政法人である． これは，公共上の見地から地域で実施の必要のある事務・

事業のうち，地方公共団体自身が直接実施する必要はないものの，民間に委ねては確実な実施

が確保できないおそれがあるものを効率的・効果的に行わせるため，地方公共団体が設立する

法人をいう．公立大学（70法人)，県立病院機構等の公営企業に相当する事業を行う法人（53

法人) ，試験研究機関(11法人),社会福祉事業を行う法人(l法人）がある （合計135法人).

そして，地方公営企業である． これは，地方公共団体の経営する企業であり，地方公共団体

の一部をなす（法人格は同一)．総数は8,614事業であり，個別には，水道事業2,081事業（う

ち上水道1,344事業，簡易水道737事業) ,下水道事業3,639事業，病院636事業，交通87事

業電気92事業なとﾐとなる．

2.2収益は認識しにくいが，費用は認識できる内環部

図lのベン図の外側から2番目の薄いグレーの環状部分（以下，内環部という）では，収益3

は認識しにくいが‘ 費用は認識できることから， 国の各省庁の執行部局や地方公共団体の執行

部局が該当する｡ そこでは，費用面については， どのような費用をどの程度かけているのか，

金額で表示できる財務指標として把握できる． しかし，収益面については財務指標としての把

握はできない． その一方で，政策の執行管理を担う部局であることから，政策執行の結果を，

バーチャル（疑似的）な形で把握することはできる

ここで急いで付言しなければならない点がある．行政には，議会と調整を行いつつ，政策を

企画立案することこそが重要と考える傾向がある．政策の企画立案を上に，政策の執行管理を

1､~に置いて考える風潮がある．従って， 国の各省であれ，地方公共団体であれ。部局の一部で
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も政策の企画立案を行っていれば， 自ら全てを政策の企画立案部局と位置付け，執行部局の範

囲を倭小化して理解する傾向がある． しかし，国の各省でみても，地方支分部局はいうに及ば

ず，本省の中にも多くの執行部局が入り込んでいるのが実態である4．

以下では，行政の内環部に属する代表的な例を述べる． まず， 国である．内閣官房による

｢国の行政機関の分野別定員」によれば，平成29年度末定員は29.7万人である． このうち，刑

務所や管区海上保安本部，地方入管，税関，検疫等の治安関係で7.6万人，国税局や税務署と

いった国税で5.6万人，地方整備局等の河川・道路・港湾等で2．4万人， 自衛官を除く防衛で

2.l万人，労働基準監督署や職業安定所といった労働で2.l万人，地方農政局といった農政で

l.0万人，法務局等の登記等で0.9万人，地方航空局等の航空安全で0.7万人，外交（外務省）

に0.6万人，気象に0.5万人，国有林野に0.5万人，医療に0.3万人であり， このほか，内部部

局等に5．6万人となっている． なお， 自衛隊については5，平成28年度防衛白書によれば，そ

の現員は計22.7万人であり，そのうち陸上13.8万人，海上4.2万人，航空に4.3万人，統合幕

僚監部等に0．4万人である．

次に，地方公共団体である．総務省が平成29年3月に公表した「平成28年度地方公共団体

定員管理調査結果」によれば，全国で273.7万人である．個別には，総務企画部門には21.3万

人（うち会計や管財等を含む総務一般にll.6万人，窓口等の住民関連に7.2万人),税務部門に

6.6万人，福祉事務所や児童相談所等の民生部門に22.8万人，衛生部門に13.7万人（うち保健

所等の衛生に7.7万人，清掃に4.6万人)，労働部門に0.7万人，農林水産部門に8.1万人（うち

農業一般に5.4万人)，商工部門に2万人，土木部門に13.9万人（うち土木に8.2万人，建築に

2.6万人，都市計画に2.9万人)， これらの一般行政部門計で91.l万人であった． 同調査結果で

は， このほか，教育部門102.2万人（うち学校教育以外の教育に10.3万人（その内訳として，

教育一般に4.6万人，公民館等の社会教育に4万人)，義務教育に68万人，その他の学校教育

に23．8万人)，警察部門に28．7万人，消防部門に16万人である．以上のほか，国民健康保険

事業や介護保険事業等の公営企業等会計に35.8万人6がいる．

以上に示してきたように，国であれ，地方公共団体であれ，公務員の多くは執行部局に所属

している．純粋な政策の企画立案部局にいるのは，多めに見ても，国であれば内部部局5.6万

人の一部であり，地方公共団体であれば各部門のごくごく一部ということになろう．

2.3収益も費用も認識しにくい中心部

図lのベン図の真ん中の濃いグレーの中核部分（以下， 中心部という）には，収益も費用も

認識しにくい政策の企画立案部局が該当する．具体的には，国の各省本省の一部の部局や地方

公共団体の首長部局の一部が当てはまる．政策の企画立案プロセスでは，国会や地方議会との

調整にも大きな労力が必要となり，行政だけの判断で管理・遂行できる余地は小きくなる．議

会との調整コストは民主主義のために必要なコストと考えざるを得ないと思われる．

2.4若干の考察

以上のように行政は，費用と収益という観点から見れば3分類で示すことができる．管理会

計の行政への拡張を考えるに当たっては，具体的な管理会計が行政の3分類のどこを念頭に置

いているのかは押きえておく必要がある．加えて，行政実務家には，先述のように，中心部で

ある政策の企画立案を大きく考える傾向がある． これは，収益や費用を考えていく管理会計の
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図2管理会計手法の射程

’

出典：筆者作成

適用範囲を倭小化する傾向につながる．管理会計研究者が行政実務家と議論する場合には留意

すべき点である．

3． 手法ごとに異なる射程

本節では，管理会計手法等を，伝統的な管理会計手法，広義の管理会計手法， そして隣接分

野の経済学的手法7に分け，行政の3分類に対して､ それぞれにどのような射程を有するのか

について述べる．結論からいえば，手法ごとに適した射程があるのである．

なお，管理会計手法に何が含まれるのかは，管理会計の範囲いかんによる． ここでは，管理

会計の行政への|幅広い活用について述べることから，管理会計についてもできる限りI幅広く考

えることとする． そこで，管理会計は，経営戦略を策定し，経営上の意思決定とマネジメント

コントロールを通じて経営者を支援する会計であり （櫻井, 2015: 10)8|会計は経済的データの

測定と伝達の手段である（櫻井, 2015: 11) と考える． そして，伝統的な管理会計手法に加え，

この定義に含まれ得る手法を広義の管理会計手法と位置付けることとする．

結論から先に示すことになるが，伝統的な管理会計手法や広義の管理会計手法について，行

政の3分類の図に合わせて示せば図2の通りとなる． なお，簡略化のため，経済学的手法は図

から除いている．

3.1伝統的な管理会計手法

まず，伝統的な管理会計手法から代表的な手法を挙げ，それぞれの射程について述べる．収

益費用，利益という中で形作られてきた伝統的な管理会計手法は，一般的に，収益や費用を

認識できる外環部に適用が可能である． しかし， 一部には例外もあるBSCや責任会計は内
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環部までの適用が考えられ，方針管理は，後述の広義の管理会計手法であるロジック分析と相

まって， 中心部までの部分的な適用もありうると思われる．

3.1.1予算管理

予算管理は，長期ビジョン→中期経営計画→単年度事業計画（利益計画） という時間軸の視

点と，組織下方への展開を意味する方針管理や目標管理といった組織管理軸の視点とのちょう

ど交点に， 目標利益が割り付けられる形で部門別の予算管理が行われる（樫谷・藤野・松尾・

大西, 2016:7-13).予算管理は利益が存在するところでは機能する． このため，行政でも収

益費用，利益が存在する外環部では予算管理は機能する一方，内環部や中心部では残念なが

ら機能しにくいものとなる．

3.1.2責任会計

責任センターを設定し，会計数値と管理上の責任を結び付ける責任会計9は，利益や収益が

成立する場合のみならず，費用やコストが成立する場合も成り立つ． このため，責任会計は，

行政の外環部のみならず，費用のみが認識される内環部においても機能し得るlO.

3.1.3方針管理

目標とそれを達成する方策（手段）から考える方針管理と， この目標と方策を組織階層に

従って展開する方針展開（以下，両者を併せて方針管理という）は，行政での活用余地は広

い．行政の外環部であれば，利益があるので予算管理が成立し，そのための手段や下方展開と

しての方針管理が成り立つ．内環部であっても，政策の執行管理の過程で方針管理を考えるこ

とはできる．後述のロジック分析との併用も可能である．更に， 中心部であっても，政策案の

作成・評価の過程で，後述のロジック分析とあわせて考えることができよう．

3.1.4損益分岐点分析，直接原価計算

利益管理に活用される損益分岐点分析や直接原価計算は，利益がある行政の外環部では活用

できる．例えばll,公営企業のうち固定費の比率が高い上水道等では，人口減少や節水機器の

普及等による収益減少や施設の遊休化が見られる中で，価格をどのように設定するか，収益を

どのように上げるかなど，実のところ工夫の余地が大きい．

3.1.5標準原価計算,ABC,原価企画,LCC

標準原価計算，活動基準原価計算（以下,ABCという),原価企画， ライフサイクルコスティ

ング（以下, LCCという）は， コストマネジメントのための手法とされることが多い． このた

め，外環部のみならず,収益は認識しにくくても費用は認識できる内環部でも適用可能である．

標準原価計算に関連して，その基礎となる業務標準やプロセス分析は，行政での活用余地は

大きい．大西(2010: 136-152)で指摘したが，業務標準やプロセス分析は活動基準管理（以下，

ABMという）やリーンマネジメント等の基礎になる． また，松尾・藤野・大西(2016:24-38)

で指摘する通り，後述の事務量マネジメントの基礎にもなる．

ABCに関しては，行政では業務改善を主眼とするABMを基礎に考えていくことが適当であ

る. ABCは，原価計算が必要になる場合等，必要に応じて検討していくことが現実的である．
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内閣府（現在は総務省）公共サービス改革推進室では,ABMに相当する業務フロー・コスト

分析を各省等に推奨しており，現在では導入事例の集積も進みつつある．

原価企画を構成するVEは公共事業等に導入されつつある. 2000年代前半には中部国際空港

の建設に活用され，建設費の大幅削減が可能となった. LCCについては，行政でも社会資本整

備等が進む中で一般化しつつある．行政の内環部にあたる防衛省の防衛装備品調達では， 2008

年の総合取得改革推進プロジェクトチーム報告書以降,LCCの適用を順次拡大してきている．

3.1.0BSC

医療機関等への適用が進むバランスト ・スコアカード（以下, BSCという）は，医療機関と

同様に，収益，費用，利益が存在する行政の外環部への適用は想像し易い．そして, BSCにお

ける戦略マップへの展開に見られるように，戦略テーマ間の因果関係仮説と戦略目標から実施

項目に至る目的手段関係を中心に考えれば，行政の内環部への適用も可能である. BSCの戦略

目標を方針管理により下位組織に展開することも指摘されており （伊藤, 2007),BSCと方針

管理を併せて考えていくことも可能である．行政の内環部では財務の視点等の改変が必要とな

るが, BSCの枠組みをそこまで変える場合には，因果関係仮説や目的手段関係と親和性のある

後述のロジック分析と併せて考えることも可能であると考える．

3.2広義の管理会計手法

前述のように， ここでは，経営戦略を策定し，経営上の意思決定とマネジメントコントロー

ルを通じて経営者を支援する会計を管理会計とし， これに役立つ限りで管理会計手法として考

えることとする．本稿では広義の管理会計手法として， ロジック分析, B/C分析，費用対効果

評価，事務量マネジメント，公会計（財務会計） とアセットマネジメントについて述べる12.

前2者は，収益側について収益に相当するものに拡張したイメージであり，後2者は，費用側

について費用に相当するものに拡張したイメージである． これらの手法は，主に内環部に適用

できる方法論である．

3.2.1ロジック分析

行政ではロジックモデルに言及きれることが多い． ロジック分析'3は， 「もし……ならば，

どうなる」(ifthen)という推論のチェーンに従って示される．収益が認識できない行政では，

収益の代替手段として， このようなロジック分析を通じて，収益に相当するものをバーチャル

(疑似的）な形で示すことができる．そして， ロジック分析は方針管理やBSCとも親和性があ

る．最近，行政ではKPI(KeyPerfbnnancelndicator)が多用されているが,大西・福元(2016a)で

述べた通りロジック分析の上にKPIを置いて考えることもできる．

また， ロジック分析はPDCAの基礎ともなる．大西・福元(2016b)では, PDCAの成り立ち

を整理した上でPlanの重要性を指摘しているが, Planはロジック分析に基礎を置いたもので

あることが重要である．実効的なPDCAのためにもロジック分析は必要となる．

ロジック分析は，収益を認識しにくい行政の内環部に適用できるが，それに止まらず，政策

の企画立案を担う中心部でも部分的に活用していくこともできる14.例えば，現在，行政事業

レビューが各省で行われているが,その際にロジック分析を活用することなどが考えられる'5．
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3.2.2B/C分析，費用対効果評価

公共事業の個別プロジェクトを評価するいわゆる費用対効果分析（以下, B/C分析という）

16や，医療における個別の医療技術を評価する費用対効果評価は，いずれも収益に相当する部

分をバーチャル（疑似的）な形で可視化している．藤野・松尾・大西(2016: 128-152)で整理す

るように，前者であれば，便益をいくつかの方法で算出し，後者であれば効果を質調整生存年

(QALY)で算出し，それぞれ費用と比較するものである． これらの手法は，収益は認識しにく

いが，費用は認識できる行政の内環部に適用できる．

企業の管理会計で使われる設備投資の経済性計算は，収益と費用が認識できる中での計算で

ある．一方， これらの手法は，収益に相当するものをパターン化して認識していると考えるこ

とができよう．

3.2.3事務量マネジメント

事務量とは，職員が特定の事務（活動）に投下した資源量であり，職員の時間記録等によっ

て投下時間が計測される． この事務量を基に，事務そのものの効率的かつ効果的なあり方を

考えていくことが事務量マネジメントである17.費用側において人件費という財務指標ではな

く，事務量という非財務指標に拡張して活用している．

事務量マネジメント18では，事務量を中心に， ミクロでは業務の標準やプロセス分析，事務

改善活動，マクロでは戦略マップやロジック分析等に基づいた組織戦略が併せ考えられてい

る．組織戦略に基づき，事務量の投入先をマネジメントしていくのである19.

行政においては人的資源を活用している分野は多く，事務量マネジメントが適用可能な分野

は大きい．行政の外環部のみならず，内環部までは適用可能である．次項のモノの管理と対比

すれば， ヒトの管理という位置付けもできよう．繰り返しとなるが， これが活用できる範囲は

非常に広い．

3.2.4公会計（財務会計） とアセットマネジメント

国，地方ともに2000年前後より，従来の官庁会計に加えて，発生主義複式簿記に基づく

公会計（財務会計）の整備が本格化した． また， 2000年代に入って各国では，社会資本の維持

更新に資するアセットマネジメントが一般化したことを受けて，わが国でも同様の取り組みが

行われた20．公会計（財務会計）の整備により減価償却等が認識されるようになり，将来の維

持更新投資等の想定が容易になってアセットマネジメントが進展したと位置付けることもでき

る． そこでは，古くなりつつある公共施設等について，現状の老朽化の進展度合いを評価し，

今後の人口減少等の将来予測の下で,LCCを踏まえた更新．再配置計画の作成が課題となって

いる21.財務会計（公会計） とアセットマネジメントは，社会資本等の管理という文脈から行

政の内環部まで適用できる．前項のヒトの管理と対比でいえば，モノの管理と位置付けること

もできよう22.

3.3経済学的手法

前述の通り，経済学ではEBPMが提唱されており，政策の企画立案の実務にも影響を及ぼし

つつある. EBPMは，多種多様なデータから因果関係を抽出し，政策の代替案間で比較してい

くものである．内閣官房に設置された統計改革推進会議2017年5月報告書でもEBPMの推進
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図3 関係者により異なる見方

｜
’

出典：筆者作成

が提唱されており〃既に重要な政策課題として認識されている．そこでは，従来から存在する

一般的な経済学用語としての費用便益分析23も滴用される．

これらの経済学的手法は政策提言のためのものである． ロジック分析とは親和性はあるが，

社会や国家全体を対象にした分析である．従って，経営戦略を策定し，経営上の意思決定とマ

ネジメントコントロールを通じて経営者を支援する会計という管理会計から見れば，対象と

しては大きすぎ、現段階では管理会計の範囲外にあると位置付けるのが適当であろう24、 よっ

て，本稿ではこれ以上言及しない．

3.4若干の考察

以上のように，伝統的な管理会計手法，広義の管理会計手法には，手法ごとに異なる射程が

ある．行政のどのような場合に‘ どのような手法が適合するのか、管理会計研究の側において

も，適用を試みる行政の側においても， この射程適合性については意識する必要がある．

4． 関係者それぞれの見方

次に， 関係者により見方が異なることを概観する． ここでは，行政実務家，公認会計士（以

下, CPAという), コンサルタント，財務会計研究者，管理会計研究者，議員やマスコミを例

に挙げる．結論から先に示せば図3の通りである25.以下では順次見ていくこととする．

4.1行政実務家の見方

管理会計の行政への拡張については，行政実務家にもいくつかの見方がある一番多いの

は， 政策の企画立案者として見方である．図3でいえば，行政の中心部から考える見方であ
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り，執行管理には思慮が及びにくいという傾向を有する． これに似たものとして，議会等との

調整役を重視する見方もある．行政は，国会や地方議会，その他の住民団体等といった関係者

等との調整に当たることも多い．行政は全体をマネジメントできる立場にないことも多く， こ

こでも主体的に行う執行管理には思慮が及びにくくなるのである．

また，財政収支を中心に考える見方もある．財政当局には財政収支のみしか考えないという

傾向がある．管理会計の行政への拡張は，長い目で見れば効果的・効率的な行政運営に資す

る26ものであるが，適用後直ちに効果が大きくでるものではないことから，財政当局のあと押

しが得られないことが多い． また， わが国では1970年前後にPPBS導入に向けた取り組みが

見られ，結局失敗した．財政当局にはその記憶が強く残っており， これが管理会計の行政への

拡張には阻害要因となっていることは付言しておきたい27．

行政をマネジメントから見る行政実務家も存在する． これは2つの傾向に分かれる． まず，

法学的・制度的なマネジメントを中心に考える立場であり，法令を間違いなく適切に執行して

いくことこそがマネジメントの主目的であるとする．効果的・効率的な執行は視野の外縁に置

かれ，管理会計の行政への拡張には関心が薄くなる傾向がある．次に，行政の執行管理の特徴

を理解したマネジメントである． この場合には，法令の適切な執行に加えて，効果的・効率的

な執行は常に考えられている． しかし，管理会計の行政への拡張が議論され始めてから日が浅

いこともあり，何が効果的・効率的な行政の執行なのかといったことについては，そもそも共

通言語がないという悩ましい問題がある28．

最後に，いやなものはいやという性向を持つ人々である． これは， どのような時代であれ，

それなりの確率で存在する． とりわけ，管理会計の行政への拡張においては，合理性を強調し

たマネジメントが多くなり，そこでは合理的であるがゆえに反発を感じる人も多くいる．

4.2財務会計研究者, CPAの見方

国であれ，地方公共団体であれ，公会計（財務会計）の整備は， この20年，営々と取り組ま

れてきた．そこでは，財務会計研究者やCPAが非常に大きな足跡を残してきた．彼らは会計

知識の普及を図る立場でもあることから，その活動は公会計（財務会計）それ自体の完成に主

眼が置かれ，会計を意思決定や業績管理にどのように用いるかといった視点は劣後し易い傾向

を有する．

4.3管理会計研究者の見方

管理会計研究者には，会計との距離感による違いからくる2つの立場があると考える．管理

を中心に考えるのか，会計を中心に考えるのかである．前者の管理を中心に考えるのであれ

ば，企業にも行政にも管理という機能はあることから，管理会計の行政への拡張という視点を

持ち易い． これに対して，後者の会計を中心に考えるのであれば，公会計（財務会計）のある

程度の完成を待って議論を始めるということになり，管理会計は今後の展開ということにな

ろう．

また，管理会計研究のスタイルによる違いからくる2つの立場もある．管理会計研究者は，

研究のスタイルによって専門店型と百貨店型に分けられると考える．前者の専門店型の研究者

においては，やむを得ないことではあるが， どのような状況にも自らの専門とする手法の適用

を主張する傾向がある．
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4.4コンサルタントの見方

特定の管理会計手法等を推奨する傾向は， コンサルタントには多いように思われる．例え

ば， 2000年代前半にABCの行政への適用が推奨きれたことがあるが， その時期に多くのコン

サルタントが活躍していたように記憶する． このようなコンサルタントの活躍は，それぞれの

管理会計手法等の議論に幅を与えるという意味では否定されるべきものではないが，行政の課

題に直接応えているかという点では様々な議論もあり得よう．

4.5議員やマスコミの見方

管理会計の行政への拡張については，国会議員や地方議会議員更にはマスコミにおいても

様々な立場からの様々な意見が存在する． まず，行政はインプットからアウトプットへの機械

的な変換に過ぎないと認識する立場である．議員であっても，マスコミであっても，組織での

マネジメント経験が少ない場合は多く， 自然とこのような考え方に染まり易い傾向を有する．

次に，財政政策には関心がある立場である． ここでも，行政実務家と同様，財政収支を中心

に関心がある立場がある．その一方で,CPAと同様，公会計（財務会計）に則った情報開示等

に関心のある立場もある．前者の場合には，行政実務家と同様，管理会計の行政への拡張とい

う視点は弱くなり易い．後者の立場に立てば，管理会計の行政への拡張は今後の課題として認

識されることとなろう．

そして，マネジメントに関心が高い方々である． ここはいくつかに分けられる． まず，一般

企業での自らのマネジメント経験を有する議員である． この場合止むを得ないことではある

が，個別具体的な状況下でのマネジメント経験が一般化きれるという傾向は否めない．次に，

行政組織でのマネジメント経験を有する議員である．そこでは，法学的・制度的なマネジメン

トが中心であることもあり，管理会計の行政への拡張という視点は忘れられ易い．

いずれにせよ，残念ではあるが，議員，マスコミの中で，管理会計論ないしは管理会計手法

に通暁している人はほとんどいない．管理会計の行政への拡張に当たっての推進役として期待

し得るのは議員・マスコミであるにもかかわらず，それが困難な状況にあるのである．

4.6若干の考察一行政の迷走と期待される今後の交流

以上，関係者により異なる見方があることを概観した．管理会計の行政への拡張において

は，関係者がそれぞれの見方でお互いに違うものを見て議論してしまうことになりかねない．

そこにコミュニケーションギャップが生じる可能性がある．企業に管理会計を導入する場合に

は，収益増大，費用逓減，利益確保の要請が強く働き， これが強い推進力となる．企業内での

合意形成も容易である． これに対し，管理会計を行政に拡張する場合には， このような推進力

がない． しかも， コミュニケーションギャップがある． このため，議論が迷走しやすいので

ある．

しかも， ここでとりわけ留意すべきだと思われることに，管理会計の行政への拡張を消極的

に考える行政実務家が，様々な意見を持つCMやコンサルタント，会計研究者のうち， 自説に

都合のいい意見のみを聞き出し， これを取り上げ，議員やマスコミに触れ回ることはよく見受

けられる．そもそも議論が迷走しやすい中で，行政実務家間の方向を巡る議論29に関係者全体

が巻き込まれることとなり， ここに，行政の迷走が始まるのである．

それでは， このような中で，管理会計の行政への拡張に当たって，管理会計研究者が留意す
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るべきポイントは何であるのか．以下では私見を述べることとしたい．

まず，管理会計研究者は研究のターゲットを意識するべきであるということである．行政の

場合，確かにその中心部は華やかであり，行政の中心部への管理会計の拡張を図るべきである

という方向に話が流れ易いのは確かである． しかし，そこではEBPMなどの経済学的手法の適

用が主流の議論となっており，管理会計手法と親和性のある議論は現在のところ，残念ながら

少ない．管理会計研究者としては， むしろ，行政の内環部や外環部にそれなりの数で存在する

行政実務家や，公共事業のB/C分析や医療にかかる費用対効果評価等のみならず，上水道のア

セットマネジメントや下水道のストックマネジメントなど，様々な分野の研究者との交流を目

指すべきではないかと考える．

管理会計研究者が交流を図るに当たっては，各分野の研究者であれば, B/C分析等のPDCA

での活用など，管理会計的な視点を加味した共同研究を行うことなどが考えられる． また，行

政実務家であれば，それぞれの経営を題材にした管理会計教育などを通じた交流が考えられ

る．行政実務家への教育では，各実務家が体感しているそれぞれの事業や業務の背後に流れる

ビジネスの論理のようなものを管理会計の概念で昇華させることが求められよう．行政官とし

ての筆者の感覚では，独法や公営企業，執行部局等で行政官Dr.がlO数人いれば, 10数人育

てることができれば，わが国行政を巡る局面は大きく変わるような気がしてならない．わが国

行政に人材はいる．足りないのは管理会計教育である．いずれにせよ，現在，公会計や公営企

業会計等が概成しつつある中で，今後は経営そのものが課題となろう．時機を得た取り組みだ

と思う．

加えて，利益確保の要請等が管理会計導入の強い推進力となる企業の場合とは異なり，行政

の場合には管理会計導入に強い推進力が存在しないという問題もある．そこで，推進力とし

て，国会議員や地方議会議員，更にはマスコミを考えてみてもよい．管理会計研究者と行政実

務家や各分野の研究者との交流を図った上で，将来的には，管理会計導入の推進力となり得る

議員やマスコミの理解を得るような交流が．管理会計研究者と議員やマスコミとの間で期待き

れるのである．

以上を図示すれば図4の通りとなる．管理会計の行政への拡張のためには，管理会計研究者

には今後，図4にあるような交流が期待されると考える．

S. おわりに

本稿では，管理会計の行政への拡張に当たっての論点として， 3つの視点から論を進めた．

まず，行政の3つの分類，即ち，①収益と費用を認識できる外環部，②収益は認識しにくいが

費用は認識できる内環部，③収益も費用も認識しにくい中心部，のいずれを対象に議論してい

るのかを明確に認識しておく必要がある．次に，管理会計手法にも，伝統的な管理会計手法や

広義の管理会計手法等があるが，上記の行政の3分類に対して，管理会計の手法ごとに適した

射程があり，それを明確に認識しておく必要がある．そして，管理会計の行政への拡張に当

たっては，行政実務家やCPA, コンサルタント，会計研究者，議員，マスコミといった様々な

関係者が存在し，それぞれに異なる見方を有している．そのような中で，管理会計研究者に

は，行政の外環部や内環部の行政実務家や各分野の研究者との交流が今後期待される．その上
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図4期待される今後の交流

戯
“
諺

管琿会計研究者議員・
マスコミ ’収益○・費用○（独法・公営企業等）

ノ収益x置用O(執行部局) |
」収益X･費用X (企画立案部局）

期待される

今後の交流 ①

行政実務家・各

分野の研究者

行政実務家・各

分野の研究者

行政実務家・各

分野の研究者

政実務家・各

〉野の研究者

〆▼
〆

〆

狭稜の管理会計手法

一

出典：筆者作成

で，今後の推進力として議員やマスコミの理解を得ていくことが期待されるのである．

筆者としては，管理会計の知識や手法論方法論は，行政にとっても有用であると考えてい

る． そこでは，管理会計の手法論や方法論について， それらの経緯も含めてバランスよく頭に

入れた上で，複雑な現実の個々の局面の中でそれぞれに適した管理会計手法を適用し，応用

し， そして新たな手法等を編み出していくことが求められていると考える．本稿で述べたよう

なことを通じ，管理会計及び管理会計手法についての社会的な認識が育まれ，広く普及し， そ

して，管理会計の行政への拡張を必要と考える方々の間で， これらが共通言語として成り立つ

ことを切に願っている． とりわけ，財政の逼迫が避けられないわが国においては， これは時間

との闘いなのである．

以上

注

l 「一応の」との限定を付したのは．政策の企画立案と執行管理との区別は概念的には可能

だが，実際の局面では困難なことも多いためである．行政学における政治行政分離論と政

治行政融合論の議論の変遷も視野に入れた検討が求められると思うが， この点は別稿に譲

りたい．

2法人数は2017年度首現在なお， 国立大学法人は2015年度調査，公営企業は2015年度地

方公営企業年鑑による．

3わが国では，国であれ地方であれ，公会計において税収は収益とされていない．強制的に

徴収された税収等は財源であり，利益獲得は予定されておらず， また，財源と費用の関係

には企業会計における収益と費用の関係はないからである．

4政策はきちんと執行管理されなければ意味をなさないことを考え合わせると，行政におけ
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る執行部局の重要性は強調きれてしかるべきである．

防衛装備品の調達等を含め，防衛省には管理会計・原価計算の導入余地は非常に大きいと

考えるが，本稿では言及しない．

なお，既述の公営企業職員は34万余人で，公営企業等会計はこれを含めた職員数である．

経済学における費用便益分析（ここではマニュアル化の進んでいる後述のB/C分析とは区

別している）や証拠に基づく政策立案(EBPM;EvidenceBasedPolicyMaking.以下, EBPM

という）を意味する．

管理会計は，計数的管理実践における諸展開を管理会計論の対象に組み入れ，方法の技術

学として積極的に対応してきた（津曲， 1973)． この観点から端的にいえば，管理会計は計

数的マネジメントのための方法論であるということができよう．

責任会計の行政への適用可能性については，大西・梅田（近刊）で整理している．

行政の内環部で，収益に代えてバーチャル（疑似的）な非財務指標を用いることもできる．

この場合には，非財務指標に拡張された責任会計的な手法は成り立つであろう．

イメージが湧きにくいと考え，例示している．

樫谷・藤野・松尾・大西(2016: 12-17)では， この4つの手法を予算管理がない場合の計数

的マネジメントの例としている．

通常わが国では， インプット→活動→アウトプット→アウトカムという横向きのフロー図

で示されるが,大西・日置(2016)で指摘した通りロジックモデルの形態は様々であり，表記

の仕方も一様ではない． このため，本稿ではこれらをまとめてあえてロジック分析という．

部分的にという限定を付けた理由は，行政の中心部では後述の経済学的手法が大きな役割

を占めるからである．

ロジック分析の業績予算への活用も考えられる．業績予算は藤野・大西（近刊）を参照

経済学的には費用便益分析の一部である． ここでは国土交通省等においてマニュアルの整

備がなきれている手法をいう． なお, B/CはBenefit/Costの略で「BパイC」と呼ぶ．

詳細は，松尾・藤野・大西(2016)を参照また，事例は大西(2016a)を参照．

事務量だけを見れば,ABMと理解できる．

組織戦略の重要性は藤野・大西（近刊）でも強調している．

藤野・松尾・大西(2016: 152-168)で整理している．

将来に向けた意思決定が重要であり，そこでは差額原価や埋没原価等の意思決定会計の活

用が考えられるように思われてならない．

ヒト，モノとくれば次はカネである．行政では投融資もそれなりの規模にある．その管理

手法も重要ではあるが，本稿では言及しない．

ここでは一般用語としての費用便益分析を意味し，マニュアル化・パターン化され，手法

としてある程度固まっているB/C分析（前述） とは区別している．

管理会計の側からみれば，関係を構築すべ〈模索している段階ともいえるかもしれない．

簡略化のため，議員やマスコミは図から除いている．

管理会計を行政に拡張した場合， アウトプットやアウトカムにつながらないインプット増

を巡る予算ゲームが減少し，中長期では各部局等からの予算増加圧力を低減きせると考

える．

大西(2016b)では財務省について述べている．

全国を対象に開催ざれる「行革甲子園2016」 （愛媛県， 2017）を見る限り，共通の方法論が
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ないことがわかる． このような場で管理会計が共通言語の1つとなることが期待される．

29それぞれの組織で見れば，管理会計の導入は，組織運営を巡る路線闘争といえる．その意

味では，管理会計は闘いであるといえるのかもしれない．
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日本管理会計学会誌『管理会計学』は，年2回発行される．本学会誌には，掲載区分として，
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